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第 1 章 序論 
1.1.研究の背景 
先ず序論では、本研究が対象とするオフィス建築・ワークプレイスとその空調システム
を対象に社会的背景・関連する技術動向等の状況の整理を行う。 
 
1.1.1.建築をとりまく社会環境 
建築に求められる様々な機能は、建築を取り巻く自然環境のみならず、社会環境の影響
を大きく受ける。  
図 1-1に、1960 年代から現在までの我が国における主要な社会動向の推移を示す。1960
年代に顕在化した公害問題、1970 年代に発生したオイルショックに伴う省エネルギー問題、
同様に 1970 年代には、アスベスト問題や 1980 年代に入ってのシックビル問題など環境に
関する様々な視点からの問題が顕在化している。 
もうひとつの流れとして、1980 年代以降は、情報化に関する技術革新が目覚しいことが
大きな特徴といえる。インターネットの普及、携帯電話の普及、世界を席巻した Windows
から、現在における無線 LAN の実用化やクラウドコンピューティングなどの技術開発は、
かなりのスピードで展開している。 
1990 年代になり、環境問題をよりグローバルな視点から捉える、地球環境問題が顕在化
し、京都議定書などによる温暖化ガスの排出低減が、全世界共通の重要課題となっている。 
また、先の東日本大震災では、エネルギーインフラやエネルギーセキュリティの「あり
方」に対する認識が問われている状況にあり、BCP（事業継続計画）などが新たな課題とし
て顕在化してきた。 
以上の社会的な背景の中で、「健康・安全」、「情報化・通信」、「エネルギー・資源」の 3
つの視点がオフィス建築と深い係わり合いを持つものと位置づけられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 1-1 建築を取り巻く社会環境（1960-2010 年） 
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1.1.2.知的生産性とオフィス建築 
 オフィス建築のおける、健康や安全など「環境品質」に関わる大きな視点として、近年、
「知的生産性」が注目されている。図 1-2 に、世界各国の労働生産性=時間当たりの労働生
産性の比較を示す。我が国は、OECD 加盟国 34 か国中、20 位（2013 年度）且つ平均以下で
あり、まだまだ生産性向上による改善が必要な状況にあることがわかる。 
 室内環境など「環境品質」に関しては、従来、1970 年代に制定された「（通称）ビル管
法（現：建築物衛生法）」により、最低限（ボトム）の環境基準が定められ、以降、室内環
境の設計基準として、多くの建物での設計の基本となってきた。 
また、シックビルやシックハウス問題においても同様に、室内環境におけるマイナス面
を是正するべく強化された環境基準であり、建築基準法における換気設計の基準の改訂に
も影響を与えている。 
 2000 年代に入り、住宅では、「健康維持増進住宅研究会」、非住宅を対象とした「知的生
産性研究会」の活動が開始され、よりポジティブに建築の「環境品質」を捉え、付加価値
の高い建築の実現を目指そうという動きが活発になってきている。 
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図 1-2 各国の労働生産性の比較 1) 
OECD(経済開発協力機構)に加盟する
34 か国中、日本は 20 位（2013 年度） 
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これら「健康」や「知的生産性」というキーワードは、従来のボトムアップを目指す環
境基準に対し、トップランナーを目指すところにその重点が置かれていると理解できる。 
図 1-3に、知的生産性向上に関する経済的な価値を検討した事例を示す。 
建物の環境品質を高めるために投資するコスト（ここではライフサイクルコスト=LCC）
と建物で生み出されるビジネスの価値=経済効果（ここではワーカーの収入）を比較すると、
建築や建築設備への投資コストは、ビジネスの価値の 1/20 というオーダーにとどまること
が判る。 
つまり、知的生産性を向上させることが（仮に）可能な建築や建築設備の仕様や装備が
明確になれば、これらにかかるコストは、知的生産性向上によるビジネス価値向上の経済
効果に比べれば、微々たるものであり、投資効果は非常に高いものになる可能性が見えて
くる。これらのニーズを実現させる上で、室内環境形成に関係の深い、空調システムや照
明システムには、更なる期待が寄せられる状況となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
室内環境の質： IEQ
（Indoor Environment Quality）
30[千円/㎡年]
建物内で行われる
ビジネスの価値
6００[千円/㎡年]
イニシャル/ランニング
を含む建物のライフ
サイクルコスト
図 1-3 知的生産性向上の経済価値の検討事例 2) 
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1.1.3.情報化とオフィス建築 
①IT 化の推進と内部発熱の増大化と偏在化 
 次に、オフィス建築の機能に深く関係している項目が、「情報化・通信」に関係する項目
である。 
1990 年代後半から、急速に進展した大規模な情報ネットワーク技術の開発に始まる情報
機器の高機能化と低兼化の進展、大容量の情報通信ルートとしての光ケーブルの実用化、
人工衛星による広域通信の活用、日本語ワードプロセッサ等の普及を契機として、オフィ
スオートメーション化が急激に進展することとなった。  
「半導体の集積密度は 18～24 ヶ月で倍増する」という、ムーアの法則が示すとおり、
処理能力の急激な向上とこれら向上に伴う消費電力の増大を如何に押さえ込むかが、技術
開発のテーマと成っており、オフィス建築の設備計画を行う上で、ワークプレイスの IT
化に係わる与条件は大きな影響力を有する。更に、今後も更なるインターネットの普及に
よる地球規模でのリアルタイムな情報収集が加速化し、情報化社会への移行は、より大容
量・高速な IT 環境・技術を必要とする傾向はしばらく続くと思われる。 
 
②インテリジェントビルと情報化 
もともと、我が国でも総合的で付加価値の高い情報サービスを行う｢インテリジェント
ビル｣が、1990 年代に急速に普及した。当初はオフィスコンピュータと端末機を接続する
ための配線に配慮したフリーアクセスフロアなどを設け、またこれら機器が発する熱に対
処するため冷房設備を完備、さらに増大する電力需要に対応すべく配線・配電等のシャフ
トスペースを広く取ってあるなどの特徴が見られた。 
図 1-4(a)に、都心部の大型ビルにおける専有部の電力消費（照明+コンセント）の実績
（一か月分の 42 テナントの平均値）を示す。コンセントでの消費エネルギーは、熱源・空
調および照明と並んで、大きな比率を占めている。一方で、事務室専有部における電源等
の定格値に対する実稼働の割合は決して高くなく、空調で処理すべき内部発熱も定格（設
計値）の半分以下といった事例が多く報告されている。 
図 1-4(b)に、同建物の照明+コンセントの代表日における 42 テナント別の時刻別の消費
電力原単位の推移を示す。図 1-4(a)に示した平均値に対し、各テナントでは、日中で 10
～40[W/㎡]と大きなバラツキ（偏在化）が生じている。結果、空調システムにかかる負荷
（VAV：可変風量装置や AHU：空調機）にも大きな違いが生じており、こうした局所的な熱
負荷の偏在化に配慮した設計が必要と言える。 
一方で、3.11 震災以降、照度設定の見直し、クールビスなどの省エネ運用の推進、パソ
コンの小型化や画面の液晶化、執務室以外に発熱密度の高いサーバを設けて高負荷用途を
集約化するなど、オフィスの内部発熱の発生実態は、以前とはやや異なり、更に負荷率が
低くなる傾向および、前述した偏在化が更に加速する傾向にあると考えられる。 
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1.1.4.地球環境保全とオフィス建築 
①建築と温室効果ガス 
建築物に係る温室効果ガスである CO2の排出量は、図 1-5 に示すよう、全産業から排出
される CO2排出量の 1/3 強（業務：21%+家庭：16%=37%）を占めていることから、｢建築｣に
も、大きな環境配慮が求められる時代となっている。1990 年から 2012 年での各分野（セ
クター別）における CO2 排出量の推移をみてみると、産業部門および運輸部門では着実に
減少傾向にあるのに対し、建築に関係する業務その他部門および家庭部門では、大きな伸
びがあり、依然、CO2排出量は増加傾向にある。（図 1-6） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
特に、オフィス建築を含む業務部門では、1990 年から 2012 年で約 51%増と約 1.5 倍と
なっている。こうした背景から、気候変動枠組条約第 21 回締約国会議(COP21、2015 年 12
月開催)で我が国は、2013 年度比、26%削減といった目標案も検討中であり、益々の省エネ
ルギー・環境配慮が建物にも求められる状況にある。（図 1-6）こうした全般的な CO2削減
目標から推定される建築関連の中期（2030 年）削減目標は、A:業務部門：201→122 百万
ton（39.3%の削減）、B:家庭部門：225→163 百万 ton（27.6%の削減）と全般的な目標（26%
削減）より、さらにハードルが高いとされている。 
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図 1-5 建築に係わる CO2 排出量 3) 
図 1-6 セクター別 CO2 排出量の推移 3) 
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②ZEH・ZEB 
また、建築から排出する CO2をネットでゼロとする概念が ZEH・ZEB である。ZEH とは、
ゼロ・エミッション住宅（Zero emission House）の略語であり住宅のゼロ・エミッション
化として、家庭における温室効果ガスの排出量ゼロを消費するエネルギーを含めて実現さ
せる考えである。ZEH の理念の中には住宅において生み出す太陽光発電などの新エネルギ
ー等の分も含めて考えることとしている。 
さらに、ゼロ・エミッション化は平均として考え、太陽光発電の逆潮分も視野に入れた
ライフサイクルカーボンマイナス住宅（LCCM 住宅）実現への取り組みも進められている。 
一方、ZEB はゼロ・エミッションビル（Zero Emission Building）の略語であり、住宅
以外の一般の建築物での温室効果ガスの排出量ゼロを、目指す理念である。（図 1-7） 
また、単独ビルだけでのゼロ・エミッションだけでなく、小規模な複数ビル（地域レベ
ルまで広げない）でのゼロ・エミッション化も考慮している。なお、「ZEB の実現と展開に
関する研究会（経済産業省）」による定義では「ゼロ・エミッション」を「年間での一次エ
ネルギー消費量が正味（ネット）でゼロまたは概ねゼロとなる建築物」としている。2030
年までに新築建築物全体で ZEB 化が実現され、既築の省エネ改修の効率も大幅に高まると、
2030 年の業務部門の一次エネルギー消費量は概ね半減という目標達成が可能となる。 
 更に、ZEB を超える概念として創エネの余剰（建物内消費で余った分）を積極的に建物
外へ供給する PEB（Positive Energy Building）の実現も進められている状況にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-7 ZEB の概念 4) 
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1.1.5.オフィス建築に求められる新たな視点 
 以上、3 つの視点からオフィス建築を取り巻く社会環境との関係を述べた。知的生産性
向上、CO2削減、BCP(Business Continuity Plan：事業継続計画)など多様化するオフィス
建築へのニーズに対し、オフィス空間=ワークプレイスの形態や役割も変わってくると考え
られる。 
 従来、オフィスのワークプレイスには、高い面積効率や経済性が求められてきた。一方
で、より創造的なワークプレイスの実現を目指し、組織をそのままレイアウトするのでは
なく、組織や個人間のコミュニケーションや情報の流れなどを基本にして、科学的に分析
してレイアウトに反映させるオルタナティブオフィシングやオフィス・ランドスケーピン
グといった新しい計画手法が導入されている。（図 1-8） 
 フレックスやフリーアドレスといった運用面でのユビキタス化も相まって、新しい形態
を有するワークプレイス・オフィス建築の創造、さらにはこうした形態・空間における多
様な機能の装備（室内環境・知的生産性、情報化、省エネルギー・地球環境配慮、BCP）が
可能な環境調整システムの開発が不可欠となってきている。（図 1-9） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-8 オフィス・ランドスケーピング 5) 
図 1-9 ユビキタス化するワークプレイスと設計ニーズ 
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 こうした多様化するワークスタイルは、ワーカーの行動パターンにも変化を及ぼす。特
に、ワークプレイスにおける在席率に関しては、最近の調査により設計想定(定格条件)の
約半分以下という報告 6)も発表されており、且つ温熱環境評価に影響を及ぼす代謝量に関
しても、常に一定ではなく、在席率と関係する離席状態に伴うワークプレイス内外での歩
行、歩行後の着席での代謝量変化による空調ニーズの変化も課題として指摘されている。 
 図 1-10に、着衣量と代謝量を変化させた場合の PMV7)の試算事例を示す。PMV（予想平均
温冷感申告、Predicted Mean Vote）とは、人間が感じる温冷感の指標であり、温熱 6 要素
（気温・湿度・気流・熱放射・代謝量・着衣量）より計算される。熱的中立に近い状態に
おいて、大多数の人が感じる温冷感の平均値を示し、人体の熱負荷に基づいて解析した理
論式で算出される。ISO の推奨値は、-0.5≦PMV≦+0.5 の範囲となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
離席による歩行直後の着席時の代謝量推定値 8)を1.8～2.2met（中央値を取って、2.0met））
とすると、クールビズ想定にて、着衣量 0.4clo としても PMV は 1.5 前後となり、通常の着
席・執務作業時の代謝量 1.2met での PMV=0.62 とは大きな違いがあり、同じアンビエント
環境下での熱的快適性・満足度を達成することは、困難な状況であることが判る。 
 
 
図 1-10 着衣量・代謝量と PMV の関係 
【試算条件】 
1)室温：クールビズ想定 28[℃] 
2)湿度：26℃50%と同等の絶対湿度（28[℃]、44.5[%]） 
3)気流：0.2[m/s]一定 
4)放射：室温と同等 28[℃] 
【補足】 
※1) clo：着衣の熱抵抗値を示す単位。1[clo]=0.155[(m2・K)/W]
で、気温 21℃、相対湿度 50％、気流 0.1m/s の室内で着席
安静の状態にしている人が快適である熱抵抗を示す。 
※2) met：人体のエネルギー代謝率を示す単位。着席状態で安
静時のエネルギー代謝量 58.15[W/㎡]が 1[met]を示す。 
 
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1.0
1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.1 2.2
着
衣
量
[c
lo
]
代謝量[met] 室温：28[℃]※2） 
※
1) 
1.5≦PMV<2.0 1.0≦PMV<1.5 
0.5≦PMV<1.0 
0.0≦PMV<0.5 
PMV=0.62 PMV=1.45 
第 1 章 序論 
 
 
10 
 
1.1.6.オフィス建築における空調システムの動向 
室内環境計画の中でも事務所専有部（ワークプレイス）におけるインテリア空調設備計
画は、照明計画、電力や情報の供給計画と並んで、重要度の高いシステムであり、設備関
係の設計の中でも、もっとも重点のおかれる項目と言える。 
①集約から分散へ 
インテリア空調システムは、日本初の超高層ビルである霞ヶ関ビルにおけるゾーン集約
化の思想から、より個別の負荷偏在化や多様なテナントニースへの追従を意図した、各階
分散の空調方式へと空調システムは変化してきたといえる。（表 1-1）また、OA 機器のオフ
ィスへの進出とともに、室内に冷水等の侵入をきらう傾向が特化し、FCU（ファンコイルユ
ニット）などの水方式は衰退し、オールエア方式が主流となっている。  
更に、最近の傾向としては、単なる空調機の分散配置のみならず、外気処理と内部発熱
処理、ペアダクト空調における弱冷と強冷、タスク空調とアンビエント空調など各々、求
められる機能を明確化し、機器等を分散配置する「機能分化」の方向性も見られる。 
特に、空調機の熱処理プロセスにおける潜熱顕熱分離は、熱源システム側の効率向上も
期待できるため、顕熱処理側に輻射システムを潜熱処理側にデシカント空調システム等を
導入するなど、技術開発も盛んである。 
また、もう一つの動向として、制御スケールの細分化によるパーソナル化に対する取り
組みが盛んに行われている点が注目される。従来設計では、せいぜい 50 ㎡程度であった温
度制御単位（VAV）に対し、個人個人を対象とした空調のパーソナル化(0.1～0.2 人/㎡と
すれば、5～10 ㎡単位)への進展が目覚しい。 
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空調
方式 
概要 
Ａ：各階ユニット方式 B：各階分散ユニット方式 C：外調機+分散ﾀｰﾐﾅﾙ方式 Ｄ：ペアダクト方式 Ｅ：床吹出空調方式 
各階１台の空調機又は方
位別ゾーニングにより複数
台とした方式。 
温調と換気は1台の空調機
により対応 
各階を数ゾーンに細分化し複
数台の空調機を分散配置した
方式 
温調と換気は 1 台の空調機に
より対応 
外気処理用空調機と複数台の
室内負荷処理用ﾀｰﾐﾅﾙ空調機
を分散配置した方式 
処理外気は空調機毎に導入
し、外気導入の適正化を試行 
室内空気質の適正化のため外
気導入と換気を担う一次ﾍﾞｰｽ
空調（ＣＡＶ）と室内発熱対応の
二次空調（ＶＡＶ）をﾐｷｼﾝｸﾞﾕﾆｯ
ﾄで混合して吹出す方式 
空調のパーソナル化を狙
い、空調空気を床から旋回
流で吹出して居住域空調を
行う方法。 
各床吹口は、開閉機構を有
し、各個人での操作も可能 
シス
テム
概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
集約設置 分散設置 
機能集約設置 機能分散設置 
熱負荷偏在化への対応／温度制御・運転単位の細分化 
換気・室内空気質への配慮 
パーソナル化 
（ﾀｽｸｱﾝﾄﾞｱﾝﾋﾞｴﾝﾄ） 
（潜熱・顕熱分離） 
機能分化 
表 1-1 インテリア空調方式のバリエーションと今後の動向 
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②多機能・コンパクトな空調機の実用化 
大型のオフィスビルでは、空調機の分散設置と機械室スペースの圧縮を目標に、高性能
でコンパクトな小型分散型空調機＝コンパクトエアハンが開発された。最近では、動力盤
や制御盤を組み込んだ、空調機自体のパッケージ化も進んでいる。また、これらの空調機
は、テナント分割単位となる 250～500 ㎡ごとの居室側近に設置され、騒音に配慮した設計
がなされている。更に、マルチエアハンといわれる多機能集約型のコンパクトエアハン（ペ
リ+インテリア一体型や外調機＋内調機一体型など）など、省スペースを意図した機器側の
コンパクト化の技術も更に進んでいる。(図 1-11) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③機能分化・パーソナル化を目指す最近のインテリア空調システム 
先に述べた様にインテリア空調計画は、より木目細かな運転制御ができるよう、中央方
式より各階方式へと、機器を分散配置する方向へ進んできた。最近の IT 化にともなう負荷
の変化やより多様化するオフィスニーズを背景として、更に増大する OA 負荷処理の高度化、
タスク＆アンビエントの思想に基づく快適性や柔軟性の確保などに対応するため、機能分
散型の空調システムを構築する傾向にある。 
設計上のポイントとしては、熱負荷の偏在化への対応と、適正な空気質の確保が課題と
いえる。より大きな熱負荷対応により単位風量が増大する反面、負荷偏在化に伴う、低負
荷ゾーンでの換気量不足や外気量不足などの問題も懸念される。こうした背景から、高性
能フィルタ注)の採用や、外気導入を専用に行う外調機方式やペアダクト方式などの空気質
の維持と熱負荷対応での機能分散型の空調方式の導入も図られている（図 1-11）。一方で、
床吹出空調方式など、天井高さの高い、大きな気積を有する新しい形態のワークプレイス
の熱負荷や換気対応で高いフレキシビリティを有するシステムの導入や大容量化への対応
として給気温度の低温化を行う低温送風方式、天井輻射冷暖房方式、個人個人の温熱感覚
のニーズに応え、より満足度を高めるパーソナル空調方式、全体と局所を適正に組み合わ
せ、満足度と省エネルギーを両立させる「タスク&アンビエント空調方式」など、新しい概
念を導入した計画例も見られる。(図 1-12～1-14) 
 
 
図 1-11 多機能な空調システムの設計事例（外気補償型ペアダクト空調システム）9) 
 
 
外気(外気冷房用) 
加熱コイル 
冷却コイル 
電気集塵機 
加湿器 
加熱コイル 
冷却コイル 
中性能フィルタ 
一次空調機(外調機) 二次空調機 
VAV 
CAV 
MD 
給気 
還気 
外気 
排気(外気冷房用) 
〈インテリア〉 〈ペリメータ〉 
給気(ペリメータ暖房) 
排気ファン(INV) 
給気ファン(INV) 
給気ファン(INV) 
加熱コイル 
排気ファン(INV) 
自然換気ダンパ  ー
他空調ゾーンより 
他空調ゾーンへ 
注)最近は分煙により、ワークプレイス内の粉塵濃度は抑制傾向にあり、もっぱら外気量確保が課題
となる傾向にある。 
第 1 章 序論 
 
 
13 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-12 床吹き出し空調方式の概念図 10) 
図 1-14 大型化するワークプレイス 12) 
図 1-13 オフィス家具を利用したパーソナル空調システムの計画事例 11) 
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1.2.研究目的 
前節で述べたように、オフィス建築を取巻く「室内環境」・「情報化」・「エネルギー」と
いった環境・設備分野でのニーズは大きく変化しており、特に知的生産性向上に見られる
室内環境の適正化および付加価値化といった環境の質的側面での取り組みおよび、益々の
低炭素化に見られる環境負荷低減化といった環境の量的側面での取り組み、且つその両立
が必要とされている。具体的には ZEB 化の実現に向けて、特に、知的生産に関わる活動が
期待されるワークプレイスにおいては、個人個人のニーズに応える室内環境の提供をより
少ないエネルギー消費で実現させることが急務となっている。 
一方で、オフィス建築自体に関してもワークプレイスの形態や形状の変化、ワークプレ
イスで働く執務者自身のワークスタイルも変化してきており、環境・設備設計を行う上で
も注視が必要なポイントとなっている。特にワークプレイスの空間形状は大型化、開放性
を有する形態に変化しているし、多様なワークスタイルは、ワーカーの在不在がより顕著
に表れる形となり、更に IT や照明システムの益々の省エネ化と相まって、内部発熱の偏在
化は加速する方向に進んでいる。（図 1-15） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
こうした背景から、ワークプレイスにおける空調システムはより小さなスケールで負荷
の偏在化や個々のニーズに応える様に機器の分散配置や機能分化を進めてきた歴史を持つ。
1990 年頃からは、パーソナル空調やタスク&アンビエント空調といった概念が提唱され、
従来、空調ゾーン内は均一・一定が良いとされてきた考え方から、アンビエント=全体とタ
スク=局所といった、各々の空間の特性に応じ、環境の均一/不均一、安定/変動を許容・選
択するゾーニングを前提に空調システムを構築しようとする動きが活発化してきた。 
必要最低限の空間の最適化を目指し、且つ、個人個人の満足度を高め、同時に省エネル
ギーを推進させる、こうした期待がタスク&アンビエント空調の開発・研究・設計には求め
られている。 
図 1-15 研究背景・本研究に関係するキーワードの関係図 
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実務上は空調機サイズや機械室スペース、吹出口のレイアウト計画などの建築計画への
影響も極めて大きく、こうした条件に配慮した上で、実現可能な実務的な側面からタスク&
アンビエント空調方式を検討することも必要であり、実際の建物への導入を前提とした各
種研究や開発、そして実際に導入したシステムの特徴や効果などの情報を蓄積することも
重要な課題となっている。 
本研究では制気口～VAV～空調機といった、従来の温度制御が行われる部分、空間スケ
ールで凡そ 10 ㎡～200 ㎡程度をアンビエント空調域と考え、これより小さなスケール、数
㎡から 10 ㎡程度で各個人を対象とした温度調整を目的とした部分をタスク空調域と考え
る。こうした空間スケールと各スケールに応じた空調システムを構成する機器・器具等に
おいて、前述したワークスタイルの変化に伴い生じる内部負荷の偏在化に対応し、適正な
熱環境とエネルギー消費低減の両立が可能な計画・設計が不可欠と捉える。 
アンビエント空調域での内部負荷の偏在化の事例を図 1-16 に示す。図 1-16(a)は、VAV
に関係する偏在化の事例であり、AHU での負荷率が 50%であっても、その下位に位置する
VAV での負荷率にはバラツキが生じる場合が考えられることを示したものである。 
更に図 1-16(b)では、よりスケールの小さな事例であり、VAV より下位に位置する制気
口でも同じ様に、バラツキが発生する。更に、制気口スケール以下、個人差に関しては、
パーソナルな吹き出し口等のよりスケールの小さな機器や器具で、在不在、個人的なニー
ズのバラツキ（代謝量や着衣量の違いによる偏在化）に対応する必要性が生じる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
T T T T VAV-1 
1,000CMH 
VAV-2 
1,000CMH 
VAV-3 
1,000CMH 
VAV-4 
1,000CMH 
VAV ｿﾞｰﾝ 
スパン 
負荷率50% 負荷率50% 負荷率50%負荷率50%
T T T T VAV-1 1,000CMH 
VAV-2 
1,000CMH 
VAV-3 
1,000CMH 
VAV-4 
1,000CMH 
VAV ｿﾞｰﾝ 
スパン 
負荷率100% 負荷率75% 負荷率0%負荷率25%
A
B
図 1-16(a) 内部発熱の偏在化発生のイメージ（VAV～AHU） 
4 つの VAV の平均負荷率は、ＡおよびＢとも 50%であり、AHU に掛かる負荷率
は 50%で同じであるが、各 VAV での負荷率が同じであるとは限らない。VAV 間
で偏差が発生する可能性が高い。 
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これら偏在化は、様々な空間スケールで生じる可能性があり、やや大きな空間スケール
におけるアンビエント空調域において、先ず偏在化への対応を行った上で、より小さな空
間スケールにおける個人を対象としたタスク空調域での対応といった階層的なアプローチ
が重要と考える。図 1-17 に中央熱源空調システムを例に、これらシステムを構成する機器
等と空間スケールの関係を示す。 
 
本研究では前半で、より大きな空間スケールであるアンビエント空調域での偏在化対応
として、汎用的な空調システムである単一ダクト VAV 方式を取り上げ、クールビズによる
28℃室温設定に加え、不在時照明消灯や OA 機器のスリープモード導入など省エネ推進を目
的とした運用により、執務者の在不在の状況で発生する内部負荷（内部発熱）の発生状況
の変化に着目し、｢内部発熱の偏在化推定と室内熱環境・エネルギー消費への影響の検討｣
および｢内部発熱の偏在化に対応した空調システム改善提案の検討｣に関して、シミュレー
ションによるケーススタディを行い、内部発熱の偏在化の状況把握、偏在化に追従可能な
空調システムの改善点の提案の検討を行う。 
後半では、より小さな空間スケールにおける個人を対象としたタスク空調域での偏在化
対応として、タスク&アンビエント空調方式を全面的に導入したオフィス建築を取り上げて、
｢汎用性に配慮したタスク空調システムの設計概要と基本性能の検証｣および｢実オフィス
におけるタスク空調システムの性能評価｣に関して、実用的なタスク&アンビエント空調方
式の提案と実建物での実測調査により得られたデータを基に、タスク空調の性能を明らか
にする。 
以上、アンビエント空調とタスク空調の 2 つの視点より内部負荷の偏在化を考慮した空
調システムの実現に向けて、各種のケーススタディや性能評価から得られた知見を基に性
能改善に繋がる設計上の留意点および設計指針の提案を行うことを研究目的とする。 
 
T VAV-1 
1,000CMH 
A ゾーン 
7.2m 
7.2
m 
：在者席 
負荷率50% 負荷率50%
負荷率50%負荷率50%
 
T VAV-1 
1,000CMH 
A ゾーン 
7.2m 
7.2
m 
：在者席 
負荷率100% 負荷率75%
負荷率0%負荷率25%
図 1-16(b) 内部発熱の偏在化発生のイメージ（制気口～VAV） 
4 つの制気口（吹き出し口）の平均負荷率は、どちらも 50%で、VAV に掛かる
負荷率は 50%で同じであるが、各制気口での負荷率が同じであるとは限らな
い。制気口間で偏差が発生する可能性が高い。 
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1.3.本論文の構成 
 本論文の構成を図 1-18 に示す。全体を六章で構成する。論文構成上の特徴は、大きく偏
在化を考慮した空調システムとして、2 つの視点からアプローチを行っている点である。 
一つは、空間スケールの大きな部分で汎用的な空調システムである単一ダクト VAV 方式
を取り上げ、ベースとなるアンビエント空調における偏在化対応を目的とした改善提案、
設計上の留意点および設計指針の提案であり、第 2 章および 3 章で扱う。 
もう一つは、空間スケールの最も小さい部分で、より多様なワーカーのニーズに対応可
能な取り組みとして、近年、研究が進んでいるタスク空調の性能評価の検討、設計上の留
意点および設計指針の提案であり、第 4 章および第 5 章にて扱う。 
 
第 1 章 序論 
 本研究の対象となるオフィス建築やワークプレイスおよび空調システムを取巻く各種背
景および空調システムに対するニーズの整理を行うとともに研究目的、本論文の構成を述
べる。 
 
第 2 章 内部発熱の偏在化推定と室内熱環境・エネルギー消費への影響の検討 
本章では、アンビエント空調の視点に着目して、オフィスビルで普及してきた省エネル
ギー運用により、内部負荷の発生状況の変化や偏在化がすすんでいる状況に鑑み、熱源シ
ステムに対し、あまり検討が行われていな 2 次側の空調システムを対象に、既往の実測や
調査から得られた内部発熱の情報を基にワークプレイスにおける内部発熱の偏在化推定と
室内熱環境および空調エネルギー消費への影響に関してシミュレーションによる検討結果
を述べる。 
 
第 3 章 内部発熱の偏在化に対応した空調システム改善提案の検討 
本章では、第 2 章に引き続き、内部発熱の偏在化が進むワークプレイスを対象に、こう
した偏在化に強い空調システムの構築に向けて、汎用的なアンビエント空調である単一ダ
クト VAV 方式を取り上げ、各種の改善手法を想定したシミュレーションによるケーススタ
ディを行い、室内熱環境および空調エネルギー消費量に及ぼす効果の定量的把握を行う。
得られた知見より、偏在化に対応した有効な設計指針の提案を行う。 
 
第 4 章 汎用性に配慮したタスク空調システムの設計概要と基本性能の検証 
本章では、タスク空調の視点に着目して、従来技術である加圧式の床吹出空調方式を採
用したオフィスビルの設計において、家具であるパーティションに設置したタスク吹出口
を用いたタスク空調方式に関して、その設計概要を述べるとともに設計・施工・開発に際
して検討したモックアップによる性能検証および竣工後の実建物における各種性能検証、
快適性および知的生産性に関する基礎調査の結果・課題について述べる。 
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第 5 章 実オフィスにおけるタスク空調システムの性能評価 
第 4 章に引き続き、タスク空調方式を全面的に導入した実建物の竣工後、運用段階にお
ける実執務者を対象に行ったワーカーの執務時の行動調査、温熱環境調査、知的生産性へ
の影響および室内空気質に関係する換気効率に関する詳細な性能検証の結果について取り
纏め、本研究で提案とした家具と一体となったタスク空調の有用性を示す。 
 
第 6 章 総括 
各章の総括を行うとともに、第 2、3 章の総括として、アンビエント空調に対して内部
発熱の偏在化に対処可能な空調設備の設計上の留意点および設計指針の提案を取り纏める。
第 4、5 章の総括として、タスク空調に対して、研究開発、実建物への導入が発展途上にあ
る新しい空調システムとしてのタスク空調の各種性能検証の評価、その有用性を示すと共
に得られた知見より、設計上の留意点および設計指針としての取り纏めを行う。 
全体を俯瞰しての偏在化を考慮した空調システム実現・普及に向けての課題の整理・今
後の展望を示す。 
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内部負荷の偏在化を考慮した空調設備の性能評価と設計手法に関する研究 
第 1 章 序章 
・オフィス建築を取巻く社会的背景→室内環境質の向上と更なる省エネルギー推進 
・ワークスタイルの変化→各空間スケールで発生する内部発熱の偏在化への対応の重要性 
・アンビエント空調システムでは偏在化に対応可能な改善提案等の設計上の留意点および設計指針が必要 
・タスク空調システムでは、その性能・有用性の検証、設計上の留意点および設計指針が必要 
第 4 章 汎用性に配慮したタスク空調システムの 
設計概要と基本性能の検証 
・タスク&アンビエント空調システムの計画概要の紹介 
・モックアップによるタスク空調の性能評価 
・実オフィスにおけるタスク空調システムの基本性能の評価 
・知的生産性の基礎評価と課題の整理 
第 5 章 実オフィスにおけるタスク空調システムの  
性能評価 
・実オフィスに於ける執務者特性・温熱環境の分析と評価 
・知的生産性の評価 
・換気効率の評価 
第 6 章 総括 
①各章の総括 
②設計上の留意点及び設計指針の提案 
・アンビエント空調→汎用的な空調システムとして、内部発熱の偏在化に対応した設計上の留意点および設計
指針の提案 
・タスク空調→研究開発、実建物への導入が発展途上にある新しい空調システムの各種性能検証の評価、有
用性の提示、設計上の留意点および設計指針の提案 
③全体を俯瞰しての、偏在化を考慮した空調システム実現・普及に向けての課題の整理・今後の展望 
第 3 章 内部発熱の偏在化に対応した空調システム
改善提案の検討 
・内部発熱の偏在化傾向と空調計画上の問題点の整理 
・シミュレーションによる検討概要 
・偏在化に対する改善提案とケース設定 
・各種改善提案の効果に関する定量的評価・考察 
第 2 章 内部発熱の偏在化推定と室内熱環境・ 
エネルギー消費への影響の検討 
・内部発熱の発生状況と偏在化の推定 
・熱負荷の偏在化と空調設計上の課題の整理 
・負荷偏在化を想定した熱負荷計算の概要 
・在席率と室内熱環境、エネルギー消費の関連性分析と評価 
図 1-18 本論文の構成 
タスク空調での偏在化対応 
アンビエント空調での偏在化対応 
第 1 章 序論 
 
 
21 
 
【参考文献】 
1) 日本の生産性の動向 2014 年版 公益財団法人 日本生産性本部 2014 年 12 月 
2) D.P. Wyon: The effects of indoor air quality on performance and productivity, 
Indoor Air 2004; 14  (Suppl 7):, pp.92-101    
3) 環境省 環境統計「2.02 国内二酸化炭素の部門別排出量の推移」 
4) ZEB の実現と展開に関する研究会 報告書、平成 21 年 11 月 
5) Juriaan van Meel ,The European Office: Office Design and National Context,2000 年 
6) 新川隆将・野部達夫：オフィスにおける内部発熱負荷要素の経時変化，日本建築学会学
術講演梗概集. D-2, 環境工学(2006-9)，pp. 1167-1168 
7) ISO7730. Ergonomics of the thermal environment –Analytical determination and 
interpretation of thermal comfort using calculation of the PMV and PPD indices 
and local thermal comfort criteria. International Organization for 
Standardization. 2005.11 
8) 黒崎優一、流田慎也、中川優一、三村良輔、篠塚大輔、佐々木真人、柳井崇、秋元孝之、
田辺新一: タスク・アンビエント空調システムに関する研究（その 32）タスク空調システ
ムが導入された実オフィスの実測概要および執務者特性、日本建築学会大会学術講演梗概集、
D-II、pp.1183-1184、2007.8 
9) 本田公宏、柳井崇：第 22 回空気調和・衛生工学会振興賞受賞物件 赤坂インターシテ
ィにおける環境・設備計画，空気調和・衛生工学 第 82 巻，2008.07. 
10) 佐藤信孝、柳井 崇、大澤明廣、竹井 宏、岡本一治、若松潤一：第 39 回空気調和・衛
生工学会賞技術賞受賞物件 品川インターシティ，空気調和・衛生工学 第 75 巻，
2001.11. 
11) 柳井崇、佐々木真人、秋元孝之、岩佐義久：第 45 回空気調和・衛生工学会賞技術賞受
賞物件 マブチモーター本社棟の空調設備計画，空気調和・衛生工学 第 81 巻，
2007.09. 
12) 佐々木真人、中川優一、山本倫代、柳井崇、松永宙、中村隆、若狭保夫、田代均、大
木俊雄、秋元孝之、佐々木康陽、本田一博：第 48 回空気調和・衛生工学会賞技術賞受
賞物件 日産先進技術開発センターの環境設備計画，空気調和・衛生工学 第 84 巻，
2010.09. 
 
 
 
 
 
 
 
第 1 章 序論 
 
 
22 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 章  
内部発熱の偏在化推定と 
室内熱環境・エネルギー消費への影響の検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
第 2 章 内部発熱の偏在化推定と室内熱環境・エネルギー消費への影響の検討 
 
 
23 
 
第 2 章 内部発熱の偏在化推定と室内熱環境・エネルギー消費への
影響の検討 
 
はじめに 
最近のワークプレイスでは、クールビズによる 28℃室温設定に加え、不在時照明消灯や
OA 機器のスリープモード導入など省エネ推進を目的とした運用により、執務者の在不在の
状況で発生する内部負荷（内部発熱）の発生状況も変わりつつある。 
従来、アンビエントによる一斉照明では、空調ゾーン全体にわたって、ベースとなる内
部負荷が存在していたが、前述したように在不在制御の導入や照明へのタスク＆アンビエ
ント方式などの導入で在不在により、そのゾーンの内部負荷に偏差が生じる状況に変わっ
てきた。一方、一般的なテナントビルでは、未だ温度制御のゾーニングは可変風量装置
（VAV：Variable Air Volume）により、概ね 50 ㎡程度で行われており、最近の在不在に伴
う内部負荷の偏在化には対応できる設計とはなっていない。 
対応策として、空調システムにおいてもタスク＆アンビエントの概念を導入し、こうし
た偏在化に対応するとともに、個人差にも配慮することで、満足度の高い（クレームの少
ない）計画を進める動きも進んでいる。一方で、空調機器の定格容量に比べ、実際にかか
る負荷が極めて小さく、こうした部分負荷時の制御性能を低下させている、いわゆる過大
設計の問題も指摘されており、空調システムを設計する上で、負荷の偏在化に対して、よ
り追従しやすい工夫が求められている状況にある。 
本研究では、以上に示すようにオフィスビルで普及してきた省エネ運用により、内部負
荷の発生状況の変化や偏在化がすすんでいる状況に鑑み、熱源システムに対し、あまり検
討が行われていない 2 次側の空調システムを対象に負荷偏在化対応による室内熱環境の適
正化および省エネルギー推進の可能性に関して、シミュレーションによりその効果の定量
的把握を行うとともに設計手法を確立することを目的とする。 
本章では、スパン～ゾーンスケール（概ね 10～50 ㎡程度）を想定し、アンビエント空
調システムを対象に、既往の実測や調査から得られた内部発熱の発生状況の情報を基にワ
ークプレイスにおける内部発熱の偏在化推定と室内熱環境および空調エネルギー消費への
影響に関してシミュレーションによる検討を行い、その特徴の定量的把握を行う。 
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2.1.内部発熱の発生状況と偏在化の推定 
2.1.1 内部発熱の発生状況に関する既往の研究 
オフィスのインテリア空間（以降、ワークプレイス、WP）における内部負荷に関しては、
その設計値が過大であることが、近年、様々な建物の実測を通じて問題提議されている。
例えば、石野ら 1),2),3)は、複数の事務所ビルにおいて、WP 内の内部発熱（人員、照明、OA
機器等）のフィールド調査および調査結果の分析を行い、設計値との比較を行っている。
同様に、新川 4)らは、4 つの職種の異なる事務所ビルでのフィールド調査を行っている。
その他、文献 5)、6)、7)では、小規模な事務所や大規模庁舎を対象に調査を行っている。  
いずれの調査においても、特定のフロアやゾーンに着目した場合、OA 機器等が消費する
コンセント負荷は、設計値 30～50W/㎡に比べ、平日の執務時間帯で、7-15W/㎡と特定のフ
ロアやゾーン等の空間スケールに着目した場合、その床面積当たりの原単位は設計値に対
して小さく且つバラツキ（偏在化）がある結果が報告されている。 
人員密度に関しても、設計値 0.2 人/㎡に比べ、0.1 人/㎡以下、着席率も 50%以下の場
合が多い結果が、また人員密度とコンセント負荷の相関性が高いこと等が報告されている。  
更に、猪岡 8)、牧野 9)ら、浦山 10)らは、こうした負荷率に加えて、過大設計が建物全体
の空調エネルギーに与える影響に関して、シミュレーションを用いて検討し、エネルギー
消費が増となる危険性を指摘している。文献 11)では、大型事務所ビルで得られたデータ
を対象に、機器発熱密度のバラツキの分析を行っている。エリアを統合していったときの
コンセント消費量原単位の平均値は、部分によるバラツキは極めて大きいが，対象面積を
増す（エリアを統合）とバラツキが小さくなるとの結果が報告されている。 
これは、前述した WP での内部発熱のフィールド調査でも指摘されたように、各フロア
やゾーン・エリアにおいて、入居する職種等により、在席率等の使われ方の差異が内部発
熱のバラツキに影響しているためであり、㎡当たりのエネルギー消費や熱量は、どの程度
の空間スケールを対象に原単位化するかで、その数値の持つ意味は大きく変わってくるこ
とを示している。 
 しかしながら、いずれの研究においても前述したように、内部発熱の発生状況や偏在化
の分析は、数百㎡といった比較的大きな空間スケールを対象としており、空調機や熱源シ
ステムの設計には有用な情報が提供されているが、VAV や制気口といった、よりスケール
が小さな機器の設置単位での発生状況の把握や分析は、ほとんど行われていないのが現状
である。実際に、WP 内の在席者に最も近い部分に設置されるこれら機器の設計が個々の「人」
を中心に熱環境評価する場合、最も重要となる。本研究では、こうしたスケールの小さい
側の空調システムを構成する 2 次側システムを取り上げ、今まで検討が進んでいない、内
部発熱の偏在化が空調システムに与える影響に関して、検討を進めるものである。 
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2.1.2 偏在化を想定した内部発熱の推定 
内部発熱の発生状況の偏在化に関しては、前述したようにあるまとまった範囲での平均
的な数値の実測結果は報告されているが、VAV や制気口設置単位での詳細な実測はあまり
なされていない。 
また、仮に実測を行ったとしても、WP 内でのワーカーの行動パターンは多種多様な状況
にあり、平均的または代表的な偏在化パターンを設定することには限界がある。本研究で
は、こうした特徴に配慮して先ずは、一般的な WP の座席配置を想定し、着席率別の在席パ
ターンを順列組合せにより設定し、照明や OA 機器の ON/OFF を想定して、内部発熱の発生
状況を推定する。 
図 2-1に検討対象とする WP 内の基準となるスパン（モデュール）を示す。WP は 3.6m×
3.6m のスパン、4 名席を一つの単位と考え、0～4 名の在席バリエーションを想定する。 
表 2-1 に内部発熱の推定条件と根拠を示す。②省エネ設定では、タスク&アンビエント
照明を想定して、且つ不在時にアンビエント照明の消灯も想定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
仕様（スパン当たり） ①標準設定
②省エ
ネ設定
引用
文献
人員 顕熱発熱量 SH:55[W/人]、事務所作業（室温28℃） 〇 〇 1)
Hf750[lux]、32[W]×8[本]、出力100[%]：
16.3W/㎡、放熱比（室内：天井内=50:50） 〇 － 2)
Hf300[lux]、32[W]×8[本]、出力40[%]：7.7W/㎡、
放熱比（室内：天井内=50:50）、不在時、消灯 － 〇 2)
タスク 20[W/人]×4人分（不在時off、0[W]） － 〇 3)
ノートPC 36[W/人]×4人分（不在時off、0[W]）、Vista搭載のノートPC。アプリケーション使用時 〇 〇 4)
大型モニター 25[W/人]×4人分（不在時off、0[W]） 〇 〇 3)
周辺機器 10[W/人]×4人分（不在時off、0[W]） 〇 〇 3)
項目
照明
アンビエント
機器
図 2-1 3.6m スパン、在席ブースの概要 
1) 建築設備設計基準、平成 21 年版、H21,10、国土交通省 
2) 平成 25 年省エネルギー基準に準拠した算定・判断の方法および解説（WEB ツー
ル解説本）、照明制御装置による消費電力削減効果の評価手法（日本照明工業会
技術資料） 
3) 建物の内部発熱・使われ方に関する実態調査と熱負荷・システムシミュレーション
報告書 H22.10.29 空気調和・衛生学会 
4) WindowsPC 消費電力検証結果レポート、Microsoft の HP より
(http://technet.microsoft.com/ja-jp/windows/hh146891) 
表 2-1 内部発熱の想定条件一覧 
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図 2-2にスパン内の在席人数を発生する内部発熱の状況を示す。4 名在席と 0 人（不在）
では、大きな違いが生じており、スパン内の在席数に比例する形で内部発熱が発生してい
る傾向が把握できる。 
本ケースでは、①標準設定に対し、②省エネ設定では主に照明発熱部分で差異が生じる。 
これは、タスク＆アンビエント照明の導入により、不在部分（座席）でのタスク照明が
消灯効果され、2 人在席（在席率 50%）辺りより、①標準設定より発熱量が小さくなる傾向
を示す。 
更に、0 人（スパン不在）では、アンビエント照明も消灯としているため、更に両者の
差異は広がる。 
また、4 人と 0 人（スパン不在）を比較すると、前述したように、照明や OA 機器を在不
在に応じて ON/OFF することにより、その差が大きく異なることが把握できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
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4人 3人 2人 1人 0人
内
部
発
熱
[W
/㎡
]
スパン当たりの在席人数
照明(天井内放熱含まず） 人員 機器 機器（OFFしない場合）
図 2-2 スパン在席人数と内部負荷推定の比較 
①標準設定 
②省エネ設定 
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2.2.熱負荷の偏在化と空調設計上の課題 
2.2.1 単一ダクト VAV 空調方式の風量制御上の限界 
単一ダクト VAV 空調方式は、VAV が設置されている単位（VAV ゾーン）ごとに、風量制
御を行うことで各 VAV ゾーン内の内部発熱の偏在化に対し、室温を安定させる方式である。
風量制御（通常は、VAV 定格風量 100%～30%）の範囲内に各 VAV ゾーンでの内部発熱負荷が
バラツク場合は、室温を保つことが出来るが、風量制御範囲を超えたバラツキ（偏差）が
生じた場合、設定室温が保てなくなる。 
通常は、在席率の低いゾーンで風量が絞り切れず設定室温より低め、在席率の高いゾー
ンでは風量が不足して設定室温より高めとなってしまう。 
表 2-1 および図 2-2 で推定したスパン当たりの内部発熱量に関して、VAV の制御スケー
ルをスパン 4 つ分（凡そ 50 ㎡）と想定し、想定されうる発熱パターンを推定した。 
VAV ゾーンを構成する 4 スパンに対し、0～4 人在席の 5 種類のいずれかが該当するとし
て、順列組合せを考えると、式(2-1)に示す様、70 通りのパターンが考えられる。但し式
(2-1)では各座席の位置関係の違いは考慮せず、スパンにおける人数の組み合わせのみの違
いを対象としている。 
 
n+r-1Cr = 5+4-1C4 = 8C4 =(n+r-1)!/r!×(n-1)!=8!/4!×(5-1)!=70 通り ・・・・・・式(2-1) 
 
図 2-3 に、70 通りの VAV スパン内の平均内部発熱量（4 スパンの平均）の比較を示す。
不在時でも機器 OFF が無い場合は、内部発熱の最小値は最大値（約 50[W/㎡]）の半分程度
となり、分布自体も狭い範囲に収まっているが、機器 OFF とした場合の最小値は、10W/㎡
以下となり、更に、タスク&アンビエント照明により、不在時にアンビエント照明もスパン
単位で消灯する②省エネ設定の場合は、発熱量は 0 近くまで小さくなる場合も想定される。
発生頻度のカーブに関しても、凸型のプロフィールが顕著となり、偏差が拡大する方向に
進む。従って、VAV の風量制御範囲下限である定格風量の 30%程度の制限を考えると、風量
制御範囲外となるケース発生に繋がることが予想される。 
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2.2.2 完全拡散を前提とした場合の問題点 
前述した、VAV ゾーン内の内部発熱偏在化の推定は、VAV ゾーン内が完全に拡散・平均
化されるという前提条件での試算であるが、VAV ゾーンを構成する 4 つのスパンでの在不
在にもバラツキが生じる可能性がある。 
通常、吹き出し口（制気口）の設計は、その気流の到達距離を目安に配置計画を行う。
本研究で対象としている大規模な WP では、原則スパン単位（3.6ｍ×3.6m）に空調給気と
排気を行う制気口を配置し、スパン単位で完結するように設計を行うことが一般的である。
（モデュール単位の設計の原則） 
図 2-4に、VAV システムとスパン等の空間スケールの関係を示す。本検討での想定では、
VAV ゾーンは 4 スパンから、空調機（AHU：Air Handling Unit）のエリアは、4 つの VAV
ゾーンから構成されるとしている。 
VAV ゾーンを構成する各スパンでの在席人数は必ずしも同じでなく、スパン間での在席
人数のバラツキ、内部発熱の偏差が生じることとなる。一方、VAV による風量制御は、4
スパン同等に行われること（VAV ゾーン内の平均となる）から、スパンスケールで、制気
口からの空調給気による除去熱量と発生する内部発熱は必ずしもバランスしている訳でな
く、4 スパンが完全に拡散し、均等の状態と仮定して室温制御が行われているのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
VAV 
空調機 
VAV 方式(7.2m)
SA 
EA 
ｽﾊﾟ ﾝ 
VAV ゾーン 
 
図 2-4 検討の対象とする空調システムと空間スケールの関係 
(a)平面系統図 
(b)空調システム系統図 
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前述した図 2-3 の②省エネ設定の 70 通りとなる VAV ゾーンでの内部発熱の平均値とゾ
ーンを構成する 4 スパンの内部発熱の分布範囲を併描した結果を図 2-5に示す。 
図中の縦棒グラフが 4 スパンの内部発熱の最大-最小の幅を示している。平均値が大き
い部分（図左側）では、最小値が小さな組み合わせが、逆に平均値が小さい部分（図右側）
では、最大値が大きな組み合わせが出現しており、VAV ゾーン内部での熱量偏差も拡大方
向にある。 
当然、スパン間での空気や熱の移動により拡散することは考えられるが、スパン単位で
完結する制気口配置計画を原則としていること、VAV により風量を絞ると気流速も小さく
なり、拡散性能が弱まること、パーティション等で気流拡散が阻害されることなど、必ず
しも理想的に VAV ゾーン内が完全拡散状態にあるわけでなく、半拡散状態でのスパン間で
の偏差も考慮しておく必要があると考える。 
こうした背景から、検討を行うに際し、次章では、拡散係数という概念を用いて半拡散
状態の影響の考察を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-5 スパンスケールでの内部発熱の出現範囲と分布 
VAV ゾーン内平均（②省エネ設定） 
スパン最小値 
スパン最大値 
VAV ゾーン内の各スパ
ンでの偏差 
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2.3.負荷偏在化を想定した熱負荷計算の概要 
2.3.1 計算概要 
通常の熱負荷計算では、例えば本研究で扱う WP における計算条件は、人員密度、照明
発熱、機器発熱に関しては、事務室用途での平均的な数値 12)を、一様に与えて計算を行う
ことが一般的である。 
本研究では、図 2-4 に示す様、4 人席となるスパンを 4 スパン組みあわせて VAV ゾーン
で 16 人、VAV ゾーンを 4 ゾーン組み合わせて AHU エリアで定員 64 人の WP のモデル化を行
う。AHU エリア全体の人員密度を設定し、その人員密度になるように、16 スパンでの在席
人数の組み合わせを複数想定して、偏差を持った内部発熱を発生させて、熱負荷計算を行
う。 
 
2.3.2 負荷偏在化を想定した内部発熱の設定 
在席パターンに関しては、在席率や空間的分布の傾向等の実績情報が不十分であること
から、考えられる在席パターンの組み合わせを設定する。（実際は、使われ方等、在席率や
空間的分布はある傾向に傾くが、本研究では、こうした傾向は考慮せず、各組み合わせパ
ターンとも同じ確率で発生するものと仮定した。） 
また、実際の WP では、打ち合わせテーブルやコピーコーナー等の共用スペースも存在
するが、本研究では、検討モデルを単純化するため、ブース部分に限定したモデルとした。  
以下、着席率を 0～100%間で、9 つのパターンに離散化して在席人数の設定を行う。(表
2-2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
着席率 0.0% 12.5% 25.0% 37.5% 50.0% 62.5% 75.0% 87.5% 100.0%
着席数
[人] 0 8 16 24 32 40 48 56 64
人員密度
[人/㎡] 0 0.04 0.08 0.12 0.16 0.2 0.24 0.28 0.32
注 対象面積は、3.6m スパン×16 スパン=207.36 ㎡、対象人数は、4 人/ス
パン×16 スパン=64 人 
表 2-2 検討に用いる在席パターン 
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次に、各着席率における在不在の組み合わせを計算する。VAV ゾーンにおける在不在の
組み合わせ（スパンスケールにおける 0、1、2、3、4 人の 5 パターン）は、前述した通り
式(2-1)に示す様、70 通りとなる。 
70 通りの組み合わせから、VAV ゾーン数である 4 つに関して、重複を許して選ぶ組み合
わせと考え、式(2-2)に示す様、全体で 1,088,430 通りとなる。 
但し、式(2-2)も式(2-1)同様、各座席の位置関係の違いは考慮せず、スパンにおける人
数の組み合わせのみの違いを対象としている。 
 
n+r-1Cr = 70+4-1C4 = 73C4 =(n+r-1)!/r!×(n-1)! 
=73!/4!×(70-1)!=1,088,430 通り・・・・・・・・・式(2-2) 
 
式(2-2)に示す全体組み合わせのうち、表 2-2 に示す着席数に該当する組み合わせ数を
計算した結果を図 2-6に示す。 
着席率 50%（在席人数 32 人）を中心に、少ない側および多い側が対称の組み合わせ数と
なる。着席率 50%では、60,802 ケースの組み合わせ数の計算が必要となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-6 各在席人数における在席パターン組み合わせ数 
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2.3.3 スパンスケールでの偏在化の検討 
図 2-5 に示すよう、VAV ゾーンを構成する 4 スパンにおいても、スパン間で大きな内部
発熱量の偏差が発生するため、VAV ゾーン内を完全拡散とみなすことに無理が生じる。 
マクロ的な熱負荷計算の場合、通常、VAV ゾーン内は一様拡散し、均一な空気温度と仮
定して検討を行うことが一般的であり、VAV ゾーン内の内部発熱の偏在化に伴う空気温度
の空間的分布を検討するためには、通常は CFD 等を用いた数値解析が必要と考える。 
しかしながら、本研究では在不在の組み合わせを複数想定することにより、確率的な視
点から内部発熱の偏在化が室内環境やエネルギー消費へ及ぼす影響を検討するため、図
2-6 に示す様、取り扱うパターン数が多くなる特徴を持つ。これは、各パターンで給気温
度や給気風量・風速も単一ダクト VAV 空調方式による各種制御により、多様な設定条件に
なるため制気口でのこれら、設定条件如何で拡散の程度は変わりうることが予想される。 
そこで、拡散係数 R を導入することでこの問題を分離した。拡散係数がどの程度になる
かは、CFD により計算できるが、本論文では別の課題と考えた。 
以上、本研究では VAV 内のスパン間の熱や空気の移動の程度を拡散係数という概念を用
いて、簡易的に評価し、完全に拡散する従来の仮定から半拡散および拡散無の条件までを
視野に入れ、幅を持たせた評価を行い、その傾向を探ることとした。なお、より広いスケ
ールとなる VAV ゾーン間での拡散は無いもの（VAV ゾーン間は空気の移動が無く仮想的な
壁にて区切られている）と仮定した。拡散係数 R は、VAV ゾーンを構成する 4 つのスパン
の内部発熱の拡散（均一化）の程度を示す係数であり、式(2-3)、(2-4)に定義する。拡散
係数 R の概念を図 2-7(a)、(b)に示す。 
 
R=Rm/Rs  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-3) 
Rs+3×Rm=1.0 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-4) 
Rm：該当スパンの熱負荷の内、隣接スパンに拡散する比率[-] 
Rs：該当スパンの熱負荷の内、該当スパンに留まる比率[-] 
 
拡散無の場合 R=0 は、Rm=0.0、Rs=1.0 となり、4 スパンは各々独立した内部発熱を維持
することとなる。完全拡散の場合 R=1.0 では、4 スパンに均等に配分されるため、
Rs=Rm=1/4=0.25、R=0.25/0.25=1.0 となり、4 スパンは完全に平均化（他 3 スパンへは均等
に拡散すると仮定）される。一部拡散、R=0.5 の場合は、Rs=0.4、Rm=0.2（拡散先の各スパ
ンが該当スパンの半分となる場合）となる。 
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1.00 0.00
0.00 0.00
0.40 0.20
0.20 0.20
0.25 0.25
0.25 0.25
0.50 0.17
0.17 0.17
図 2-7 拡散係数 R の定義と概要 
R=0.0(拡散無) R=0.5 
R=0.33 R=1.0（完全拡散） 
(a) 空間スケールと拡散係数 R の関係 
(b) 拡散係数 R の概要（  部分が発熱源） 
拡散係数 R の影響範囲 
（スパン間の拡散） VAV ゾーン間の拡散は考慮しない 
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
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熱
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荷
の
配
分
比
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、R
s、
Rm
）
拡散係数Ｒ
Rs:該当スパンに留まる比率
Rm：他スパンに拡散する比率
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(拡散先スパンの合計）
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2.3.4 計算モデルの概要 
スパンスケールごとに、天井内および室内空気温度、各表面温度を節点とする熱回路網
モデルにより計算を行う。計算に用いた 1 スパン分のモデルの概要を図 2-8(1)に示す。 
空調給気（給気風量、給気温度）および室内・天井内発熱量（人員、照明、機器）を既
知として、室内および天井内空気温度、天井、床等の各表面温度を未知数として扱い、各
温度節点の熱収支の連立方程式を解き、温度を求める（図 2-8(2)）。 
上下方向は、同じ室内＋天井内のモデルが積層する想定、隣接スパンの影響に関しては、
熱や空気のやり取りが無い想定としている。拡散係数 R の影響は、内部発熱の入力値に反
映させている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-8(1) 計算モデルの概要と熱収支式 
【記号の説明】 
TRs ：スパン室温[℃] 
TRc ：天井内温度[℃] 
TRSc ：室内天井面温度[℃] 
TRSf ：室内床面温度[℃] 
TCSc ：天井内上部表面温度[℃] 
TCSf ：天井内下部表面温度[℃] 
TRLc ：照明表面温度[℃] 
TSA：空調給気温度[℃] 
Uc ：天井部分熱コンダクタンス[W/(m2・K)] 
Uf ：床部分熱コンダクタンス[W/(m2・K)] 
Fs ：給気風量[m3/（m2・h）] 
Fr ：還気風量[m3/（m2・h）] 
Lr ：スパン内発熱量[W/㎡] 
Lc ：天井内発熱量[W/㎡]※1] 
αc：対流熱伝達率[W/(m2・K)]（=4.5） 
αr：放射熱伝達率[W/(m2・K)] （=4.5） 
ac ：天井面積比率（0.43=1.2/2.8）※2] 
af ：床面積比率（0.57=1.0-0.43） 
bc ：天井内上部面積比率（=0.5） 
bf ：天井内下部面積比率（=0.5） 
室内（スパン） 
室内（スパン） 
天井内 
天井内 
Fr：空調還気 
TRs 
TRc 
TRSc 
TRSf 
TCSf 
TCSc 
TRSf 
TCSf 
Lc：天井内発熱 
Lr：室内発熱 
Fs：空調給気 
上下方向：同様の“天井内＋室内”が積層すると想定 
左右方向：隣接スパンとの熱・空気のやり取りは無しと想定 
（拡散係数 R によるスパン間の熱の移動は、内部発熱の入力値で調整） 
■境界条件 
TRS,TCS：表面温度 
TR：空気温度 
■出力項目 
Fs：給気風量 
Fr：還気風量 
TSA：給気温度 
Lr：室内発熱 
Lc：天井内発熱 
■入力項目 
※1]アンビエント照明発熱の 50%を想定。（残り 50%は、スパン内発熱量 Lr で考慮） 
※2]着座状態の頭部位置（h=1,200mm、天井高さ=2,800mm）を想定し、天井：床の重みに反映 
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図 2-8(2) 計算モデルの概要と熱収支式 
スパン室温 TRs、天井内温度 TRc、各々の天井および床面温度 TRSｃ、TRSf、TCSc、TCSｆの 6 つを未知
数に 6 つの熱収支式を立てて解を求める。各節点における熱収支式を式(2-5-1)から（2-5-8）に示
す。 
 
Cpρ×Fs×(TSA-TRs）＋αc×(TRSc-TRs）＋αc×（TRSf-TRs）＋Lr = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-1)：TRs の熱収支 
Cpρ×Fr×（TRs-TRc）＋αc×（TCSc-TRc）＋αc×（TCSf-TRc）＋Lc = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-2)：TRc の熱収支 
Uf×（TCSf-TRSf）+αc×（TRs-TRSf）＋αr×（MRTs-TRSf） = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-3)：TRSf の熱収支 
Uc×（TCSc-TRSc）+αc×（TRs-TRSc）＋αr×（MRTs-TRSc） = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-4)：TRSc の熱収支 
Uf×（TRSf-TCSf）+αc×（TRc-TCSf）＋αr×（MRTc-TCSf） = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-5)：TCSf の熱収支 
Uc×（TRSc-TCSc）+αc×（TRc-TCSc）＋αr×（MRTc-TCSc） = 0.0  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-6)：TCSc の熱収支 
 
MRTs = ac×TRSc+af×TRSf ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-7)：室内の平均表面温度の算出 
ここに ac+af  = 1.0（各表面積案分および天井/床に関しては、着座高さで高さ方向の重みを考慮） 
 
MRTc = bc×TCSc+bf×TCSf  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(2-5-8)：天井内の平均表面温度の算出 
ここに、bc+bf = 1.0（各表面積案分） 
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2.3.5 計算フローの概要 
計算フローを図 2-9 に示す。先ず、設定された在不在パターンより、各スパンで発生す
る内部発熱を設定する。その際、拡散係数 R により、VAV ゾーン内の 4 つのスパン間で内
部発熱の補正を行う。 
次に、給気温度と各 VAV 給気風量を決定するが、給気温度リセット制御に関しては、比
較的規模の大きな WP を想定し、文献 13)に従い、VAV 最大送風量と最小送風量より、各 VAV
ゾーンでの許容送風温度範囲を算定し、各 VAV ゾーンの重み係数（デフォルトは、各 VAV
共通、重み係数=1/4）による投票式送風温度設定法の考えに従い、給気温度を決定する。
決定された給気温度を用いて、各 VAV 送風量を決定する。天井内温度も未知数となってい
るため、一部収束計算が必要となる。 
当初、算定された給気温度と風量で設定室温とならない場合、VAV 給気風量が制御範囲
内にある時は、各 VAV 給気風量の微調整で、VAV 給気風量が範囲外（最大および最小と既
になっている場合）の時は、給気温度の微調整を行い、全体の熱収支を取る。算出された
各部温度より、PMV※・PPD※※を算定、給気風量および給気温度・還気温度から AHU での消
費エネルギー・ファン動力を計算する。 
このフローを図 2-6 に示す組み合わせ数分の計算を行い、その累積発生頻度等を用いて、
偏在化の影響の評価を行う。 
 
※PMV（予想平均温冷感申告、Predicted Mean Vote）14)とは、人間が感じる温冷感の指標
であり、温熱 6 要素（気温・湿度・気流・熱放射・代謝量・着衣量）より計算される。
熱的中立に近い状態において、大多数の人が感じる温冷感の平均値を示し、人体の熱負
荷に基づいて解析した理論式で算出される。 
 
※※PPD（予測不快者率、Predicted Percentage of Dissatisfied）14)は、人間がある「暑
い寒い」の状態の時に何％の人がその環境に不満足かを表すのに 用いられる。PMV=0（中
立状態）においても、PPD は 5%となる。なお、この指標は、オフィスなど通常人が居住
する比較的快適温度範囲に近い温熱環境を 評価するのに適している。ISO の標準では、
PMV が±0.5 以内、 不快者率 10％以下となるような温熱環境を推奨している。 
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図 2-9 計算フローの概要 
 
最大風量設定での給気温度の
仮定計算（能力不足防止） 
開始 
内部発熱の条件設定 
最小風量設定での給気温度の
仮定計算（冷え過ぎ防止） 
給気温度の設定※1] 
給気温度・設定室温での必要
風量の計算 
各 VAV 必要風量の補正※2] 
（最大・最小風量範囲の確認） 
給気温度・各 VAV 必要風量を
与えての各部温度計算 
給気温度を補正して再度各部
温度計算※4] 
各 VAV 必要風量を補正して再
度各部温度計算※3] 
 室温=設定室温か？ 
YES 
No 
給気風量がレンジ内 
No 
給気風量がレンジ外 
終了 
 スパンループ終了 
 在席パターンループ終了 
 在席パターンループ開始 
 スパンループ開始 
PMV/PPD の計算 
エネルギー計算 
※1]給気温度の設定は以下による。 
①最小風量想定での最低給気温度（冷房
時想定） 
②最大風量想定での最低給気温度（冷房
時想定） 
①≦②の場合、①を選択、①＞②の場
合、①と②の平均とする。①、②の計算は
VAV ゾーン毎単位で比較の上、決定す
る。（標準条件は、4 スパン=VAV ゾーン） 
※2]VAV の風量制御範囲を超
える場合は、範囲内に補正す
る 。 （ 標 準 条 件 は 、 定 格 風 量
×30～100%の範囲内） 
※3]風量を補正した場合、天井内温度の
熱収支が変化するため、室温を安定させる
ための収束計算が必要となる。 
設定室温と計算された室温の誤差から
VAV ゾーン毎に給気風量を補正して、収
束計算を行う。 
収束計算 
※4]いずれかの VAV 風量
が制御範囲（レンジ）外の場
合は、設定室温を維持でき
ない。給気温度の補正を行
い各 VAV ゾーンが平均化
する方向で調整する。 
拡散係数 R の設定 
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2.4.ケーススタディ 
2.4.1 計算条件 
 図 2-8 および図 2-9 に示す計算モデルおよびフローに従い、内部発熱の偏在化を考慮し
た空調シミュレーションを行う。想定した計算条件の内容を表 2-3-1、2-3-2に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分野 項目 設定値 単位 備考
AHUエリア 207.36 [m2] 4VAVゾーンで構成
VAVゾーン 51.84 [m2] 4スパンで構成
スパン 12.96 [m2] 3.6m×3.6m
階高 4,000 [mm]
天井高 2,700 [mm]
内部発熱 省エネ運用 － － 表2-1による
制気口定格風量 20.0 [m3/(m2･h)]
VAV最大風量 20.0 [m3/(m2･h)]
VAV最小風量 6.0 [m3/(m2･h)] 最大風量×30%
AHU最大風量 20.0 [m3/(m2･h)]
AHU最小風量 6.0 [m3/(m2･h)] 最大風量×30%
設定室温 28.0 [℃] クールビズ運用を想定
除湿制御有 0.0105 [kg/kg] 26℃50%時と同等（予冷コイル）
除湿制御無 なりゆき [kg/kg] 給気温度より設定
外気風量 25.0 [m3/(人･h)] CO2制御を想定。在席人数に比例（2.4.4(1)及び図2-12を参照）
最大給気温度差 10.0 [deg] 給気温度範囲：18～28℃
気流注1) 0.20 [m/s] 給気風量によらず一定値を想定
着衣量 0.43 [clo]
代謝量 1.10 [met]
熱量換算係数注2) 0.74 [-] 省エネ法で規定するDHCの１次換算係数1.36の逆数
ファン動力換算注3) - - 動力=F（風量）より推定15)
建築条件
空調条件
室内環境 室温=MRTの条件下、PMV=0.5（冷房時奨励範囲上限）となる、着衣量、代謝量
の組み合わせ
エネルギー
評価対象等 評価概要 備考
顕熱負荷(表2-1及び図2-2、シミュレーション結果による）
人体潜熱を追加（66[W/人]）
夏期ピーク条件（外気温度:34[℃]、絶対湿度：0.0195[kg/kg]
外気導入量：25[m3/(人･h)]※在席人員に応じて可変を想定
除湿制御有の場合 外気+還気混合後、本冷コイルのみで冷却。給気露点温度(RH=90%）までの除湿を想定。
除湿制御無の場合 外気側に予冷コイルを想定、外気除湿を行う。（16℃・90%）
1次エネルギー換算 全熱を熱源システムCOPで一括換算（SCOP=0.76)
給気ファン仕様 4,200[m3/h]×2.2[kW]（インバータ）
還気ファン仕様 2,940[m3/h]×1.5[kW]（インバータ） 給気風量の70%
風量制御 末端VAV圧力補償+標準電動機を想定。消費電量と風量の関係式から推定。
参考文献15]によ
る
1次エネルギー換算 9,760[kJ/kW]
※全熱交換器は
想定せず
熱搬送 AHUファンでの消費量
項目
熱製造 AHU冷却コイルでの消費熱量
室内負荷
外気負荷
表 2-3-1 計算条件一覧（全体） 
表 2-3-2 計算条件一覧（エネルギー計算の詳細） 
注 1）冷房時は吹き出し気流が直接、居住域には到達しない設計を原則と考え、給気風量の違いによ
る居住域での気流速の違いの影響は、想定しない設定とした。 
注 2）出典；エネルギーの使用の合理化に関する建築主等および特定建築物の所有者の判断の基
準、別表第 6、平成 25 年経済産業省・国土交通省告示第 10 号 
注 3）Wf=0.0002×Fs2-0.0059×Fs+0.1854 ここに、Ws：ファン動力[kW]、Fs：給気風量[m3/h] 
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2.4.2 計算精度の検証 
 本計算手法（汎用ソフト・エクセルを用いたマクロ計算）による各値の計算精度に関し
て、汎用シミュレーションプログラムである Nets16)を用いて検証確認を行った。 
 Nets は、熱・換気回路網モデルを用いたシミュレーションプログラムであり、室内熱環
境や熱負荷・エネルギー消費量の評価等に多く使われている。 
 本研究では、図 2-8 に示す熱回路網モデルの妥当性を検証するため、空調システム側の
給気、還気風量、給気温度および内部発熱を与えて、これら同条件のもと、各空気温度、
表面温度の各計算結果の比較を行った。（表 2-3 の条件にて、給気風量および給気温度の組
み合わせを複数想定して比較を行った） 
 比較結果を図 2-10に示す。 
室内温度、天井内温度、天井面温度、床面温度とも、決定係数 R2が 0.97 以上と両計算
結果は高い精度で一致する結果となり、本研究で用いた計算手法の妥当性の確認が行えた。 
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2.4.3 発熱条件の違いの検討と考察 
在不在の組み合わせパターンの計算に入る前の予備計算として、比較的内部発熱偏差の
大きな在不在 1 パターンでの試算を行った。表 2-3 中の内部発熱の設定の違いにおける 2
ケース（C0、C1）の計算結果の比較を図 2-11-1～7に示す。 
人員密度の設定は、24 人/64 人（37.5%）とし、VAV-1 ゾーンに 4 人×4 スパン=16 人、
VAV-4 ゾーンは不在、VAV-2 ゾーンに 6 人、VAV-3 ゾーンに 2 名、VAV ゾーン内に関しても、
VAV-1 が各スパン 4 人均等で偏差無に対し、VAV-2 ゾーンでは、3、2、1、0 人、VAV-3 ゾー
ンでは 1、1、0、0 人と VAV ゾーン間・スパン間の両スケールにて偏差が生じる様に設定し
ている。（図 2-11-1、2-11-2 の棒グラフ参照） 
省エネ設定である C1 は、VAV-4 ゾーンが不在で内部発熱が無となる設定のため、給気風
量も VAV 最小値となっている反面、定員となる VAV-1 ゾーンでは VAV 最大風量となってお
り、風量制御の範囲外の状態となる。 
結果、VAV-1 では、室温が 32℃、VAV-4 では 24℃と設定室温 28℃を挟んで偏在する結果
となっている。室温偏差が比較的大きく評価されるのは、VAV ゾーン間の熱移動を考慮し
ていないこと、定常計算での熱収支モデルであることが影響していると考えられる。標準
設定である C0 では、不在となる VAV-4 ゾーンでもアンビエント照明分の内部発熱（天井裏
からの貫流熱負荷も含む）が発生するため、VAV 最大～最小風量の範囲内でほぼ対応が出
来ており、各 VAV ゾーンもほぼ、設定室温となっている。(図 2-11-1) 
C0 では給気温度が 19.5℃と温度差が確保できているが、C1 では不在ゾーンの冷え過ぎ
防止の影響で、給気温度は 24℃と給気温度差が確保できておらず風量も多く、夏期では除
湿効果が弱まり、室内湿度が上昇する懸念がある。 
拡散係数 R の影響に関しては、各スパンでの内部発熱の設定に差異が生じ、結果、各ス
パンの室温が VAV-2 および 3 ゾーンで変動している。（図 2-11-2、3）VAV ゾーンでの内部
発熱、室温は影響を受けない。また、VAV 給気風量、給気温度に関しても、VAV ゾーン単位
（ゾーン内平均）で扱われるため、拡散係数 R の影響は受けない。 
以上、VAV ゾーン間での負荷偏差を考慮した熱負荷計算により、VAV 風量・給気温度の
挙動、室温への影響の評価が行えることを確認した。また、拡散係数 R の設定の違いの影
響に関して、VAV ゾーンでは変化がない場合でもゾーン内のスパン間で室温に変動が生じ
ることを確認した。 
ここに示した在不在の条件設定のように、不在となる VAV ゾーンが出現し、且つ省エネ
設定で想定しているように、内部発熱が無もしくは極端に小さくなる場合、室温の偏差や
VAV 風量での偏差が生じ、室内環境とエネルギー消費、双方へ悪影響を及ぼす可能性が高
い。 
日中でも WP での着席率が 50%未満であるとの報告もあり、且つ残業時等では、元々着席
率も低いことからも、こうした状況を回避する、空調システム上の工夫が課題となる。 
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VAVゾーン番号
VAV-1
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VAV-4
スパン番号
1 2 5 6
3 4 7 8
9 10 13 14
11 12 15 16
図 2-11-4 断面温度分布（C0a：標準設定,R=1.0） 
図 2-11-5 断面温度分布（C0b：標準設定,R=0.5） 
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VAVゾーン番号
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スパン番号
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3 4 7 8
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図 2-11-6 断面温度分布（C1a：省エネ設定,R=1.0） 
図 2-11-7 断面温度分布（C1b：省エネ設定,R=0.5） 
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2.4.4 在席人数の違いの検討 
(1)PMV・PPD の分布状況 
図 2-6に示す在不在の組み合わせパターンでの結果を示す。内部発熱条件は、偏差が大
きな図 2-2 および表 2-3 に示す②省エネ設定に絞り、計算を行った。 
スパンスケールにおける PMV および PPD（共に在席スパンのみを対象）の在席人員別の
出現頻度分布を図 2-13-1 に示す。在席人数が小さいほど、在席スパンの PMV が大きめ（暑
い側）なり、結果 PPD の数値も高くなる傾向を示す。また、内部発熱条件の違いの比較を
行った図 2-11に示す様、内部発熱の偏在化により給気温度が高めとなること（本計算時の
給気温度の分布は、図 2-14参照）から、特に外気湿度の高い夏期は十分な除湿が行なわれ
ず、室内湿度が上昇する場合が予想されるため、これら湿度影響を加味した計算結果も合
わせて図 2-13-2 に示す。（図 2-13-1 が室内湿度一定の場合（予冷コイルにより除湿制御を
想定した場合）、図 2-13-2は給気露点温度（RH=90%但し、外気絶対湿度以下）を室内湿度
と想定した場合。図 2-13-3に相対湿度の出現頻度分布を示す。） 
以下、予冷コイル方式による除湿制御の設定についての概要を示す。 
AHU に関しては、図 2-12 に示す様、給気および還気ファンによる 2 ファン方式とし、予
冷コイルを給気ファンの外気側に追加設置し、外気を過冷却（15～16℃）するモデルとし
た。  
予冷コイルの静圧が増となるが、本冷コイルの容量減による静圧減と相殺されるため、
予冷コイルによる搬送動力増は見込まない設定とした。（除湿制御無の AHU との違いは、予
冷コイルの有無のみ） 
また、在室人数に比例した CO2 制御による外気可変導入を想定し、外気、排気・還気部
分に可変風量ダンパの設置を想定している。 
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図 2-12 除湿制御有の場合の AHU 構成概要 
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 以下、除湿制御あり（図 2-13-1）の場合の結果を示す。 
①除湿制御有：拡散係数 R=1.0（完全拡散）の場合 
PMV および PPD の出現頻度分布をみると、在席人数 32 名（着席率 50%）で凡そ組み合わ
せパターンの 90%が奨励範囲内、残り 10%が奨範囲外に分布、24 名では、奨励範囲外 20%、
16 人で 40%、8 名で 60%となる。40 人以上はほぼ全ての組み合わせで奨励範囲内に分布す
る。 
 
②除湿制御有：拡散係数 R=0.5（半拡散）の場合 
VAV ゾーン内でのスパン間の偏差を考慮した場合は、在席人数が小さい程、室内熱環境
が悪化する傾向は変わらないが、在席人員が多い側での PMV の偏在化が進み、PPD も高い
数値となる。32 人の場合、PPD=10%の累積出現頻度が、完全拡散 R=1.0 の場合は 90%である
のに対し、R=0.5 では 50%程度、56 人の場合でも、PPD=10%の累積出現頻度は 90%となり、
10%が奨励範囲外となる。 
 
③除湿制御有：拡散係数 R=0.0（拡散無）の場合 
 R=0.5よりも更にバラツク傾向が強まる。PMVは暑い側へ移行し、PPDも大きな値を示す。 
 
以下、除湿制御なし（図 2-13-2）の場合の結果を示す。 
④除湿制御無：拡散係数 R=1.0（完全拡散）の場合 
在席人数が小さくなるほど、PMV および PPD とも悪くなる方向に進む。前述したように、
給気温度が高めとなるため、除湿効果が薄れ、その分、室内熱環境が暑い側へ移行する。
人員密度が高いと除湿有無の差異は小さい。 
 
⑤除湿制御無：拡散係数 R=0.5（半拡散）の場合 
傾向は R=1.0 と同じであり人数が少ない場合、室内熱環境が大きく悪化する傾向にある。 
 
 また、除湿制御無の場合の室内相対湿度の出現頻度分布（図 2-13-3）に関して、在席人
数 8 人では、相対湿度 RH が 60～80%以上となり、16 人、24 人でも全体的に相対湿度は高
めとなる。32 人以上となると、定格条件での設計値である相対湿度 RH=50%近くでの、出現
頻度が高くなる。 
 半拡散（R=0.5）の方が、完全拡散（R=1.0）に比べ、室内温度の出現頻度分布がより広
範囲にばらついていることから、相対湿度に関して同様に、ばらついた分布となっている。 
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図 2-13-1 在席人員別の PMV・PPD の出現頻度分布（除湿制御有の場合） 
注 奨励範囲：-0.5≦PMV≦＋0.5、PPD≦10%を示す。 
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図 2-13-3 除湿制御無の場合の相対湿度の出現頻度分布 
奨励範囲
奨励範囲 
図 2-13-2 在席人員別の PMV・PPD の出現頻度分布（除湿制御無の場合） 
注 奨励範囲：-0.5≦PMV≦＋0.5、PPD≦10%を示す。 
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(2)給気温度の分布 
図 2-14 に、在席人数別の給気温度の分布を示す。在席人数が 8 人の場合、給気温度は
凡そ 25℃前後となる。在席人数が増えるに従い、給気温度も低くなり、48 人ではほぼ設計
温度差が確保可能であり、ほぼ出現頻度の 100%が 18℃となる。 
従って、32 人以下の場合に在不在の組み合わせパターンによっては、除湿効果が薄れ、
室内湿度が上昇する危険が高まることが判る。（通常の冷却方式の場合） 
また、拡散係数 R の違いによる差異は、図 2-9 の計算フローで示した通り、VAV ゾーン
の平均温度で給気風量および給気温度制御を行っているため、差異が生じない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-14 在席人数別の給気温度の分布 
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(3)給気風量の分布 
図 2-15(a)にスパンスケール（制気口）での給気風量および図 2-15(b)に AHU での給気
風量の比較を示す。 
在席人数が少ないほど末端の制気口での風量分布は、最小風量（6[m3/(m2/h)]）と最大
風量（20[m3/(m2/h)]）での発生頻度が高くなり、VAV 風量制御の範囲外となる頻度が高い
ことが判る。人数が増えると 6～20[m3/(m2/h)]の風量制御範囲内に広く分布するプロフィ
ールへ移行する。40 人以上になると、ほぼ全てのパターンで風量制御が可能な領域に入る。
図 2-13-1に示す PPD の奨励範囲の分布傾向とも一致する。 
AHU での給気風量の比較では、給気温度差が確保できる在席人数 40 人以上で、分布のバ
ラツキが小さく安定した給気が行われていることが判る。逆に給気温度差が確保できない
32 人以下では、AHU 風量もバラツク傾向が強くなる。 
スパンスケールとなる制気口で給気風量は、最小から最大風量まで分布の範囲が大きい
が、AHU スケールでの給気風量は、最小風量から凡そ 16[m3/(m2/h)]までと、最大風量の 80%
程度までしか分布しない。末端では在不在による熱負荷の偏差が大きく給気風量がより広
い範囲で必要とされている反面、大元の AHU では平均化されて風量全体が小さくなること
が判る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-15 在席人数別の給気風量の分布 
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(4)エネルギー消費量の比較 
 図 2-16 に各在席人数での在不在の組み合わせパターン全数の空調エネルギー平均値の
除湿制御有無での対比を示す。 
人数に応じて熱製造（冷却コイルでの消費分）は、比例関係で増となり、除湿制御有は予
冷コイルでの消費が多く、人数が少ない方が除湿制御の有無で差異が大きいが、熱搬送（AHU
ファン動力）は、人数に比例しない。特に、内部発熱偏差の室内熱環境への影響が大きな
8～24 人で、熱搬送の占める割合が大きなことが判る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-16 在席人数別の空調エネルギー消費量の比較 
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また、図 2-17-1,2 に、熱製造部分の除湿制御有無での空気線図上での処理プロセスを
示す。除湿制御無の場合（図 2-17-1）、在席人数が少ないと給気温度差が確保できず、除
湿がなされないまま給気が行われるため、絶対湿度がほぼ外気と同じとなってしまう。在
席人数が増えるに従い、給気温度差が確保され、給気ポイントが相対湿度 90%のラインに
沿って除湿される方向に進むため、絶対湿度が低く保たれる。 
一方、除湿制御有の場合（図 2-17-2）、還気湿度(室内湿度)を一定に保つため、予冷が
行われ、このプロセスで外気が除湿される。その後、還気と混合、内部顕熱負荷を処理す
る分のみ、冷却されるプロセスとなる。 
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(5)PPD 平均値とエネルギー消費量の関係 
(4)で推定したエネルギー消費と図 2-13-1、2 に示す PPD 分布の平均値の関係を比較し
た結果を図 2-18 に示す。在席人数が少ない（エネルギー消費が少ない）部分で、PPD 平均
値が高くなり条件によるバラツキが大きくなり、且つ除湿制御無の場合に熱環境が更に悪
化する傾向が強いことが判る。 
PMV 奨励範囲に対応する PPD≦10%を評価ラインと考えると、完全拡散（R=1.0）で、32
人当たりから PPD 平均値が 10%を超える状況にあり、半拡散（R=0.5）と想定すると、PPD
は＋10%程度大きな数値を示す結果となっている。 
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2.5.考察 
 オフィスにおける内部発熱の発生状況は、照明や OA 機器の仕様やシステムの変化、ワー
クプレイスでのワークスタイルの影響を大きく受ける。 
 照明システムに関しては、東日本大震災以降、基準照度の引き下げや不在部分での消灯
など運用方式の変化に加えて、タスク＆アンビエント照明に代表されるシステムの変化、
HF 照明器具や LED といった高効率な器具の実用化等、大幅な省エネルギーが図られる傾向
にある。同時に、ワークプレイスでの在席状況等の使われ方に関しても、実測等が行われ、
その実態が徐々に明らかになってきている。 
 これらを総合的に考えるとワークプレイスで発生する内部発熱は、局所的には極小化へ、
全体的には偏在化する方向に進み、こうした特性を前提に快適性と省エネルギー性が両立
できる空調システムを構築する必要がある。 
 熱的快適性の面からは、顕熱処理に関係する室温や表面温度のみならず、特に夏期にお
いては、潜熱処理に関係する室内湿度の影響が懸念される。これは、負荷の極小化により、
給気温度差が確保できない場合は、当然、除湿も進まなくなり、湿度が高くなる状況とな
る。図 2-13-3 からも除湿制御無しとなる、通常の本冷コイルシステムでは、在席率 50%で、
室内相対湿度 50%を超える発生頻度は約 50%であり、在席率が更に小さくなると相対湿度は
益々高くなる。 
 偏在化に対しては、内部負荷のバラツク空間スケールが現在の汎用的な空調システムの
温度制御単位である 50 ㎡より小さく、照明システムや PC、在不在は、凡そ 10 ㎡程度でも
大きな熱量偏差が生じる。従来の空調設計では、温度制御単位である 50 ㎡のスケール内は
均一に拡散するという仮定で熱環境等の評価を行ってきたが、より偏在化が進む状況では、
完全拡散による仮定には無理があり、室内熱環境側にも偏差が生じる状況を前提として、
空調システムの設計を行う必要が生じてきている。 
 本章で行ったシミュレーションによる検討では、在席率 50%以下では、内部発熱の偏在
化が大きく、結果、熱環境や空調のエネルギー消費量への影響も大きなことが把握できた。 
 特に、本章で取り上げた単一ダクト VAV 空調方式における設計上注意すべきポイントと
して、顕熱処理の影響を受ける湿度のコントロール、制気口と VAV、AHU といったスケール
別に定義される給気量単位に関わる空気搬送システムの適正化が課題として把握できた。
これら 2 つの視点から、単一ダクト VAV 空調方式に対して、改善・改良を行い、適正化を
図ることが具体的な設計テーマと位置付けられる。 
 更に、VAV ゾーンスケールより小さい、スパンスケールでの偏在化に対しては、VAV によ
る制御では対応できず、より小さなスケールでの熱環境制御の工夫が必要であり、いわゆ
るタスク空調やパーソナル空調で対応が期待される領域と定義できる。図 2-18 からも PPD
平均値が PMV 奨励範囲内に対応する 10%を超える発生頻度も全般的には大きく、これらの
手法への期待は大きいことが理解できる。 
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2.6.結論 
事務所用途で採用の多い単一ダクト VAV 空調方式を対象にワークプレイスを想定し、発
生する内部発熱の偏在化の状況を推定した。これらの結果を基に、在不在の組み合わせを
想定した内部発熱偏在化を考慮したシミュレーションを行い室内熱環境および空調エネル
ギー消費に与える影響に関して検討を行った。VAV ゾーン間の熱移動を考慮していないこ
と、定常計算での熱収支モデルであることで、室温偏差が比較的大きく評価されており、
こうした限定された条件下での結果であるが、以下、得られた知見を示す。 
 
① 既往の研究からスパンスケールでのモデル化により、執務者在不在に基づく内部発熱の
発生状況を推定し、在不在で大きな偏差が生じることを示した。 
② 執務者の在不在の発生パターンから内部発熱の偏在化の状況を再現し、発生パターン数
分の PMV、PPD の発生頻度を評価する手法を提案し、偏在化が室内熱環境に与える影響の
評価方法を示した。 
③ 完全拡散条件においても、在席人員が小さくなると、室内熱環境が悪化する頻度が高く
なる。32 人在席（在席率 50%）で 10%が奨励範囲外であったものが、16 人（在席率 25%）
では 40%が奨励範囲外となる等、偏在化が室内熱環境に与える影響を定量的に示した。 
④ スパンスケールでの偏在化を考慮した半拡散条件の場合（拡散係数 R=0.5、0.0）、在席
人員が大きな場合でも室内熱環境が悪化する傾向に進み、在席人数の違いによる熱環境
への影響差が小さくなる傾向にあることを示した。 
⑤ 在席人数が少なく給気温度が高めとなる場合、特に在席人数が少ないほど、室内熱環境
が大きく悪化する傾向にあり、夏期、外気が高湿の場合は、予冷コイルによる除湿等を
確実に行うことが熱環境の適正化には必須であることを示した。 
⑥ 空調機給気風量に余裕があったとしても、末端の制気口では、負荷の偏在化により最小
～最大風量の要求があり、着目するスケールで必要な風量（設備容量）が異なることを
示した。 
⑦ 在席人数が少ない場合、空気搬送にかかるエネルギーの占める割合が高くなり、この部
分で省エネルギー対策を行うことが有効であることを示した。 
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第 3章 内部発熱の偏在化に対応した空調システム改善提案の検討 
 
はじめに 
本章では、第 2 章に引き続き、内部発熱の偏在化が進むワークプレイスを対象に、こう
した偏在化に強い空調システムの構築に向けて、単一ダクト VAV 空調方式を取り上げ、改
善手法の各種提案とその効果に関して検討を行った。 
 
3.1.内部発熱の偏在化傾向と空調計画上の問題点 
オフィスのインテリア空間（以降、ワークプレイス、WP）における内部負荷に関しては、
その設計値が過大であることが、近年、様々な建物の実測を通じて問題提議されている。
（例えば、参考文献 2）～12)） 
これは、各フロアやゾーン・エリアにおいて入居する職種等により、在席率等の使われ
方の差異が内部発熱のバラツキに影響しているためであり、床面積当たりの消費量はどの
程度の範囲を対象に原単位化するかで、その数値の持つ意味は大きく変わってくる。筆者
が設計に関与した事務所ビルでの竣工後の実測値 13)を用いて、コンセントおよび照明にお
ける消費電力量の原単位と対象とする専有部床面積の関係を分析した結果を図 3-1 に示す。 
ここでは、一つの空調エリアが、300 と 600 ㎡の二種類、全部で 46 エリアを対象に消費
量原単位に関してスケール別に最大-最小値を並べたものである。床面積当たりの消費量原
単位は、対象とする床面積を大きくしていくと原単位のバラツキは小さくなる。最小面積
（600 ㎡）での原単位最小-最大は 10-47[W/㎡]であるが、46 エリア全体の平均は 23[W/㎡]
と収斂する。つまり、着目する面積を小さく、ローカル（局所）へ進むとエリアによる発
熱のバラツキが大きくなる。逆に面積を増やしていくと、原単位の大きいエリアと小さい
エリアが相殺されて原単位は小さくなる。 
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図 3-1 消費電力量原単位と対象とする床面積の関係 
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表 3-1 空間スケールと空調機器・システム、負荷率の関係 
この傾向は、空調システムを設計する上で、必要となる各種容量決定にも強く影響を及
ぼす。前述した 300～600 ㎡のスケールは主に空調機（給気風量やコイル容量、主ダクト）
に関わる容量決定であり、更に小さなスケールである、例えば VAV（50～100 ㎡）、制気口
（10～20 ㎡）、これらを結ぶ枝ダクト等でも同様の傾向が予想されるが、残念ながら、こ
うしたスケール別にバラツキを捉えた実測調査等の把握はほとんど行われていないのが実
情である。 
更に、個人のブースを対象にパーソナル空調を想定すると在不在の二者択一となり、且
つ、個人差（着衣量や代謝量の多様性）なども考慮すれば、負荷率は 0 から 100%、それ以
上と極端に拡がる可能性も予想される。（表 3-1） 
以上の考察からも空間スケールは、大きな方向では平均化により負荷率や同時使用率が
小さくなる傾向に進み、既往の研究で指摘されている過剰設計といった状態になっている
が、逆に空間スケールが小さな方向では、むしろ定格値やそれ以上になる頻度や可能性が
考えられ、必ずしも過剰設計になっているわけではないことが判る。 
空調システムの最適容量設計を実現させるためには、着目する空間スケールによって、
過剰となる場合と過剰とはならない場合が存在することに注意しつつ、特に、空調機より
ローカル側である空間スケールの小さな部分に関係する VAV や制気口の容量設定には、内
部発熱の偏差を想定した上で、各機器の容量の設定を行うべきと考える。 
以上の空調計画上の問題点も含め、制気口～VAV～AHU を対象とした空間スケールに対し、
偏在化に強い空調システムの構築に向けて、具体的な手法提案とシミュレーションによる
その効果把握に関して検討を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
空調機器/システム要素 負荷率・稼働率の特徴
数㎡ パーソナル空調用吹出口 在不在（0か100%）※着衣量・代謝量（個人差）への配慮が必要
約10㎡ 天井（床）制気口・枝ダクト 定員4人ブースに相当（0、25、50、75、100%）
50～75㎡ VAV・サブメインダクト 定員16～24人程度。着席率の概念が必要
200～400㎡ 空調機・メインダクト 定員50～100人程度。同上
数千㎡ 縦系統（PS単位）・縦配管 定員1000人程度。同上
数万㎡ 配管圧力区分・2次ポンプ 定員5000人程度。同上
延床面積 全体・熱源システム 定員10,000人程度。同上
空間スケール
大
小
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図 3-2 3.6m スパン、在席ブースの概要 
3.2.シミュレーションによる検討概要 
3.2.1 内部発熱偏在化の推定方法 
第 2 章で示した手法と同様に、オフィス内の個人ブースが設置されたワークプレイス（以
下、WP）を想定し、在不在のパターン数分の計算を行い、偏在化に強い空調システムの検
討を行う。 
対象とする WP および空調システムの概要を図 3-2、3-3 に示す。WP は 3.6m×3.6m のス
パン、4 名席を一つの単位と考え、0、１、2、3、4 名の在席バリエーションを想定する。4
スパンで、一つの VAV ゾーンを構成し、4 つの VAV ゾーン、合計 64 名が在席する WP を想
定する。 
合わせて、照明発熱および OA 機器発熱、また自身による人員発熱である在席人員毎の
内部熱負荷を在席人数に応じて推定する。内部発熱の推定条件を表 3-2に示す。3.11 以降
の省エネ運用をイメージして、タスク&アンビエント照明の採用、不在時の消灯や PC 等の
機器電源 OFF を想定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3 検討の対象とする空調システムと空間スケールの関係 
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3.2.2 在席パターンの設定方法 
在席パターンの設定に関しても第 2 章と同様、在席率や空間的分布の傾向等の実績情報
が不十分であることから、考えられる在席パターンの組み合わせを設定する。 
着席率を 0～100%間で、9 つのパターンに離散化して、在席人数の設定を行う。(表 3-3) 
VAVゾーンにおける4つのスパンにおける在不在の組み合わせ（１つのスパンにおける、0、
1、2、3、4 人の 5 つの在席パターン）は、式(3-1)に示す様、70 通りとなる。（5 種類の中
から重複を許して 4 つを選定する） 
 
n+r-1Cr = 5+4-1C4 = 8C4 =(n+r-1)!/r!×(n-1)!=8!/4!×(5-1)!=70 通り ・・・・・式(3-1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
仕様 運用 引用文献
人員 顕熱発熱量 SH:55[W/人]、事務所作業（室温28℃） - 1)
アンビエント Hf300[lux]、32[W]×8[本]、出力40[%]：7.7W/㎡、放熱比（室内：天井内=50:50）
スパン不在時off、
0[W/㎡] 2)
タスク 20[W/人] 不在時off、0[W] 3)
ノートPC 36[W/人]、Vista搭載のノートPC。アプリケーション使用時 不在時off、0[W] 4)
大型モニター 25[W/人] 不在時off、0[W] 3)
周辺機器 10[W/人] 不在時off、0[W] 3)
項目
照明
機器
着席率 0.0% 12.5% 25.0% 37.5% 50.0% 62.5% 75.0% 87.5% 100.0%
着席数
[人] 0 8 16 24 32 40 48 56 64
人員密度
[人/㎡] 0 0.04 0.08 0.12 0.16 0.2 0.24 0.28 0.32
表 3-3 検討に用いる在席パターン 
注 太枠内が本報の検討対象 
1) H21 建築設備設計基準 
2) 平成 25 年省エネルギー基準に準拠した算定・判断の方法および解説（WEB ツール
解説本）、照明制御装置による消費電力削減効果の評価手法（日本照明工業会技
術資料） 
3) 建物の内部発熱・使われ方に関する実態調査と熱負荷・システムシミュレーション
報告書 H22.10.29 空気調和・衛生学会 
4) WindowsPC 消費電力検証結果レポート、Microsoft の HP より
(http://technet.microsoft.com/ja-jp/windows/hh146891) 
表 3-2 内部発熱の想定条件一覧 
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前述した VAV ゾーンにおける 70 通りの 4 つのスパンの組み合わせ（スパンにおける、0、
1、2、3、4 人の 5 つの在席パターン）から、VAV ゾーン数である 4 つに関して、重複を許
して選ぶ組み合わせと考え、式(3-2)に示す様、全体で 1,088,430 通りとなる。 
但し、式(3-2)も式(3-1)同様、各座席の位置関係の違いは考慮せず、スパンにおける人
数の組み合わせのみの違いを対象としている。 
 
n+r-1Cr = 70+4-1C4 = 73C4 =(n+r-1)!/r!×(n-1)! 
=73!/4!×(70-1)!=1,088,430 通り・・・・・・・・・式(3-2) 
 
 式(3-2)に示す全体組み合わせのうち、表 3-3に示す着席数に該当する組み合わせ数を計
算した結果を図 3-4 に示す。 
第 2 章での検討より、偏在化の影響が大きい着席率 50%、人員密度 0.16[人/㎡]（着席
数 32 人）以下を対象に以降の検討を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-4 各在席人数における在席パターン組み合わせ数 
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3.2.3 計算モデルの概要 
第 2 章と同様、スパンスケールごとに、室内空気温度および天井内空気温度、各表面温
度を節点とする熱回路網モデルにより計算を行う。（図 3-5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.2.4 拡散係数 R の設定 
第2章同様、VAV内のスパン間の熱や空気の移動の程度を拡散係数という概念を用いて、
簡易的に評価を行い、完全に拡散する従来の仮定から、半拡散および拡散無の条件までを
視野に入れ、幅を持たせた評価を行い、その傾向を探ることとした。 
なお、VAV ゾーン間での拡散は無いものと仮定した。拡散係数 R は、VAV ゾーンを構成
する 4 つのスパンの内部発熱の拡散（均一化）の程度を示す係数であり、式(3-3)に定義す
る。 
 
R=Rm/Rs  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(3-3) 
ここに、Rm：隣接スパンに拡散する比率 
    Rs：該当スパンに留まる熱負荷の比率 
 
 
 
 
図 3-5 計算モデルの概要 
室内（スパン） 
室内（スパン） 
天井内 
天井内 
Fr：空調還気 
TRs 
TRc 
TRSc 
TRSf 
TCSf 
TCSc 
TRSf 
TCSf 
Lc：天井内発熱 
Lr：室内発熱 
Fs：空調給気 
上下方向：同様の“天井内＋室内”が積層すると想定 
左右方向：隣接スパンとの熱・空気のやり取りは無しと想定 
（拡散係数 R によるスパン間の熱の移動は、内部発熱の入力値で調整） 
■境界条件 
TRS,TCS：表面温度 
TR：空気温度 
■出力項目 
Fs：給気風量 
Fr：還気風量 
TSA：給気温度 
Lr：室内発熱 
Lc：天井内発熱 
■入力項目 
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3.3.改善提案とケース設定 
内部発熱負荷の偏在化に強い空調システムを構築するため、表 3-4に示す改善手法を組
み込んだ空調システムおよび制御システムの条件設定を考案した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
内部発熱に関しては、表 3-2 に示す省エネ運用を想定、拡散係数 R に関しては、従来条
件となる完全拡散（R=1.0）および VAV ゾーン内での負荷偏在化を考慮した半拡散(R=0.5)
の 2 パターン（ケース名称中の a、b）を想定した。 
空調条件としては、内部発熱偏在化に対応するための工夫を盛り込んだケースを C2～C6
に設定した。 
C2 では、VAV 方式における給気温度設定に関して、投票式送風温度設定 14)の際、標準で
は各 VAV ゾーンの重みは均等（4 か所が同面積なので重みは 1/4）と設定したが、在席者数
に比例させて、在席者数が多い VAV ゾーンに有利な給気温度となるような重みを設定した
場合である。 
C3 では、不在となる VAV ゾーン（16 人定員に対し不在）で VAV を全閉させ、不在ゾー
ンの冷え過ぎの影響を除外した場合である。（給気温度設定判断から除外する） 
C4 では、C3 の VAV 全閉に加えて、VAV 風量下限値を引き下げ、低負荷への追従性を改善
した場合である。 
C5 では、C4 とは逆に、負荷が大きなゾーンでの給気風量不足へ対処するため、VAV から
制気口での定格風量を増やして対応する場合である。但し、AHU の定格風量はそのままと
している。 
C6 では、不在スパン（4 人定員で不在）で制気口を閉鎖させ、且つ AHU から VAV、制気
口へと定格容量（風量）を段階的に大きく、末広がりに設定した場合である。AHU の定格
容量を標準の 70%と絞った設定のため、送風温度差を拡大し（低温送風仕様）、最大負荷時
（負荷率 100%）での能力不足に配慮した設定とした。 
内部発熱 拡散係数R 仕様 概要 VAV風量
C1a 1.0
C1b 0.5
C2a 1.0
C2b 0.5
C3a 1.0
C3b 0.5
C4a 1.0
C4b 0.5
C5a 1.0
C5b 0.5
C6a 1.0
C6b 0.5
省エネ運用 制気口全閉+VAV風量改善
不在スパンの制気口閉鎖及びVAV最大風量
増（制気口×2倍、VAV最大1.5倍、AHU×
0.7）。給気温度差10[deg]→14[deg]
0、6-30[m3/(m2･h)]
(0、30-150%)
省エネ運用 VAV全閉+VAV風量下限改善
VAV全閉（停止）に加え、VAV風量制御の下限
設定を定格風量の30%から10%へ改善
0、3-20[m3/(m2･h)]
(0、10-100%)
省エネ運用 VAV全閉+VAV風量上限改善
VAV風量制御の上限設定を定格風量×2倍。
但し、AHU最大送風量は変更無。
0、6-40[m3/(m2･h)]
(0、30-200%)
省エネ運用 給気温度補正 投票式送風温度設定の際の重みをVAVゾーン内の在席人数にて補正
6-20[m3/(m2･h)]
(30-100%)
省エネ運用 VAV全閉 不在となるVAVゾーンでVAV全閉（停止）にて送風温度制御から除外
0、6-20[m3/(m2･h)]
(0、30-100%)
負荷条件 空調条件
省エネ運用 標準
在不在による内部発熱の偏差が大きな最近
の負荷条件。以下、ケーススタディの基準とな
る条件
6-20[m3/(m2･h)]
(30-100%)
表 3-4 改善ケーススタディ条件一覧 
注)C1～C5 に関しては、VAV ゾーン内 4 スパンの平均室温にて、給気温度設定制御を想定。C6 に
関しては、VAV ゾーン内不在スパン（制気口閉鎖）を除く、平均室温にて同制御を行うと想定。 
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3.4.ケーススタディ 
3.4.1 計算条件 
 基準となる計算条件の内容を表 3-5に示す。第 2 章の検討より、内部発熱の偏在化によ
り給気温度が影響を受け、例えば給気温度が高くなることで除湿が行われず室内熱環境、
エネルギー消費に影響を及ぼすことが把握できたため、除湿制御に関して、予冷コイルに
よる除湿制御を行う場合（以降、除湿制御有）と行わない場合（以降、除湿制御無）の 2
種類を想定している。（各制御の概要に関しては、章末に記載の【補足】を参照のこと） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.4.2 計算結果 
(1)PPD の累積出現頻度の比較（R=1.0；完全拡散の場合） 
図 3-6-1、3-6-2 に在席数 8～32 人、完全拡散（R=1.0)、各種偏在化対応を施した場合
の在席スパンの PPD（図中、PPD=10%：奨励範囲および PPD=25%：「やや暖かい」のラインを
併記）の各組み合わせでの累積出現頻度の比較を示す。 
①除湿制御有の場合（図 3-6-1） 
C1 基準ケースでは、人員密度が小さいほど、PPD=10%までの累積出現頻度が低い傾向を
示す。8 人（在席率 12.5%）では 40%、32 人（在席率 50%）では、90%となる。C2(給気重み
変更)は VAV ゾーンの在席人員数にて重み付けして、給気温度設定を行う改善を想定した
場合で在席人数 8 人に場合においても、奨励範囲 PPD=10%における出現頻度が C1(基準)で
分野 項目 設定値 単位 備考
AHUエリア 207.36 [m2] 4VAVゾーンで構成
VAVゾーン 51.84 [m2] 4スパンで構成
スパン 12.96 [m2] 3.6m×3.6m
階高 4,000 [mm]
天井高 2,700 [mm]
内部発熱 省エネ運用 － － 表3-1による
制気口定格風量 20.0 [m3/(m2･h)]
VAV最大風量 20.0 [m3/(m2･h)]
VAV最小風量 6.0 [m3/(m2･h)] 最大風量×30%
AHU最大風量 20.0 [m3/(m2･h)]
AHU最小風量 6.0 [m3/(m2･h)] 最大風量×30%
設定室温 28.0 [℃] クールビズ運用を想定
除湿制御有 0.0105 [kg/kg] 26℃50%時と同等（予冷コイル）
除湿制御無 なりゆき [kg/kg] 給気温度より設定
外気風量 25.0 [m3/(人･h)] CO2制御を想定。在席人数に比例（【補足】部分の制御概要を参照）
最大給気温度差 10.0 [deg] 給気温度範囲：18～28℃
気流注1) 0.20 [m/s] 給気風量によらず一定値を想定
着衣量 0.43 [clo]
代謝量 1.10 [met]
熱量換算係数注2) 0.74 [-] 省エネ法で規定するDHCの１次換算係数1.36の逆数
ファン動力換算注3) - - 動力=F（風量）より推定15)
建築条件
空調条件
室内環境 室温=MRTの条件下、PMV=0.5（冷房時奨励範囲上限）となる、着衣量、代謝量
の組み合わせ
エネルギー
表 3-5 計算条件一覧 
注 1)冷房時は吹き出し気流が直接、居住域には到達しない設計を原則と考え、給気風量の違
いによる居住域での気流速の違いの影響は、想定しない設定とした。 
注 2)出典；エネルギーの使用の合理化に関する建築主等および特定建築物の所有者の判断
の基準、別表第 6、平成 25 年経済産業省・国土交通省告示第 10 号 
注 3)Wf=0.0002×Fs2-0.0059×Fs+0.1854 ここに、Ws：ファン動力[kW]、Fs：給気風量[m3/h] 
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約 40%であったものが約 90%、16・24 人では 60%が 85%、80%が 90%と改善され、偏在化対応
の効果が大きい。 
C3(VAV 閉鎖)は、VAV ゾーン不在の場合に VAV を閉鎖し、給気温度制御から除外する想
定であり、C2(給気重み変更)とほぼ同等（不在ゾーンの重みが、0 となる点では同じ）の
改善効果が得られる。 
C4(VAV 下限)は、C3 に加え、VAV 風量下限値を 10%まで引き下げ、低負荷域での追従性
を改善した場合、各人員数想定においても、ほぼ PPD=10%の累積頻度が 100%となり、いわ
ば理想形となる。 
C5(給気風量増)は、C3 に加え、冷え過ぎ防止の影響を受け、高負荷側での風量不足を解
消するため、AHU 風量は変えず、VAV 風量のみ割増した場合であり、C4 に比べやや改善効
果は劣るが、高い改善効果となる。 
C6(制気口閉鎖)は VAV ゾーンより小さなスケールであるスパン単位にて不在時に制気口
を閉鎖し、冷え過ぎ防止を行う場合あり、C3 に近い改善対応である。ここでは R=1.0 で完
全拡散を想定しているためスパン間での差異が無いことで C3 とほぼ変わらない結果とな
るが、改善効果は高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 3-6-1 在席人員別の PPD の出現頻度分布（R=1.0、除湿制御有の場合） 
注 奨励範囲：-0.5≦PMV≦+0.5 を示す。 
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②除湿制御無の場合（図 3-6-2） 
人員数が少ないほど、湿度の影響が大きく、室内熱環境が悪化する。但し、C4(VAV 下限)
に関しては、低負荷領域の風量制御性が良いため、人員数が少ない場合でも給気温度差が
確保され、除湿が出来るため、湿度上昇による室内環境の悪化への影響は小さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)PPD の累積出現頻度の比較（R=0.5；半拡散の場合） 
図 3-7-1、3-7-2 に在席数 8～32 人、半拡散（R=0.5)の場合の各種偏在化対応を施した
場合の在席スパンの PPD の各組み合わせでの累積出現頻度の比較を示す。完全拡散 R=1.0
に比べ、各ケースで、人員数が小さいほどバラツキが大きくなる傾向となる。C4 を除き、
各改善手法とも人員数が多くなるとその改善効果が小さくなる傾向を示す。 
 
①除湿制御有の場合（図 3-7-1） 
VAV ゾーンの在席人員数にて重み付けして給気温度設定を行う改善を想定した C2 では、
在席人数が少ない場合（8・16 人）は、改善効果が見込めるが、在席人数が増えると改善
効果が弱まる。 
VAV ゾーン不在の場合に VAV を閉鎖、給気温度制御から除外する想定の C3 は、C2 と同
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図 3-6-2 在席人員別の PPD の出現頻度分布（R=1.0、除湿制御無の場合） 
注 奨励範囲：-0.5≦PMV≦+0.5 を示す。 
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様に在席人数が少ない場合は、改善効果が見込めるが、在席人数が増える改善効果が弱ま
り、C2 より効果は劣る。 
C3 に加え、VAV 風量下限値を 10%まで引き下げ、低負荷領域での追従性を改善した C4 で
は、在席人数が小さい場合にも給気温度差が確保され、給気風量が極端に小さくなる。（図
3-9-1）結果、偏在化を想定し、負荷大（内部発熱>>除去熱量）となるスパンで室温偏差も
大となり PPD が悪くなる傾向に進む。在席人数が多い場合は C1 とほぼ同じとなる。 
冷え過ぎ防止の影響を受け、高負荷側での風量不足を解消するため AHU 量は変えず VAV
風量のみ割増した C5 では、C3 とほぼ同等（但し 16、24 人ではやや有利）。の改善効果が
見られるが、32 人ではほとんど改善効果は見られない。 
C6(制気口閉鎖)は VAV ゾーンより小さなスパンスケールにて、不在時に制気口を閉鎖し、
冷え過ぎ防止を行う場合あり、唯一、スパンスケールでの対応のため、各人員設定におい
ても、最も高い改善効果を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-7-1 在席人員別の PPD の出現頻度分布（R=0.5、除湿制御有の場合） 
注 奨励範囲：-0.5≦PMV≦+0.5 を示す。 
0
20
40
60
80
100
0 20 40 60 80 100
累
積
出
現
頻
度
[%]
PPD[%]
【24人、R=0.5】
0
20
40
60
80
100
0 20 40 60 80 100
累
積
出
現
頻
度
[%]
PPD[%]
【32人、R=0.5】
0
20
40
60
80
100
0 20 40 60 80 100
累
積
出
現
頻
度
[%]
PPD[%]
【8人、R=0.5】
0
20
40
60
80
100
0 20 40 60 80 100
累
積
出
現
頻
度
[%]
PPD[%]
【16人、R=0.5】
C1:
C2:
C3:VAV
C4:VAV
C5:VAV
C6:
：基準
：給気重み
：VAV閉鎖
：VAV下限
：VAV風量増
：制気口閉
C1:
C2:
C3:VAV
C4:VAV
C5:VAV
C6:
：基準
：給気重み
：VAV閉鎖
：VAV下限
：VAV風量増
：制気口閉
C1:
C2:
C3:VAV
C4:VAV
C5:VAV
C6:
：基準
：給気重み
：VAV閉鎖
：VAV下限
：VAV風量増
：制気口閉
C1:
C2:
C3:VAV
C4:VAV
C5:VAV
C6:
：基準
：給気重み
：VAV閉鎖
：VAV下限
：VAV風量増
：制気口閉
PMV=1.0
奨励範囲
C6
C2
C5 C3
C4C1
C6,C2,C5,C3,C1,C4
C6,C2,C5,C3,C1,C4 C6,C2,C5,C3,C1,C4
第 3 章 内部発熱の偏在化に対応した空調システム改善提案の検討 
 
 
68 
 
②除湿制御無の場合（図 3-7-2） 
図 3-7-1（R=1.0）の場合と同様に、在席人数の少ない場合に湿度の影響が大きい。また
給気温度差が確保されている C4 に関しては、除湿制御有の結果と同様の傾向を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-7-2 在席人員別の PPD の出現頻度分布（R=0.5、除湿制御無の場合） 
注 奨励範囲：-0.5≦PMV≦+0.5 を示す。 
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(3)給気温度分布 
図 3-8 に、ケース別の給気温度の分布を示す。C4 を除き在席人数が減るに従い負荷も
小さくなるため、給気温度が高めに推移する。C1、C2 では、8、16 人で給気温度が 25℃
近くと高めの分布になる。24 人を境に給気温度が低くなる方向に分布が進む傾向となる。
偏在化へ対応を施した C3 や C5、C6 では、在席人員が少ない場合でも、累積頻度の分布を
みると給気温度が低めになる傾向がみられる。特に低温送風設定となっている C6 では給
気温度がより低めに分布する。C4(VAV 下限)の場合は、低負荷領域まで風量制御が追従す
る想定のため、他のケースに比べ、設計給気温度 18℃となる累積出現頻度が高い。また、
拡散係数 R の違いによる差異は C6 を除き発生しない。(図 3-8の注記参照)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注]C6 では、制気口閉鎖となる不在スパンへも拡散係数 R が 1.0、0.5 の場合、熱負荷が
拡散され、在席スパンでの熱負荷が減となり、拡散係数 R の設定で給気温度に違いが
生じる。R=0.5 の方が R=1.0 に比べ、拡散の程度が小さく、在席スパンの負荷が大きい
ため、給気温度は低めとなる。（図中、C6、○表示） 
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(4)給気風量分布 
図 3-9-1 にスパンスケール（制気口）での給気風量を示す。C1(基準）および C2(給気重
み)では、最小風量と最大風量の間の累積頻度に関して、在席人員数が少ないほど狭くなっ
ており、風量不足・過剰の傾向がみられる。 
他のケースでは最小から最大風量範囲に緩やかに分布しており、C3（VAV 閉鎖）や C4（VAV
下限）では全体的に風量が低減される方向に分布する。 
風量増となる C5、C6 では緩やかに風量が分布する。C6(制気口閉)では、8 人在席の場合、
全体の約 70%が閉状態であり、風量分布も大きめに分布している。制気口での風量分布は、
最小から最大風量と広く分布しており、このスケールでは必ずしも過剰設計とはなってい
ない。 
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AHU での給気風量の比較を図 3-9-2 に示す。給気温度差が確保できる C4（VAV 下限）が
風量も小さく、在席人数別（負荷の大小）で風量が明確に分かれている。C1～C3 では、凡
そ 6～15[m3/(m2・h)]に均等に分布、VAV を閉鎖している C3、C5、C6 の 8 人在席で風量が
大幅に減となっている。 
VAV での風量増となる C5 では、累積出現頻度 60%以上で、風量増が顕著となる。末広が
りの風量設定を想定した C6（制気口閉）では、図 3-9-1 の制気口での風量分布は 0～
40[m3/(m2・h)]と幅広く分布していたが、AHU スケールではより狭い範囲となる 5～
14[m3/(m2・h)]に均等に分布しており、空間スケールの小さな側で大きく、大きな側で容
量を絞る、「末広がり」の設計思想の妥当性を示唆する結果となっている。 
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(5)エネルギー消費量の評価 
エネルギー消費量に関しては、AHU コイルでの消費熱量と空気搬送で消費されるファン
動力を評価対象とし、各人員数での組み合わせパターン数平均の数値を評価対象とした。
評価に関しては、給気温度の違いによる室内湿度への影響も大きいことから、潜熱（外気
および人体）も含めた全熱基準で熱製造に関しては評価を行った。 
合わせて、除湿を確実に行い適正な室内湿度（基本条件である、26℃50%と同じ絶対湿
度）とした除湿制御を導入した除湿制御有の場合（【補足】を参照）と給気温度により成行
きとなる除湿制御無の場合を併記した。 
前述した様にスパンスケールで制気口開閉を行う C6 のみ、見かけの室内負荷が変化（拡
散係数>0.0 により、空調給気を行わないスパンに熱負荷が拡散するため、在席スパンでの
負荷が減となる。他のケースは不在スパンも含め空調給気を行っており、VAV ゾーン内平
均で考えているためこのような状態にならない）し、影響を受けるため、C6a（R=1.0；完
全拡散）、C6b（R=0.5；半拡散）を併記した。 
図 3-10 に、人員数別の評価結果（在席者 1 人当たりのエネルギー消費量とした）を示
す。熱製造に関しては、C4 を除き、除湿制御の有無で差異が大きいが、人数が増えると給
気温度差が確保できる方向に進み除湿が進むため、こうした差異が小さくなる。 
C4 は元々、除湿に掛かるエネルギー消費が含まれているため、除湿制御無ではエネルギ
ーが他ケースに比べ増える傾向にあったが、除湿制御を行う想定では、これらの差が縮ま
る方向に進み、熱製造に関しては全体的に各ケース間での差異が小さくなり、熱搬送の違
いがエネルギー消費全体の大小に影響を及ぼす結果となっている。 
一方、熱搬送に関しては、人員数が少ないほど全体の消費量に占める熱搬送の割合が大
きくなり、特に C1（基準）、C2（給気重み）で搬送効率が悪いことが判る。C3～C6 の対策
により人数が少ない場合でも搬送エネルギーの削減が可能となっており、室内熱環境の改
善と同時に省エネルギーに寄与できることが判る。 
特に C4（VAV 風量下限）では、低負荷領域まで追従性が高い風量制御を想定しているた
め、人員数の違いによるエネルギー消費の差も小さく、消費量自体も少なく、全体に占め
る割合も小さく安定している。C5(VAV 風量増)では熱搬送分が増えているが、同じ風量増
では有るが不在スパンで給気停止且つ AHU での風量を絞った想定の C6a、b(制気口閉)では
削減方向となっている。 
従って、AHU 風量に変化の無い C2 および VAV 風量増で AHU 風量も増となる C5 を除き、
C3、C4、C6 が有利となる。図 3-10 の結果からも、人員数の少ない場合は、搬送エネルギ
ーの比率も大きなことから、空調搬送エネルギーを削減する手法を選択することが、全体
のエネルギー消費を削減できる可能性があると考えられる。 
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3.4.3 PPD とエネルギー消費の関係 
 室内環境の評価指標として PPD を、エネルギー消費の評価指標として AHU システムでの
一次エネルギー消費量を取り上げ、双方の関係の評価を行った。図 3-11 に結果を示す。 
縦軸が室内環境の悪化の割合を示しており、各組み合わせにおける PPD 平均値を示した
もの、横軸は、同じく各組み合わせの 1 次エネルギー消費量の床面積当たりの平均値を示
している。 
横軸は大きく 4 つに分かれるが、各々人員数想定での値を示しており、左から 8、16、
24、32 人であり、各人数では各縦の線グラフが左へ行くほど、省エネルギー性が高い。完
全拡散（R=1.0）、除湿制御有の場合（左上）は、C1（基準）に対し、各改善ケースとも PPD
平均値の低減が可能であり、在席人数に関係無く 10%程度（奨励範囲内）となる。 
半拡散（R=0.5）、除湿制御有の場合（右上）は、人員数が小さくなると PPD 平均値の分
布が大きくバラツキ、基準 C1 に対し、C3→C5→C2→C6 の順に改善される。 
完全拡散（R=1.0）、除湿制御無の場合（左下）も PPD 平均値の範囲が広がり、C6→C3・
C5・C2→C4 の順に改善される。給気温度差が確保されている C4 は、除湿制御有と比べ大
きな変化はないが、他のケースは影響を受ける。 
エネルギー消費量は C5・C2 が基準 C1 に比べて増傾向、C6・C4・C3 が減傾向となる。人
員数が増えると C5 がやや増傾向を示す。半拡散（R=0.5）、除湿制御無の場合（右下）は、
人員数の少ない側では、PPD 平均値は C3・C5→C2→C6 の順に改善され、エネルギー消費量
は C5・C2 が基準 C1 に比べて増傾向、C6・C4・C3 が減傾向となる特徴は、除湿制御有と同
様となる。 
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3.5.考察 
表 3-6に提案した各種改善手法の評価一覧の比較を示す。 
先ず、室内環境性能の視点から、除湿を確実行うことが重要となる。その上で、本研究
のテーマである内部発熱の偏在化への対応として、特に VAV ゾーン内で半拡散条件（スパ
ン間で内部発熱の偏在化を考慮する場合）で効果のある手法の採用、且つ省エネルギー性
能で優れる手法の採用が望ましい。 
在席人数によって給気温度設定の際の重みを考慮する C2 では、室内環境性能に関して
は、半拡散条件でも改善効果は優れているが、在席人数が少ないゾーンでの冷やしすぎに
より、省エネルギー性能で劣る結果となる。 
不在ゾーンで VAV を閉鎖する C3 は、室内環境性能で半拡散条件でやや劣る結果となる
が、不在ゾーンでの給気停止による搬送動力の低減による省エネルギー性能は優れている。 
一方、C4 は半拡散条件では、在席人数が少なく負荷が小さい場合でも給気温度差が確保
されるが故、給気風量が極端に小さくなり、負荷偏差大となるスパンで室温偏差が大きく
なり室内環境が悪化する傾向が強まるり、室内環境性能としては、大きく劣る結果となる。  
更に低風量域まで風量を絞る機構を実現させるためには騒音や気流分布の問題の克服
も必要であり、搬送動力低減として、省エネルギー性能は優れているが、実用化に向けて
は課題が多く、採用は奨励できない。 
VAV の風量制御を大きい側に改善する C5 は、半拡散条件では、室内環境性能の大きな改
善は期待できず、且つ風量増による搬送エネルギー増により、省エネルギー性能で劣る結
果となる。 
最後に、半拡散条件で、室内環境性能で効果が期待される C6 では、スパンスケールで
ON/OFF ではあるが、在不在への追従性が期待でき、且つ給気風量の低減も期待できる。但
し、スパン単位で室温の把握が必要であり、不在スパンを除外した VAV ゾーン内の平均室
温による給気温度設定制御への反映が必要となるが温度センサー設置単位の細分化は技術
的には実現可能と考えられる。 
また、C6 は、AHU から VAV、制気口へとスケールが小さくなるほど、床面積当たりの給
気風量設計原単位を大きくする、「末広がり型」の容量設定を行い、搬送動力削減を狙って
いる点に特徴であり、内部発熱の偏在化に対応しつつ、部分負荷制御の効率化を進めるた
めの重要な設計思想といえる。 
以上、室内環境性能と省エネルギー性能の 2 軸評価では、各々で相反する結果が含まれ
ることになり、総合的な評価としては、室内環境性能では半拡散条件で劣らない（▲以外）
こと、且つ省エネルギー性能において、同様に劣らない（▲以外）ことの双方が改善提案
として奨励される手法となる。 
結果、負荷偏在化に強い設計手法として期待できる改善手法は、除湿を確実に行った上
で、C3、C6 による不在ゾーンや不在スパンでの給気停止や風量減対策および各スケールに
応じた容量（風量）設定の工夫を行うことが有効となる。  
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表 3-6 内部発熱の偏在化への対応手法のまとめと評価 
（◎：特に優れている ○：優れている △：やや劣る ▲：劣る） 
                                    
共通 ◎ 除湿により増となるが適正範囲内は必要 ○
予冷コイルやコイルバイパス等、既
に開発技術の利用が可能 ◎ 採
C4には劣るが、改善効果
は期待できる。 ○
半拡散の場合でも一定の
効果は期待できる。
C3：VAV
閉鎖
C2とほぼ同様の改善効果
が得られる。 ○
VAVゾーン単位での開閉
なので、C2の人員数に比
べ精度が落ちる。
△ 風量減となるため減方向 ○
元々VAVは全閉機能を有しているた
め、人感センサーとの組み合わせで
実現可能。
○ 採
理想的な制御が可能
給気温度差も確保可能
C5:VAV
風量増 理想的な制御が可能 ◎
C3とほぼ同様の効果が得
られる △ 搬送動力が増傾向 ▲
VAV以降の機器・ダクト等の容量が
増。技術的には可能 ○
省エネルギー性
能が劣る 否
C6:制気口閉
C2、C3と同程度の効果不
在スパン給気口閉により、
風量の制御範囲が広くな
り、一部追従が厳しい
○ 不在スパンが多い在席数が小さい方が効果が高い。 ◎
風量減となるため減方
向 ○
同上。AHUの容量減にてバランスを
とる必要がある。ピーク負荷対応の
ため、低温送風が必要。スパン毎に
室温センサーの設置が必要となる。
技術的には可能。
○ 採
総合評価
省エネルギー性
能が劣る 否
室 内 環境 性能
（半拡散条 件）
が劣る
否
○
VAVゾーン内の在席人が負荷に比例するため、負荷偏在
化への追従性は高い。
C4：VAV
風量下限 ◎
人員数が少ないと極端に
熱環境が悪化する ▲
搬送動力を大幅に削減
可能 ◎
風量を絞る際の騒音の問題、気流分
布等、実現には技術的課題が残る ▲
人感センサーとの組み合わせで実現
の可能性は高い。投票式給気温度
決定法における重みをVAVゾーン
の在席人数により行う。
負荷偏在化により、給気温度差が確保できないC2、C3、
C5、C6では、外気の適正な除湿が室内熱環境の適正化に
は必須
C2：給気
重み ○
在席数の多いゾーンを
優先、一部、冷やしすぎ
のゾーンが出てくるため
増方向
▲
室内環境性能（偏在化への対応の程度） 省エネルギー性能 その他課題等・解決策完全拡散の場合 半拡散の場合
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3.6.結論 
事務所用途で採用の多い単一ダクト VAV 空調方式を対象にワークプレイスにおける在不
在の組み合わせを想定し、内部発熱偏在化を考慮したシミュレーションを行った。特に在
席率が低くなる場合の室内熱環境および空調エネルギー消費量に与える影響に関して検
討を行い、改善方法の提案とその効果を把握して評価を行った。 
以下に得られた知見を示す。 
 
① 負荷偏在化により、特に負荷が少ない不在スパンやゾーンの影響で給気温度差が確保で
きないため、給気温度が上昇し、結果、除湿効果が落ちることが予想される。適正に外
気の除湿が出来るシステムを組むことが望ましい。その上で、負荷の偏在化に対応でき
る手法を導入すべき考えを示した。 
② ワークプレイスでは内部発熱は主に在席人数に比例する傾向が予想されるため、在席人
数に比例した給気温度決定時の重み付けは、室内熱環境面で、半拡散条件での偏在化へ
の対応として効果が期待できる（但し、搬送エネルギー減は期待できない。）ことを示し
た。 
③ 一方で、可変風量装置（VAV）の最小風量設定は、不在スパンやゾーンでの無駄な送風
による搬送動力増にも影響していることから、在不在で給気の ON/OFF を行う等の風量制
御上の工夫は室内熱環境および省エネルギーの両面で効果が期待できることを示した。 
④ また、風量制御のレンジを拡大する工夫は、制御範囲が広がるため、偏在化への改善が
期待できる。但し風量制御レンジを減方向に拡大する工夫は、半拡散条件では給気温度
差が常に確保できるため在席人数が少ない場合に給気風量が極端に小さくなり、負荷が
大きいスパンで室内環境が悪化する危険がある。また、風量制御を低負荷領域でもリニ
アに行うに当たり、空気質や絞った状態での騒音問題など熱環境や省エネルギー以外の
分野で実用化に向けては課題が残る。風量制御レンジを増方向に拡大する工夫は、在席
人数が大きくなると風量増傾向となり、搬送エネルギーの増大に繋がるデメリットがあ
ることを示した。 
⑤ VAV ゾーン内スパン間での偏差が生じ、完全拡散にならない場合は、在席人数でその偏
差を給気温度補正の際に反映させるか、スパン単位で給気の停止を行うことが、偏在化
対応としては効果的となることを示した。 
⑥ 空調機から VAV、制気口へとスケールが小さくなるほど、床面積当たりの給気風量設計
原単位を大きくする（逆の表現では、対象スケールが大きくなるほど絞る）、「末広がり
型」の容量設定は内部発熱の偏在化に対応しつつ、部分負荷制御の効率化（搬送系の省
エネルギー推進）を進めること出来る手法であることを示した。 
 
 
 
第 3 章 内部発熱の偏在化に対応した空調システム改善提案の検討 
 
 
79 
 
あわせて、偏在化への対応等の検討を進める上での各種課題を以下に列記する。 
 
⑦ 本検討で対象としている WP のモデルでは、ブース部分のみとしているが、実際の WP
では、通路や打ち合わせコーナーなど多様な用途を含む構成となっている。特に、一般
的な人員密度の定格値から考えると本モデルはやや人員密度が高く、前述した他の用途
も含め、実際に近いモデルでの検討への展開が必要となる。 
⑧ 計算法に関しては、本検討では単純な熱回路網モデルによる定常計算法であること、ま
た VAV ゾーン間での熱移動は考慮しておらず、全般的に室温偏差が過大に評価されるこ
とが課題として挙げられる。計算モデルの改造等による PMV や PPD の数値の精度向上が
課題といえる。 
⑨ 居住域の気流の状況に関しては、本検討では一次空気が直接、居住域に到達しないこと
を前提として、給気風量によらず一定と想定したが、実際は、定格風量の 30%～100%とそ
の変化の幅は大きく、居住域の気流分布にも影響を及ぼしていることが考えられる。気
流分布の考慮は、⑧に示す計算精度の向上にも必要な内容と考える。 
 
 最後に、アンビエント空調としての VAV システムでカバーできる範囲は、制気口の設計
によるスパンスケール迄であり、且つ開閉程度の簡易的な動作までが現実的な対応と思わ
れる。偏在化対応をさらに改善し、個人個人の快適性や満足度を高めていくためには、パ
ーソナルな空調システムとの組み合わせが必須となる。前述したように、計算精度に改善
点はあるが、これらパーソナル空調への展開を考える基盤となるアンビエント空調システ
ムの問題点の把握、各種改善の可能性に関して、一定の知見を得ることが出来たと考える。 
 
【補足】予冷コイル方式による除湿制御の設定について 
AHU に関しては、付図-1 に示す様、給気および還気ファンによる 2 ファン方式とし、予
冷コイルを給気ファンの外気側に追加設置し、外気を過冷却（15～16℃）するモデルとし
た。予冷コイルの静圧が増となるが、本冷コイルの容量減による静圧減と相殺されるため、
予冷コイルによる搬送動力増は見込まない設定とした。（除湿制御無の AHU との違いは、予
冷コイルの有無のみ） 
また、在室人数に比例した CO2 制御による外気可変導入を想定し、外気、排気・還気部
分に可変風量ダンパの設置を想定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P
C
C
C
給気 
(18℃) 
還気 
(28℃) 
外気 
(34℃) 
排気 
給気 F 
還気 F 
還気ﾀﾞﾝﾊﾟ 
外気ﾀﾞﾝﾊﾟ 
排気ﾀﾞﾝﾊﾟ 
本冷ｺｲﾙ 予冷ｺｲﾙ 
(16℃) 
付図-1 除湿制御有の場合の AHU 構成概要 
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第 4章 汎用性に配慮したタスク空調システムの設計概要と基本性
能の検証 
 
はじめに 
オフィスビルの空調には、執務環境の快適性向上と地球環境に配慮した省エネルギー推
進の両立が求められおり、こうした背景から、最近では、よりパーソナル化を進展させて
個人を対象に「快適性」を維持する「タスク空調」と、それ以外のゾーンは「省エネルギ
ー性」を重視する「アンビエント空調」を組み合わせ、より効率化を図ったタスク＆アン
ビエント空調方式への期待が高まっており、様々な方式が考案され、基礎的な研究も進ん
でいる。 
一方、空調機サイズや機械室スペース、吹出口のレイアウト計画などの建築計画への影
響も極めて大きく、こうした条件に配慮した上で、実現可能な実務的な側面からタスク＆
アンビエント空調方式を検討することも必要であり、実際の建物への導入を前提とした各
種研究や開発、そして実際に導入したシステムの特徴や効果などの情報を蓄積することも
重要な課題といえる。 
本章では、空調システムを構成する機器等のうち、空間スケールとしては最も小さな単
位となる個々人を対象としたパーソナルな空調システムを対象として、実際のオフィスビ
ルに導入したタスク＆アンビエント空調方式の全体概要およびタスク空調システムに関し
ての設計段階と竣工後の実建物での双方の性能検証の結果について示す。 
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4.1.既往研究の概要 
タスク＆アンビエント空調方式に関する研究は、被験者実験やサーマルマネキンを用い
て、在室者に与える生理的影響、心理的影響を明らかにしようとする基礎的研究が中心と
なり行われてきた。 
 李ら 1)は、机下に付加する等温気流型ユニットを用いサーマルマネキンおよび被験者実
験を行い、等温気流でも冷却効果が得られることや被験者に気流調整を可能とさせる仕組
みが重要と提案している。 
 秋元ら 2)、3)は、既製品である PEM(Personal Environmental Module)を用い、被験者実験
により、タスク＆アンビエント空調方式の有効性を示している。加藤ら 4)は、従来のタス
ク空調が人体局部のスポットクーリングを目的とした方式であるのに対し、より広い範囲
でタスク空調を行う、ワイドカバー型を提案し、熱的中立状態以降に使うなど、各々の状
態で適した使い方があることを提案している。 
 一方、実大建物を対象としたタスク＆アンビエント空調方式の研究に関しては、橘ら 5)
が、既往技術である全面床吹出し空調に付加するパーソナル用床吹出口を開発、また、仁
志出ら 6)、三浦ら 7)は、天井吹出方式をベースとしたタスク＆アンビエント空調方式の提
案を行っているが、いずれも実験的に限定された導入事例である。 
 以上に示す様、タスク＆アンビエント空調に関しては、研究室実験や限定的な導入事例
によりその特徴や機能を明らかにしようとする研究が主流となっている。一方で、実際の
建物への導入を前提として、従来、採用されている汎用的な空調システムと連携したタス
ク空調の提案や実際のワークプレイスでの執務者がどのような使い方をするか等の調査・
分析を行った事例は、未だ少ない状況にある。 
以上の背景から、筆者らは、従来技術である加圧式の床吹出空調方式を採用したオフィ
スビルの設計において、家具であるパーティションに設置したタスク吹出口を用いたタス
ク＆アンビエント空調方式に関して、その設計・施工・開発に際して検討したモックアッ
プによる性能検証および竣工後の実建物における各種性能検証、快適性および知的生産性
に関する調査を行った。 
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4.2.研究の対象とする建物の概要 
4.2.1. 建築・設備設計概要 
 表 4-1 に、本研究の対象とするタスク空調システムが導入されている建物の建築および
設備計画の概要を示す。 
延べ床面積、約 20,000 ㎡、地上 4 階・地下 1 階建ての中規模中層の本社機能を備えた
事務所ビルである。熱源システムは、ブラインターボ冷凍機による氷蓄熱システムとガス
焚き冷温水発生機を組み合わせた中央熱源方式を採用しており、後述する各階設置の床吹
出空調機へ年間冷水と冬期の温水を供給する 4 管方式を採用している。 
建物内観・外観を写真 4-1に、図 4-1 に基準階平面図および空調システムの平面計画を
示す。タスク空調を導入した基準階平面は、東西に各々約 40m×40m、床面積 1,500 ㎡に及
ぶ間仕切り壁や柱の無い大平面形状のワークプレイスを計画している。 
40m 近い無柱空間を構造的に成立させるため、ボイドスラブを用いた計画となっており、
このボイドスラブが、後述するよう、空調計画とも関連し、この建物の特徴の一つとなっ
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 4-1 建物内観（左）・外観(右) 
用途 事務所
建築面積 4,782㎡
延べ床面積 19,169㎡
階数 地下1階　地上4階　塔屋1階
最高高さ 25.81m
構造 SRC造（免震構造）
熱源方式 ブラインターボ＋氷蓄熱＋ガス冷温水発生機
加圧式床吹出空調方式（外気冷房、全熱交換器）
ダブルスキンによるペリメータレス
受電方式 高圧受電（本線・予備線２回線）
給排水方式 県水、井水、雨水再利用、CO2給湯
建
築
概
要
設
備
概
要
空調方式
表 4-1 建築・設備設計概要 8) 
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図 4-2 に建物断面パースを示す。中央にはアトリウムが計画されており、1 から 4 階の
各ワークプレイスが、このアトリウムを介して連結されていて、建物全体が空間的には一
体化した特徴を持つ。 
ワークプレイス内部は、天井懐がなく、上階の床スラブが下階では、天井の役割をして
いる。従って、天井高さも、通常の事務室空間が 2,700～2,900mm 程度に対して、本計画で
は、3,600～4,000mm と非常に高くなっている。 
図 4-1に示すように、外皮計画に関しては、南北面は全面ガラスファサードとし、眺望
と採光に配慮した計画になっており、熱負荷抑制および窓周りの熱環境改善の視点から、
ダブルスキンを採用するとともに、側近のペリメータゾーンは、通路空間と位置づけ、熱
的な緩衝ゾーンを計画している。東西に関しては、機械室等のコアを多数配置して、熱負
荷低減を図っている。 
 以上、外皮からの熱負荷の影響を出来るだけ緩和し、インテリアゾーンへ影響を及ぼさ
ないように配慮した計画となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
階段３ 階段２
吹抜
階段
自販機
打合せ
コーナー
リフレッシュ
スペース
ﾜｲﾔﾘﾝｸﾞ
ｸﾛｰｾﾞｯﾄ１
倉庫１
ﾜｲﾔﾘﾝｸﾞ
ｸﾛｰｾﾞｯﾄ2
倉庫2
PS
倉庫
SS
SS
SS
SS
SS
会議室１
人荷用
EV
メインアイル
メインアイル
会議室２
メインアイル
メインアイル
廊下
機械室７ 機械室５
EPS+PS
機械室４
女子
WC
男子
WC
給湯室
廊下
１
人荷用
EV附室
乗用EV
喫煙
･休憩室
廊下
２
階段１
機械室８ 機械室６
喫煙
･休憩室
機械室３
PS
EPS３
EPS１
機械室２
機械室１
EPS２
EPS６ EPS４
EPS７ EPS５
図 4-1 平面計画と空調システム概要 
図 4-2 断面パース 
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4.2.2.空調設備計画の概要 
空調設備計画に関しては、外皮にダブルスキンを計画していることからペリメータレス
方式として、ペリメータ専用の空調機は設置せず、インテリア空調機のみで対応している。  
図 4-1の右側に、空調システムの平面ゾーニングを示す。高天井＋大空間のワークプレ
イスに対して、居住域空調を意図した加圧式床吹出空調をベースの空調システムとして計
画している。片側約 1,500 ㎡の空間を 4 分割し、4 台の空調機を設置している。 
 一台の空調機が、約 375 ㎡程度を受け持つが、更に個人の空調ニーズにきめ細かに対応
するために、家具であるパーティションから空調空気の給気が個人個人で可能なタスク空
調システムを導入している。タスク吹出口は、2～4F のワークプレイス約 7,500 ㎡に約
700set 導入している。次に、空調システムフローを図 4-3 に示す。  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
気化式加湿器 
還気ファン（INV） 
外気 VAV 
プレフィルタ 
給気ファン（INV） 
冷却コイル 
排気 VAV 全熱交換器 
加熱コイル 電気集塵機 
予冷コイル 
MD 
MD 
MD 
MD 
躯体蓄熱 
SA ダクト 
通常床吹 
SA ダクト 
非居住域 
ボイドスラブ（天井）
タスク吹出口 
床吹出口 
自然換気口 
居住域 
図 4-3 空調システム概要 
 【空調システムの概要】 
1) 風量制御：外気 VAV 及び排気 VAV によるエアバランス制御、床下～室内差圧による給気風量制御、
ペリメータ、アトリウム部分の可変風量型床吹出口による吹出風量制御 
2) 温度制御：予冷コイルによる外気除湿、室内温度による給気温度リセット制御 
3) 湿度制御：気化式加湿器による加湿、予冷コイルによる除湿制御 
4) 外気取入制御：外気状態に応じ、外気及び排気ダクトの MD の切り替えによりクールピット／屋上
での外気取入ルートを変更 
5) 熱回収制御：全熱交換器による排熱回収制御 
6) 外気冷房制御：外気風量可変による外気冷房制御 
7) 躯体蓄熱制御：MD により給気／還気ルートを切り替え、躯体蓄熱を行なう 
8) その他：予冷予熱（最適起動）制御 
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空調機は、床吹出空調により、冷房時の給気温度を 19～20℃程度と高めに運用しなけれ
ばならない制約上、除湿を確実に行うため、外気側に予冷コイルを設置し、給気温度調整
用の冷却コイル、暖房時の加熱コイル、気化式加湿器、室内からの排気からの熱回収を行
う全熱交換器から構成される。 
 また、本計画では、ボイドスラブを用いた躯体蓄熱システムを導入しているため、給気
および還気ダクトにモーターダンパー（MD）が設置してあり、昼夜で切り替えて運用して
いる。通常空調（昼間）時は、空調機からの給気をフリーアクセスフロア内経由で、床面
に設置した吹出口およびパーティションを経由したタスク吹出口から空調空気を吹き出す。 
これら給気の駆動力は、床下～室内の差圧を用いており、各吹出口には、ファン等は設
置されておらず、空調機の動力のみで行っている。 
給気風量の制御に関しては、床下～室内の差圧を計測し、床下と室内の温度差に応じた
差圧設定値を満足するように、給気ファンおよび還気ファンのインバータによる回転数制
御を行っている。還気は、ボイドスラブ部分を経由して、空調機に戻る計画としている。
（空調機の制御項目詳細に関しては、図 4-3 を参照） 
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4.3.タスク＆アンビエント空調システムの計画概要 
4.3.1. 空調ゾーニングの考え方 
 次に、タスク＆アンビエントの思想に基づいた空調ゾーニングの考え方を示す。図 4-1
に示すよう平面的には、片側 4 台の空調機によりゾーニングされているが、各空調機 1 台
が受け持つ空間は、図 4-4に示すよう、タスク＆アンビエントの思想に基づき、更に複数
のゾーンを想定した空調ゾーニングの考え方を導入している。 
先ず、外乱の影響を受けやすいペリメータゾーンは、ダブルスキンによる断熱および日
射遮蔽性能の向上に加え、ペリメータ部分を通路（幅約 4,000mm）と位置付け、熱緩衝（ペ
リメータバッファー）ゾーンを設けることで、インテリアゾーンへの影響の低減を図って
いる。 
次に、インテリアゾーンは、加圧式床吹出空調方式により、FL～FL+1,700mm 程度を対象
とした居住域と FL+1,700mm 以上の非居住域とに、上下方向への分割（ゾーニング）を想定
している。 
 更に、居住域部分は、フリーアクセスフロアに設置された床吹出口からの旋回流による
主に通路部分などのアンビエント空調とパーティションで仕切られたブース内部で局所的
に空調を行うため、パーティションに設置した吹出口からのタスク空調とに分割して、タ
スク＆アンビエント空調システムにおける空調ゾーニングを構成している。 
図 4-5にブース部分のタスク＆アンビエント空調システムの概要を、図 4-6に同じくブ
ース部分の平面レイアウトを示す。アンビエント域の床吹出口は、2 人/個の配置（4 人ブ
ースに 2 個、100[m3/(h・個)]）とし、タスク吹出口は 1 人/個（25[m3/(h・個)]）として
いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-4 空調ゾーニングの考え方 
【ペリバッファゾーン】
東西の執務空間をつなぐ主要動線（メインアイル）と位置
づけ、ペリメータ部の温熱環境要求条件を緩和している。
【非居住域】
高天井空間であるため、FL＋1.7mH以上の領域は、天井
面での照明発熱や居住域の熱負荷対流により温度成層
化が形成される空間としている。
【アンビエント空調】
加圧式床吹出し空調方式を全面的に採用している。通路
部を中心に床吹出し口を設置し、空間全体の居住域を対
象に空調制御を行っている。
【タスク空調】
加圧式床吹出し空調を利用して、タスク域（デスク上の
作業域）を個人の好みに応じて調整可能なスポット空調
（タスク空調システム）を導入した。
非
居
住
域メインアイル（ペリバッファーゾーン）
FL
＋
1.7
m
居
住
域
約4.0m
第 4 章 汎用性に配慮したタスク空調システムの設計概要と基本性能の検証 
 
 
90 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-6 ブースレイアウト 
図 4-5 M 社タスク＆アンビエント空調概要 
[mm] 
[mm] 
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4.3.2.オフィスレイアウトと空調システムの融合・一体化 
 本計画におけるタスク空調はフリーアクセスフロアからの給気をパーティション経由で
ブース内まで供給する空調流路を確保し個別に動力を必要としないシステムを構築してい
るためオフィスのレイアウト変更（パーティションの付け替え等）への対応が必要となる。  
これらタスク空調の流路の変更を行わずオフィスレイアウト変更へ対応できる仕組み
を実現させることが必須条件と考えた。 
具体的には、ユニバーサルオフィスレイアウトの設計思想に基づきブース等のオフィス
レイアウトの計画を行うことで、解決を図っている。ユニバーサルオフィスレイアウトの
概念を図 4-7に示す。 
これは、床に対して固定されるパーティションと移動可能なパーティションとを明確に
区別して、基本ブースを構成し、基本ブース内での移動可能なパーティションを利用して
様々なブースパターンへ対応できる効率的な家具配置計画である。 
従って、固定されるパーティションにタスク吹出口を設置することで、レイアウト変更
に於いても影響を受けることなく運用が可能となっている。空調以外にも、フリーアクセ
スフロア内から、電源や LAN などの電源・通信系インフラを机上へ持っていくルートにも
なっており、固定されるパーティションは、設備パネルとしての機能を担っている。 
こうした工夫により、空調とオフィスレイアウト・家具との一体化を図ったタスク空調
システムを実現している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
固定パネル部分
 
 
 
可動パーティション 
固定パーティション 
 
 
設備パネル 
（吹出口・コンセント） 
可動パーティ
ション 
（吹出口・コン
図 4-7 ユニバーサルオフィスレイアウトの概要 
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4.3.3.タスク吹出口の概要と機能 
図 4-8にタスク吹出口の概要を、写真 4-2にブース内のパーティションに設置したタス
ク吹出口の外観を示す。 
タスク吹出口本体には、手動にて可動できる風向調整ベーン（羽根）が設置されており、
正面風向以外に左右へ風向を変更することが可能となっている。但し、一度羽根の角度を
変更すると、特殊な工具がないと角度変更が出来ない。これは、床に対して固定されるパ
ーティションのみにタスク吹出口が設置できるため、着席時の作業位置との関係で風向調
整が必要と考えた。また、吹出面と反対のパーティションの内部に面する部分には、複数
の矩形の開口が空いたスライドシャッターが 2 枚、設置してあり、一枚は本体に固定され
ているが、もう一枚は、左右へ開度調整金具により、スライドさせることが出来る構造と
なっている。このスライド幅を調整することで、スライドシャッターの矩形開口面積の大
きさを調整し、任意の風量に手動にて調整できるよう工夫されている。開口面積は定格風
量 25m3/(m2・h)で吹出気流速が概ね 1.0m/s となるよう設計している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｽﾗｲﾄﾞｼｬｯﾀｰ開口部
写真 4-2 タスク吹出口外観 
235
12
0
開度調整金具
風向調整ベーン
ｽﾗｲﾄﾞｼｬｯﾀｰ
ﾊﾟｰﾃｨｰｼｮﾝ内部
図 4-8 タスク吹出口の概要 
[mm] 
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4.4.モックアップによるタスク空調の性能評価 
4.4.1 目的 
 床吹出空調システムと連携したタスク空調システムの性能評価を行うに際し、実際のブ
ースレイアウトを模したモックアップを製作し、主にタスク吹出口の性能評価を行った。 
  
4.4.2 実験概要 
 K 社環境試験室内にモックアップを設置して実験を行った。試験室内代表点をアンビエ
ント温度と想定し、通常の夏期設定温度である 26℃より高めとし約 28℃とした。タスク吹
出温度は約 20℃、差圧設定は床吹出空調での代表的な設定値(15Pa、10Pa)を用いた。吹出
気流速は、各ケースとも 1.0～1.4m/s 程度と比較的緩やかに吹出す想定としている。（表
4-2） 
図 4-9にブース一箇所を模したモックアップの概要および計測概要を示す。タスク吹出
口は、FL+950mm の高さに設置してあり、ベーン角度 0 度で正面、A 点方向へ、45 度で、D
点方向に吹き出す。温度および気流の測定ポイントは、座席周りを中心に、A～D の 4 ポイ
ント、高さ方向へ、FL+400mm（脚部・机下）、FL+800mm（胸部・机上）、FL+1,200mm（頭部・
机上）の、合計 12 ポイントとした。 
なお、計測は、無人（着席無）の状態で行ったため、人体からの発熱等の影響は反映さ
れていない。差圧設定は、接続チャンバー内とタスク吹出口部分で計測し、各ケースで表
4-2 に示す設定値になるように、実験用空調機の風量を調整した。タスク吹出口の風量は、
平面的に 4 ポイントの風速を計測し、平均値を有効開口面積に乗じることで求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a01 a02 a03 b01
ｱﾝﾋﾞｴﾝﾄ温度 27.3℃ 27.3℃ 27.2℃ 27.4℃
床下給気温度 19.3℃ 19.3℃ 19.2℃ 19.3℃
タスク吹出温度 20.1℃ 20.0℃ 20.0℃ 19.9℃
床下との差圧 15Pa 15Pa 15Pa 10Pa
タスク吹出気流 1.45m/s 1.41m/s 1.04m/s 1.05m/s
タスク給気風量 35.0m3/h 34.0m3/h 25.0m3/h 25.4m3/h
ｼｬｯﾀｰ開度 100% 100% 50% 100%
ﾍﾞｰﾝ角度 0° 45° 0° 0°
表 4-2 実験条件・ケース設定 
※]ベーン開度 0°は、図 4-9（平面図）の吹出口 A 方向を、45°は D 方向を示す。 
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図 4-9 実験計測点概要（上：平面図、下：断面図・計測概要） 
１）空気温度：Ｔ型熱電対（素線径 0.2mm） 
２）表面温度：Ｔ型熱電対（素線径 0.2mm 先端 100mm むき出し） 
３）グローブ球温度：グローブ球 150φ＋Ｔ型熱電対（素線径 0.2mm） 
４）風速：超音波三次元風速計（カイジョーWA-390） 
５）風量：オリフィス（東京メータ）＋微差圧計（セトラ MODEL264） 
６）吹出圧損：微差圧計（セトラ MODEL264） 
[mm] 
[mm] 
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4.4.3.実験結果 
①温度分布(図 4-10) 
 各ケースとも高さ方向では、FL+800mm（胸部高）で吹出気流の軸線に近いポイントでは
26℃程度となっており、他のポイントでの温度 27～28℃に比べて低く、タスク給気が人体
に当たるときの温度レベルを表していると考えられる。FL+1,200mm のブース上端よりやや
高い位置では気流は届かず、アンビエントで設定した 28℃に近い数値となっている。 
机の下となる FL+400mm 部分は、床下チャンバーの影響（実験用空調機の給気用接続ダ
クトよりのリーク等で温度が低くなっていた）を受けて、低めの温度(約 26℃)で各ケー
ス・各位置（A～D 点）で違いが小さい傾向であった。 
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図 4-10 温度分布 
第 4 章 汎用性に配慮したタスク空調システムの設計概要と基本性能の検証 
 
 
96 
 
②気流分布（図 4-11） 
風速の最大計測点ケース a01(FL+800mm)では A 点で 0.4m/s、ケース a02(FL+800mm)では
B点で0.3m/sと風向調整ベーンの角度にあわせた軸線上のポイント近くとなり風向調整機
能を有していることが確認できた。但しケース a02 は軸線付近の D、C 点での気流も高く気
流が拡散し、各ポイントの風速にばらつきが生じる傾向となった。 
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図 4-11 気流分布 
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③風量調整機能(図 4-11、図 4-12) 
ケース a03 でシャッター開度を 50％に絞ることにより、気流方向軸上(FL+800mm)での風
速は、約 60％（0.39m/s→0.24m/s）に減少し、風量は約 70％に絞られた（35m3/h→25 m3/h）。
ただし、開度 0%時の風量が定格の約 20％とややリークが発生する状況であった。 
 
④供給圧力差による影響（図 4-12） 
本計画でのタスク空調方式は、加圧式床吹出空調を併用していることから、タスク吹出
口からの吹出気流性状は、床下～室内の差圧に影響される。空調システム側の制御で、室
内の代表点の温度と床下代表点の温度差で差圧設定を変更しており、実際の運用では、差
圧が変動することが予想される。 
ケース b01 はこうした状況を想定し、床下との差圧が 15Pa→10Pa に減少すると、それ
に伴い、タスク吹出口からの風量は、約 75％（35 m3/h→25.4 m3/h）に減少するが、最大
気流速度はあまり減少せず（0.39m/s→0.35m/s）、気流感に与える影響は小さいと予想され
た。 
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4.5.実オフィスにおけるタスク空調システムの特性 
4.4 節では、モックアップを用いて各種測定を行い、設計仕様の妥当性の検討を行った。
本節では、竣工後の実オフィスにおいて、加圧式床吹出空調方式と併用したパーティショ
ン型タスク＆アンビエント空調により形成される執務空間の温熱環境特性の把握、および
タスク＆アンビエント空調が被験者の温冷感、快適感、知的生産性に与える影響の検証を
目的とし、実際のオフィスのワークプレイスを対象に各種の性能評価を行った。 
 
4.5.1.サーマルマネキンを用いた性能評価 
①実験概要 
タスク空調システムの特性を把握することを目的とし、2005 年 7 月 31 日（日）と 8 月
6 日（土）に、タスク域の気流速度分布、人体各部位の気流速度測定を実際のワークプレ
イス内のブースにて行った。 
また、タスク気流の当たる環境にサーマルマネキンを曝露し、その応答からタスク＆ア
ンビエント空調が執務者の各部位にどのような熱的影響を及ぼすかを評価した。表 4-3に
測定項目、図 4-13-1、2 にタスク域気流の測定位置・実験風景（ブース全体、タスク吹き
出し口部分）を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
測定目的 測定項目 測定機器 
タスク域における気
流測定 
気流速度（測定位置は図 4-13 参照、
H=800、900、1,100mm） 
KANOMAX 
（MODEL1500） 
温度（ただし H=800、1,100mm） 熱電対+データロガー 
人体位置における
気流測定 
各部位の気流速度 
（顎、胸部、右手のひら、左手の甲) KANOMAXⅡ 
吹出口気流測定 吹出口空気温度 
Thermo Recorder  
RS-11 
吹出気流速度 KANOMAXⅡ 
人体各部位の 
環境温度測定 
各部位表面皮膚温 
各部位顕熱損失量 サーマルマネキン 
 
表 4-3 測定項目 
図 4-13-1 タスク域気流測定位置・実験風景（ブース全体） 
Data Loger 
800mm 
1,100mm 
900mm 
KANOMAX (MODEL1500) [mm] 
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各気流測定は、吹出口開閉率 100%、75%、50%、25%、0%の 5 段階にて行った。タスク域
気流測定は、図 4-13-1 に示した A～D、4 点の床上高さ H=800、900、1,100mm における吹
出風向 0°、45°の気流速度・温度分布を測定した。 
図 4-14 に人体各部位気流速度測定位置および測定風景を示す。人体各部位気流測定は、
サーマルマネキンを使用することで人体発熱を模擬し、顎、胸部、右手、左手の部位にお
いて吹出風向 0°、人体方向、45°の気流速度を測定した。 
さらにサーマルマネキンを、雰囲気温度 28℃、風向人体方向、吹出口開閉率 100%、0%
の 2 条件の環境に定常となるまで曝露して人体各部位の等価温度の比較を行った。 
着衣量は女性の一般的な夏季オフィスでの着衣を想定して 0.4clo とし、各部位の表面
皮膚温、顕熱損失量を測定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-14 人体各部位気流速度測定位置および測定風景 
Data Logger 
サーマルマネキン 
左手の甲 
右手のひら 
胸部 
顎 
図 4-13-2 タスク域気流測定位置・実験風景（タスク吹き出し口部分） 
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②実験結果 
1)タスク域気流および温度測定 
図 4-15 にタスク域気流速度および空気温度分布を示す。風向 0°、45°に共通して、ど
の高さにおいても気流方向軸線上の測定点で他方向よりも高い気流速度となり、特に吹出
口と同じ高さである H=900mm において気流速度が高くなった。 
前述したモックアップ実験と比較すると、風向 0°（a01、a03、b01）の時は、A 点 H=800mm
がいずれのケースでも他のポイントに比べて気流速が高くなる傾向（図 4-11）にあり、本
実験においても、A 点、H=800～900mm が、他のポイントより気流速が高くなるという傾向
（図 4-15上段左）が一致した。 
A 点の気流速は、モックアップ実験（b01：全開、差圧 10Pa）では、0.35m/s、本実験（全
開、差圧 10Pa）では高さ方向 800 および 900mm のやや広い範囲にかけて拡散して分布して
いるため、0.23m/s と低めとなった。 
風向 45°(図 4-11、a02)の時は、モックアップ実験では B、D、C 点 H=800mm で気流速が
高く（1.5～3.0m/s）、やや拡散傾向にあったが、本実験では D 点、H=900mm が他のポイン
トに比べて、ピンポイントで気流速が高くなる傾向（図 4-15 上段右、0.32m/s）となり、
風向調整ベーンによる気流調整がモックアップ実験に比べ、より明確に機能する結果とな
った。 
以上、実オフィスにおいても風向調整ベーンにより、気流方向の変更が可能であり、着
席時の作業位置の違いへの対応が期待できることを確認した。また、本実験における人体
周りの空気温度に関しては、概ね 27～28℃に分布しており、風向 0°時、A 点、風向 45°
時、D 点、高さ 800～900mm といったタスク空調からの気流の影響を受けやすいポント付近
では、他のポイントより低い温度となっている。タスク給気温度は、概ね 25～26℃であり、
対象となる空調エリア内の負荷が小さく、モックアップ実験に比べて給気温度が高めとな
った。（図 4-15、中、下段） 
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図 4-15 タスク域気流速度・温度分布 
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2)人体各部位気流測定 
 次に、サーマルマネキンを C 点に着座させ、タスクからの気流風向を変更して、人体各
部へ到達する気流速を計測した。図 4-16 に各部位気流速度分布を示す。 
各風向時において同様の傾向がみられた。シャッター開閉率に関わらず、胸部において
高い気流速度となり、右手のひらには気流がほとんど到達しなかった。最大気流速度は風
向人体方向における胸部の 0.38m/s であった。 
風向が 0°、人体方向においてはシャッター開閉率を大きくするにつれ気流速度が高く
なる傾向がみられた。0°ではやや拡散性がみられたが、人体方向では胸部に集中的に気流
が当たっていた。シャッター開閉率 0%時の気流速度は各測定点で差異がみられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3)環境温度測定 
表 4-4 にサーマルマネキン曝露時におけるタスク気流条件と室内環境の温湿度を示す。
タスク気流 on（人体方向・シャッター開閉率 100%）、off 条件（シャッター開閉率 0%）で
暴露環境の差はほとんどみられなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-4 タスク気流条件および室内温湿度条件 
※]実測時の、BEMS による空調制御データを示す。 
タスク気流
条件
シャッター
開閉率
タスク給気
風速
タスク給気
温度
室内
温度※]
室内
湿度※]
給気
差圧※]
on 100% 1.12m/s 26.0℃ 27.5℃ 49% 11.2Pa
off 0% - - 27.5℃ 48% 10.1Pa
吹出口開閉率[%] 
図 4-16 各部位気流速度分布 
風向 0° 風向 45° 人体方向 
0 25 50 100 75 0 25 50 100 75 0 25 50 100 75 
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4)等価温度 9)の評価 
等価温度は、熱損失に基づく環境温度である。本研究では、タスク気流を使用すること
による不均一性（冷却効果）を評価できる指標として用いた。 
人体部位 i の等価温度 teq,iは以下の式(4-1)で求めることができる。 
 
teq,i=ts,i - 0.155 ( Icl,i + Ia,i / fcl,i ) Qt,i ・・・・・・・・・・・・・・・ 式(4-1) 
  
 
 
 
 
 
サーマルマネキンにより算出される椅座時皮膚表面熱抵抗値は、着衣の種類以外にもサ
ーマルマネキンの体位や測定時に用いる椅子により異なる。本実験では、椅座時皮膚表面
熱抵抗値を算出するのに必要な実測時に用いた椅子および実測時のような体位における裸
体時のサーマルマネキンの各部位表面皮膚温度、各部位顕熱損失量を計測していなかった
ため、実験室において裸体のサーマルマネキンを籐製のメッシュの椅子に座らせ計測した
時のデータを用いた。また、「タスク気流なし」の時の定常状態におけるサーマルマネキン
のデータを用いることで、本実験で使用した着衣および椅子を総合した着衣熱抵抗値（Icl）
を算出した。この着衣熱抵抗値にサーマルマネキン裸体時の熱抵抗値(Ia/fcl)を加味し、椅
座時皮膚表面熱抵抗値を算出した。図 4-17 に、Icl、Ia、fclの数値を示す。 
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注] i は各部位を表す。 
 Ia,i：部位 i の裸体時皮膚表面熱抵抗値[clo] 
Icl,i：部位 i の基礎着衣熱抵抗値[clo] 
fcl,i：部位 i の着衣面積比[-] 
Qt,i：部位 i の着衣時熱損失[W/m2] 
ts,i：部位 i の平均皮膚温度[℃] 
図 4-17 人体各部位の熱抵抗値と着衣面積比 
fcl 
Icl Ia/fcl 
平均気流速度［m/s］ 空気温度［℃］ グローブ温度［℃］ 平均放射温度［℃］ 作用温度［℃］
0.08 27.6 28.7 28.8 28.2
表 4-5 作用温度算出値 
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なお、着衣熱抵抗値を算出するにあたり必要な作用温度は以下とした。平均気流速度は、
別途、執務空間で行った温熱環境測定のカート測定「タスク気流なし」条件における気流
速度の平均値 0.08m/s、空気温度も同様に「タスク気流なし」時に計測した周辺温度で
27.6℃、グローブ温度は上下温度分布計測点 S.P における 600, 1,100mm で計測した値を平
均した値 28.7℃を用いた。以上の変数により、平均放射温度を算出した。また、空気温度
と平均放射温度を平均することにより作用温度を算出し、28.2℃とした。（表 4-5） 
以上のようにして算出した椅座時皮膚表面熱抵抗値および「タスク気流なし」、「タスク
気流あり」、それぞれの条件における各部位の平均皮膚温度、着衣時熱損失の実測値（図
4-18）を用いることで、各部位の等価温度を算出した。(図 4-19)  
等価温度が低下した部位は、Head、L.Forearm、L.Upper_arm、Chest であった。着衣が
なく皮膚が露出している部位、タスク吹出口側の部位、および人体各部位気流測定で気流
速度が高かった部位であり、タスク気流による冷却効果が確認された。 
等価温度の低下は、Head において大きく 2.6℃、L. Upper arm では 0.9℃、L. Forearm
では 0.5℃、Chest では 1.4℃であった。一方、これらを除いた部位における平均は 0.1℃、
全体では 0.5℃の等価温度の低下がみられた。 
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図 4-18 平均皮膚温度と着衣時熱損失 
タスク on：平均皮膚温度      タスク off：平均皮膚温度 
タスク on：着衣時熱損失      タスク off：着衣時熱損失 
 
図 4-19 人体各部位の等価温度 
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5)気流可視化実験 
図 4-20-1に床吹出気流可視化実験の様子、図 4-20-2にタスク域気流可視化実験の様子
を示す。床吹出口の気流可視化実験では、床下チャンバーにフォグマシーンの吐出口を挿
入した。また、パーティション吹出口の気流可視化実験では、パーティション吹出口の近
くにフォグマシーンの吐出口を設置した。床吹出口から吹出された気流は旋回して上昇し、
パーティション（H=1,100mm）よりも下のアンビエント域で拡散され始めることが確認でき
た。M 社のタスク&アンビエント空調システムは、気流性状を保つ為に、室内の空気温度と
吹出気流温度の差異によって室内と床下の差圧を変化させている。今回の気流可視化実験
からは、温度差、差圧、吹出口形状によりつくられる気流性状の様子がよく確認できた。 
タスク域の気流可視化実験では、タスク気流は線上に吹かれ、人体周辺にのみ拡散され
て被験者にあたる様子が確認できた。また、被験者にあたったタスク気流は人体および周
辺の顕熱を処理したことにより、人体の発生熱とともに上昇（プルーム現象）するのが確
認された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-20-1 床吹出気流可視化実験の様子 
図 4-20-2 タスク域気流可視化実験の様子 
タスク吹出口開 タスク吹出口閉 
タスク 
吹出口 
タスク 
吹出口 
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4.5.2.被験者による温熱快適性・知的生産性の予備調査 
①実測概要 
 実際のワークプレイス且つ実際の執務者を対象にタスク空調システムの性能評価を試み
た事例は既往の研究では事例が少なく、本予備調査を通してこうした実測・性能評価を行
う際に配慮すべき課題等を明らかにすることを目的とする。 
図 4-21 に調査対象者着席位置を、表 4-6 に調査条件を示す。調査は対象とする建物内
において業務を行っている執務者の男性 6 名、女性 2 名の計 8 名（20 歳台 4 名、30 歳台 4
名）を対象に温熱快適性評価をアンケート申告により行った。アンケート申告は、1 日の
うち出勤後、勤務中（午前、午後各 1 回）、退勤前の 4 回行い、これを 3 日間連続して行っ
た。1 日目はタスク空調吹出口シャッターを常時全閉の「off 条件」としタスク空調未使用
状態での申告を行い、2 日目は吹出口シャッター常時全開の「on 条件」としタスク空調の
風量常時最大状態での調査を行い、3 日目はタスク空調の吹出口シャッターを自由調節で
きる「control 条件」とし吹出風量を任意に調節した状態での調査を行った。着衣量は、
調査対象者により異なり、会社のユニフォ－ムの着用やビジネススーツの着用などがみら
れた。（表 4-10 に被験者の調査期間中の着衣量の男女別推定値を示す。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-6 調査条件 
1日目(8/1) 2日目(8/2) 3日目(8/3)
off条件 on条件 control条件
全閉 全開 自由
外界 気温/湿度※] 30.4℃/72.1% 29.4℃/74.5% 30.8℃/73.9%
条件 天気概要 晴一時雨 曇一時雨 晴一時曇
着衣量 男性：0.80clo(0.40～1.11)女性：0.48clo(0.33～0.58)
室内設定上限温度 28℃
室内気流 静穏気流
代謝量 1.2met
被験者 M社社員　男性6名、女性2名
調査日時
調査条件
タスク空調条件
空調方式 床吹出天井吸込方式
※]日平均外気温度および外気相対湿度を示す。 
図 4-21 調査対象者着席位置 
8 
7 
6 
2 
1 
3 
10m 
5 
4 
男性 女性 
数字：調査対象者番号 
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アンケート回答時の熱環境に関しては、対象執務者がアンケートに答えている間に対象
執務者の席において行い、移動計測カート(図 4-22、表 4-7)を用いて FL+1,100mm の空気温
度の計測を行った。合わせてタスク吹き出し口からの給気温度および給気風速の計測を行
った。（図 4-23、但し、タスク on 条件、control 条件のみ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
100 600 1,100 1,700
T型熱電対 ○ ○ ○ ○
T型熱電対＋アスマン通風筒 － ○ － －
相対湿度 KANOMAX高分子相対湿度計 ○ ○ － －
気流速度 KANOMAX多点式熱線風速計 ○ ○ ○ ○
全波長放射 小型全波長放射計 － ○(6面) － －
短波長放射 EKO　ML020VM － ○(6面) － －
測定項目 測定機器 測定高さ[mm]
空気温度
表 4-7 移動測定カートの概要と可能な測定項目 
図 4-22 移動測定カートの外観 
図 4-23 タスク吹出口部分の計測概要 
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②アンケート申告状況 
表 4-8に各被験者のアンケート申告時の在不在状況（ハッチ部分が不在時申告無）およ
び申告時刻を示す。各条件とも申告時刻にバラツキが見られる。女性被験者（4、5）に関
しては、8/2（on 条件）に 5 番が不在、8/3（control 条件）には、4 番が勤務中（午後）
不在であり、以降のアンケートは女性に関しては on 条件、control 条件の勤務中（午後）
の申告は 1 名分のみを反映する結果となった。 
図 4-24 に着席状況とアンケート申告時刻の例を示す。自席に着席している時間は被験
者によって異なり、着席時間の短い被験者もいた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
申告時 1 2 3 4 5 6 7 8
出勤時 8:16 8:47 9:15 9:10 9:28 9:24 9:20 9:37
8月1日 勤務中（午前） 11:17 11:24 11:29 11:52 11:35
off条件 勤務中（午後） 15:27 14:54 14:36 16:04 15:06
退勤前 17:28 17:18 18:03 17:02 17:37 17:33 18:52 16:56
出勤時 8:04 8:13 9:11 9:19 9:33 9:00 9:26
8月2日 勤務中（午前） 10:54 12:19 11:02 11:14 12:23 11:07
on条件 勤務中（午後） 15:21 15:14 16:26 15:04
退勤前 18:04 18:13 18:08
出勤時 8:34 9:02 9:10 9:30 9:19 9:56 9:47 9:25
8月3日 勤務中（午前） 12:21 11:09 12:34 11:22 11:13 11:47 12:15 11:18
control 勤務中（午後） 16:02 15:01 15:11 15:06
条件 退勤前 18:07 18:51 15:51 18:15 18:40 18:32 18:20
表 4-8 アンケート申告時刻 
※]8/2（on 条件）時、5 番（女性）は終日不在。 
※]8/3(control 条件)時、4 番（女性）、勤務中（午後）不在 
図 4-24 着席状況と申告の時刻（調査対象者番号 6、8/3） 
time 
7:30 9:00 10:30 12:00 13:30 15:00 16:30 18:00 19:30
出勤後 勤務中（午前） 勤務中（午後） 退勤前 
着
席
 
離
席
 
着席状況 温冷感申告
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表 4-9に温熱環境調査の申告内容を示す。アンケートは出勤後 1 回、勤務中 2 回、退勤
前 1 回の計 4 回行った。勤務中のアンケートでは、執務環境およびタスク空調に対する対
象執務者の感覚を調査するため温熱環境調査、および対象執務者の疲労具合等を考慮する
ために、退勤前のアンケートでは、勤務中のアンケートに NASA-TLX10)を加え、メンタルワ
ークロードの主観的評価を行った。また、測定期間の初日にはアンケートを用いて対象執
務者の属性（性別、年齢など）を調査した。 
なお、アンケートに用いた温熱環境調査は、空気調和衛生工学会・温熱小委員会による
温熱環境調査に準ずる温熱環境調査票申告から抜粋した。（用いた温熱環境調査は、「補足
資料、タスク空調システム 被験者アンケート用紙」に示す） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
申告値 +3 +2 +1 0 -1 -2 -3
環境快適感 快適 やや不快 不快 非常に不快
環境受容度 受け入れられる
受け入れら
れない
全身温冷感 暑い 暖かい やや暖かい どちらでもない やや涼しい 涼しい 寒い
全身温熱快適感 快適 やや不快 不快 非常に不快
全身湿度感 非常に乾いている 乾いている
やや
乾いている どちらでもない
やや
湿っている 湿っている
非常に
湿っている
全身湿度快適感 快適 やや不快 不快 非常に不快
気流感 感じない やや感じる 感じる 非常に感じる
吹出気流量快適感 快適 やや不快 不快 非常に不快
吹出気流温度感 暑い 暖かい やや暖かい どちらでもない やや涼しい 涼しい 寒い
嗜好吹出気流温度 もっと暖かい方がよい このままでよい
もっと冷たい
方がよい
吹出気流温度快適感 快適 やや不快 不快 非常に不快
吹出気流受容度 受け入れられる
受け入れら
れない
汗のかき方 発汗なし やや汗ばむ 汗ばむ 非常に汗ばむ
表 4-9 温熱環境調査申告内容 
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③アンケート調査時の室内温度・タスク給気温度 
図 4-25 に各条件における座席位置、高さ 1,100mm にて計測した空気温度・相対湿度の
日平均値（申告時平均）を示す。（不在時はデータ無。） 
タスク空調の気流は、概ね高さ 800～900mm で影響を受けるため、ここで示した温度は、
座席近傍のアンビエントゾーンの温度に相当する。各条件、各被験者とも概ね 26.5～
27.5℃、50～55%の範囲となっており、安定した状況にあった。 
また、図 4-26にアンケート申告時の各被験者のタスク空調の給気温度を示す。（不在時
のデータ無） 
on 条件（8/2）および control 条件（8/3）とも、出勤時に各被験者間で給気温度にバラ
ツキが見られ、24～26℃程度となっているが、勤務中に移行するとバラツキが小さくなり、
概ね 25～26℃の範囲で運用されている。（空調開始時は前日の蓄熱負荷除去のため、比較
的低温（18℃程度）の空調機給気でゾーン全体の冷却を行うクーリングダウン運転が影響
していることが推測される。） 
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調査対象者番号
※No5（女性）の8/2は不在にて、データ無
8月1日 8月2日 8月3日 8月1日 8月2日 8月3日
22
24
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28
出勤時 勤務中（午前） 勤務中（午後） 退勤前
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] 8/3（control条件）
1 2 3 4 5 6 7 8
図 4-26 タスク給気温度 
22
24
26
28
温
度
[℃
]
8/2（on条件）
1 2 3 4 5 6 7 8
図 4-25 各条件における申告時座席近傍温度・湿度 
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④温熱快適性調査結果 
次に、各アンケート申告の結果に関して示す。女性は on 条件全てと control 条件の勤
務中（午後）の申告は 1 名分のみを反映している。全体的にサンプル数も少なく、タスク
空調の優位性等の明確な結果は得られなかった。 
図 4-27 に off 条件、on 条件、control 条件の全身温冷感男女別平均経時変化を示す。
プロットは複数の被験者申告の平均値である。男性は全条件で暖かい側の申告となり、「ど
ちらでもない」から「暖かい」の申告となった。女性は off 条件で「どちらでもない」か
ら「やや暖かい」の各申告となり、on 条件、control 条件では on 条件の退勤前を除き寒い
側の申告となり、勤務中（午後）に「寒い」の申告となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-28 に off 条件、on 条件、control 条件の環境快適感男女別平均経時変化を示す。
男性は条件によらず「やや不快」から「不快」の申告となり条件による顕著な差はみられ
なかった。女性は条件によらず快適からやや不快の申告となった。 
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図 4-27 全身温冷感男女別経時変化 
図 4-28 環境快適感男女別経時変化 
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図 4-29 に off 条件、on 条件、control 条件の環境受容度男女平均経時変化を示す。男
性は全条件で「どちらでもない」付近の申告となり、各条件における顕著な差はみられな
かった。 
女性は on 条件、control 条件で、勤務中（午後）に「どちらでもない」付近の申告とな
ったが全条件のすべての申告で「受け入れられる」側となり off 条件では各申告の差が少
なかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-30 に on 条件、control 条件の吹出気流量快適感男女別平均経時変化を示す。男性
は on 条件、control 条件ともに「やや不快」から「不快」の申告となり、条件ごとの顕著
な差はみられなかった。 
女性は on 条件に比べ、任意に使用できる control 条件の方がやや快適側の申告となっ
た。 
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図 4-30 吹出し気流量快適感男女別経時変化 
図 4-29 環境受容度男女別経時変化 
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図 4-31 に off 条件、on 条件、control 条件における暑いと感じる部位の男女別平均を
示す。男性は全条件に共通して、顔、首、胸、背中で申告が高くなり、特に顔、首では 50%
を超える申告であった。  
また、下半身よりも上半身の申告が高くなる傾向がみられたが、下半身の部位では条件
による顕著な差はみられなかった。女性は off 条件では首や腹、腕、大腿の申告が多くみ
られたが、男性と比べて全体的に申告率が低く、on 条件、control 条件ではほとんど申告
がみられなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-33 に NASA-TLX10)の平均値 R-TLX の個人別平均を示す。NASA-TLX（National 
Aeronautics and Space Administration Task Load Index）は、アメリカで一般的に用い
られているメンタルワークロードの主観的な評価手法であり、三宅らが翻訳したものを用
いた。NASA-TLX は 6 つの尺度項目、精神的要求、身体的要求、作業達成度、努力、不満か
ら構成されている。これらの 6 つの項目について、低い／高い、または良い／悪い、の両
極をもつ線分上に印をつけて申告を行った。（図 4-32） 
本研究では、NASA-TLX の全項目における平均値である R-TLX(Raw TXL)により評価を行
った。R-TLX は 6 項目の単純平均で、0 を最小、100 を最大とした。なお、R-TLX の申告結
果は作業の内容に影響を受けやすいが、環境の違いによる結果は出にくいと言われている。 
調査対象者番号 1 の申告についてはアンケート未回答だったため申告が取れず、全条件
の値が 0 となっている。サンプル数が少なく、明確な違いは得られなかったが、傾向とし
て被験者 4、8 に見られるように、on 条件にてタスク吹出口の操作をさせずに運用する場
合に、off 条件に比べて R-TLX が上昇し、control 条件として任意に開閉させて風量調整が
行える選択権を与えると R-TLX が低くなるケースが見受けられた。こうした操作性を提供
することが心理面で有利に働く可能性を得ることが出来た。 
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図4-34に男女別の全身温冷感申告と標準新有効温度SET*11)の相関関係を示す。SET*とは，
相対湿度 50％，椅座位，着衣量 0.6clo，静穏な気流の状態に標準化し，比較を可能にした
「新有効温度 ET」をいい，人体の深部層と皮膚層の 2 層モデルにより表現した熱平衡方程
式に基づく体感指標である。評価に必要な空気温度、相対湿度、放射温度、気流速度は、
各執務者のアンケート申告時に移動計測カートで測定を行った値を、着衣量に関しては、
着衣状態のアンケート申告の結果より着衣量を推定（表 4-10）、代謝量に関しては、椅座・
執務作業を想定して、1.2met として算出した SET*、および執務者申告である全身温冷感と
の比較・検証を行った。 
 
 
 
 
男性は被験者によって着衣量に比較的大きな違いがみられるため SET* にばらつきがみ
られ、特に会社指定のユニフォームを着用している被験者では、SET* が 28℃以上となる。 
全体的に全身温冷感にバラツキが生じているが、タスク Off に比べ、タスク Control の
方が、SET*が高めでも、「どちらでもない」付近に申告値が集まる傾向がみられる。 
記入
例 
精 神 的 負
担 が 小 さ
精神的負担 
大きい 
身 体 的 負
担 が 小 さ
身体的負担
が大きい 
時 間 に ゆ
と り が あ
時間に 
追われる 
楽にできる 努力を要する 
達成度が高い 達成度が低い 
不満が少ない 不満が多い 
図 4-32 NASA-TLX 申告内容 
条件 Mo1 Mo2 Mo3 Fo1 Fo2 Mo4 Mo5 Mo6 M平均 F平均
off 1.03 0.59 0.93 0.49 0.49 0.82 0.46 0.34
on 1.03 0.49 0.93 0.55 0.42 1.01 1.09 0.44
control 1.07 0.69 1.11 0.58 0.33 0.91 0.97 0.40
0.80 0.48
表 4-10 各被験者の着衣量推定結果 
図 4-33 NASA-TLX（個人別） 
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また、女性では着衣量が低いため、SET* が男性に比べ低くなった。off 条件は「やや暖
かい」から「どちらでもない」の申告となり、on 条件、control 条件では off 条件に比べ
て、寒い側の申告が多くみられた。 
 一般的には SET*による温冷感において「快適，許容できる」の範囲は、22.2～25.6℃と
なり、「やや暖かい，やや不快」の範囲は，25.6～30.0℃となる。図 4-34 の結果は、SET*
が 26℃以上となっても、タスク Control の場合、「どちらでもない」付近の申告が多いこ
とから、タスク空調の効果が環境を改善する方向に働いて着ることが予想される。 
 一方でサンプル数は少ないが、女性の申告でタスク On とした場合、26～28℃でも「涼し
い～寒い」との申告も見られ、気流を嫌うなども含め、任意にタスク吹き出しの閉鎖や開
放が出来る「選択性」が必要なことも予想される結果となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤実オフィスでの性能評価を行う際の課題 
全般的に、アンケート記入時の着席時間にバラツキがあったこと、時刻を決めてのアン
ケートは離席や不在などで確実なサンプルが得られない場合が想定され、実オフィスでの
評価を進めるに当たり配慮すべき課題が存在することが明らかになった。 
特に、着席状態でその効果が期待されるタスク空調に対し、実際の執務者は、着席と離
席を頻繁に繰り返しており、こうした行動特性への配慮や個人差に対し、よりサンプル数
を増やした調査が必要なことが把握できた。 
-3
-2
-1
0
1
2
3
25 26 27 28 29 30 31 32 33
SET*[℃]
女性
暑い：
暖かい：
やや暖かい：
どちらでもない：
やや涼しい：
涼しい：
寒い：
-3
-2
-1
0
1
2
3
25 26 27 28 29 30 31 32 33
SET*[℃]
男性
暑い：
暖かい：
やや暖かい：
どちらでもない：
やや涼しい：
涼しい：
寒い：
図 4-34 SET* - 全身温冷感 
タスク Off 
タスク Control 
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4.6.考察 
汎用的な側面からタスク＆アンビエント空調を考える場合、タスクおよびアンビエント
の双方で必要となる給気量が通常設計での風量以上となると、空調機の大きさやダクトス
ペース等が今まで以上に多大に必要となり、実際の設計案件での実現性は低くなってしま
うと考えられる。 
 本研究では、こうした課題に対し、従来の設計要件の範疇で、タスク＆アンビエント空
調を実現させることを目的に技術開発に取り組んできた。 
既往の研究より人体近傍で必要となる気流速 1)0.34～0.69m/s に対し、0.3～0.4m/s の気
流速の確保が可能であり、これらを実現させるため、従来設計の中で必要となる給気風量
をタスク：アンビエント=1：2 と配分し、床吹出空調機が有する機外静圧のみで、パーテ
ィションを経由して机上でのタスク給気が可能なことをモックアップ実験および実オフィ
スでの稼働段階の双方で確認できた。 
また、風向調整に関しては、タスク吹出口と着席位置の関係から、0～45 度の可変範囲
を想定し、必要となる気流速の確保が可能であること、風量に関しては、床吹出空調シス
テムの制御項目である床下～室内の差圧（10～15Pa）をパラメータとして、タスク吹出口
の開口率を調整することで、最大風量の約 20%まで絞ることができることを確認、既往の
研究より必要とされるタスク空調の風向調整および風量調整の二つの任意操作性 2),3)に関
しても、その有用性を確認した。 
以上から、本研究で示すタスク空調システムは、従来技術である加圧式床吹出空調シス
テムをベースとしながら、比較的容易にタスク＆アンビエント空調の実現が可能であり、
汎用性を持ったタスク＆アンビエント空調の技術と位置づけられると考える。但し、本ケ
ースは、タスク給気の吹出風速が 1.0m/s 程度と穏やかであり、且つタスク給気の吹出温度
に関しては、床吹出空調等の空調システムと連携し、空調ゾーン内の熱負荷の大小により
影響を受け、本研究のように稼働率が低い場合や内部負荷の小さなワークプレイスでは、
給気温度差がつかず、タスク給気の非等温による効果は小さくなり、気流による冷却効果
の影響が大きく評価される結果となった。逆に吹出気流速が大きく指向性を持った場合や
熱負荷が大きな場合は、非等温の影響がより大きくなることと予想される。 
また、実オフィスにおける被験者実験によるタスク空調システムの有効性の確認に関し
ては、今回は 8 名分（男性 6 名、女性 2 名。但し、女性に関しては、一部 1 名分）のデー
タのみでの限定された分析ではあるが、タスク空調を利用することで全身温冷感や環境快
適感で有利な傾向を得た。但し、個人差やアンケートのタイミングでのバラツキが大きく、
必ずしも有意な結果を得るには至らなかった。特に、着席状態でその効果が期待されるタ
スク空調に対し、実際の執務者は、着席と離席を頻繁に繰り返しており、こうした行動特
性への配慮や個人差に対し、よりサンプル数を増やした調査が必要なことが把握できた。 
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4.7.結論 
既往の技術である床吹出空調システムを利用して、家具であるパーティションから吹き
出すタスク空調システムの開発に関して、以下の知見を得た。 
 
① 加圧式床吹出空調システムの床下と室内の差圧を駆動力として利用して、パーティショ
ンに設置したタスク吹出口から給気を行う、レイアウト変更へ対応可能な実用的なタス
ク空調を考案した。合わせてタスク吹出口での風量調整や風向調整機能を有する仕組み
を示した。 
② モックアップを用いた性能試験を行い、タスク吹出口に必要な給気風量および風量の可
変性、風向可変性等の性能を確認し、設計意図を満足していることを確認した。タスク
吹出口一個当たりの給気風量に関しては、床下と室内差圧 10-15Pa において最大 25-35 
m3/h の確保が可能であり、風量調整のためのスライドシャターの開口面積を調整するこ
とで、最小 5-8 m3/h まで絞ることが可能なことを確認した。また、風向調整に関しては、
ガイドベーンを操作することで 0～45 度の範囲で風向調整が可能であり、着席位置での
必要気流速、0.3～0.4m/s の気流を得ることが出来ることを示した。 
③ 実オフィスに導入した本タスク空調システムに関して、サーマルマネキンを用いた性能
評価を行った。前述したモックアップによる性能試験と同様の実験を行い、タスク吹出
口での風量調整機能や風向可変性が概ね再現されていることを確認した。また、人体各
部位の等価温度 Teq の評価を行い、他部位が概ね Teq=28℃に対し、タスク空調により気
流を受ける頭部では、Teq=25℃と局所的な冷却がなされていることを明らかにした。 
④ また、実オフィスにおいて、実際に執務を行っている在室者 8 名による被験者実験を行
い、温熱快適性および生産性に関するアンケート調査を行った。全身温冷感に関しては、
タスク空調の有無では、女性被験者でタスク有に対し、1 名ではあるが涼しい側の申告を、
また環境快適感に関してもタスク有に対し、快適側の申告を行うケースが見られた。男
性に関しては、タスク空調の有無での差異は確認できなかった。全般的に、アンケート
記入時の着席時間にバラツキがあったこと、時刻を決めてのアンケートは離席や不在な
どで確実なサンプルが得られない場合が想定され、実オフィスでの評価を進めるに当た
り配慮すべき課題を明らかにした。 
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第 5 章 実オフィスにおけるタスク空調システムの性能評価 
 
はじめに 
本章では、第 4 章に引き続き、実際の執務者を対象に行ったタスク空調方式の評価に影
響を及ぼす執務時の行動調査、温熱環境調査、知的生産性への影響および換気効率に関す
る性能検証の結果について報告する。 
 
5.1.タスク空調方式の開発状況と課題 
タスク空調方式の技術開発は、被験者やサーマルマネキンを用いた、在室者に与える生
理的・心理的影響等を明らかにしようとする基礎的研究から、実大建物を対象とした応用
研究まで幅広く行われている。  
表 5-1 に、タスク&アンビエント空調におけるタスク空調気流の吹出方式に関して、現
在、提案・研究されている方式とその特徴を整理したものを示す。  
対流式/輻射式、等温/非等温、換気方式の違い等、様々なバリエーションが提案されて
いる。但し、いずれも実験的に限定された導入事例に留まっており、実際のオフィス建築
への大規模な導入の事例は少ない。 
また、タスク&アンビエント空調方式の評価に関しても、温熱環境に関する内容は多く
見られるが、空気質や換気を対象とした評価に関しては、未だ少ない状況にある。 
以上の背景より、本章では、今まで報告事例の少ない実際のオフィスへ導入されたタス
ク空調システムの性能に関して、実際に執務者アンケートを中心にその特徴を明らかにす
るとともに、こちらも検討事例がほとんど無い、タスク空調の換気効率に関する性能評価
を行った結果を示す。 
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5.2.実オフィスに於ける執務者特性・温熱環境の分析と評価 
5.2.1.研究の対象とする建物の概要 
表 5-2に、本研究の対象とするタスク空調システムが導入されている建物の建築および
設備計画の概要を示す。（詳細は、第 4 章参照） 
2～4F のワークプレイス約 700 席にタスク空調システムが導入されている。図 5-1 に検
討対象のタスク&アンビエント空調方式の概要を、図 5-2にブースレイアウトを示す。ブー
ス間の通路等をアンビエント域、パーティションに囲まれた作業スペースをタスク域と定
義し、アンビエント域における床吹出口は 2 人/個（50m3/(h・人)×2 人=100 m3/(h・個）)、
タスク吹出口は 1 人/個（25m3/(h・人））にて給気を行なう。 
タスク吹出口への給気は加圧式床吹出空調の給気を利用し、床下チャンバーからパーテ
ィション自体を流路として確保し、任意の風量および風向調整が手動で行える機能を有す
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5-2 建築・設備設計概要 13) 
用途 事務所 熱源方式 ブラインターボ＋氷蓄熱＋ガス冷温水発生機
建築面積 4,782㎡
延べ床面積 19,169㎡
階数 地下1階　地上4階　塔屋1階 ダブルスキンによるペリメータレス
最高高さ 25.81m 受電方式 高圧受電（本線・予備線２回線）
構造 SRC造（免震構造） 給排水方式 県水、井水、雨水再利用、CO2給湯
建
築
概
要
設
備
概
要
空調方式
加圧式床吹出空調方式
（外気冷房、全熱交換器）
図 5-2 ブースレイアウト 
図 5-1 タスク&アンビエント空調方式の概要 
[mm] 
[mm] 
第 5 章 実オフィスにおけるタスク空調システムの性能評価 
 
 
122 
 
5.2.2.調査の目的と実験概要 
クールビズを推奨している実オフィスにおけるタスク空調の運用状況を把握すること
を目的として、実際に執務を行っている執務者の行動特性およびアンケート申告・温熱環
境の調査を 2005 年に引き続き、実施した。 
事前の調査（2005 年調査・第 4 章 4.5.2）では、被験者の着席時間が比較的短く、タス
ク空調に対する暴露が十分でなかったことから、対象者を着席時間の長い部署の 20 名（男
性 12 名、女性 8 名、20～50 歳代）として調査を行った。実測は、2006 年 8 月 7 日（月）
から 8 月 11 日（金）の 5 日間行った。一部、タスク域の詳細調査（代謝量、歩数測定を含
む）に関しては、20 名の内、8 名（男性 4 名、女性 4 名）を選抜して行った。 
表 5-3に、測定項目および測定方法等を示す。執務状況、物理環境、生理量・心理量に
ついて測定を行った。図 5-3 に執務者位置、表 5-4に調査条件、図 5-4に執務者測定に使
用した機器を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5-3 調査・測定項目、測定方法 
測定目的 測定項目 測定機器 
物
理
環
境
測
定
 
タ
ス
ク
域
 
被験者パーティション内の 
吹出口調査 
吹出口開度（20 名※1）） 目視 
吹出気流温度（20 名） Thermo Recorder TR-52 
吹出気流速度（8 名※2）） Universal Recorder F6201-1 
被験者パーティション内 
温熱環境把握 
空気温度・相対湿度（20 名） 
気流速度・6 面放射温度 
Thermo Recorder RS-11 
B&K1213 
移動測定カートによる計測※3) 
被験者の温熱環境 
・活動量把握 
空気温度・相対湿度（20 名） 
歩数（8 名） 
加速度（8 名） 
Thermo Recorder RS-11 
Actical・歩数計(図5-4) 
タスク空調吹出口性能検証 空気温度・気流速度 ・上下温度分布 
T 型熱電対+Data Logger  
KANOMAX アネモマスター 
サーマルマネキン実験 表面皮膚温度・上下温度分布 T 型熱電対+Data Logger サーマルマネキン 
着席状況 椅子座面温度（20 名+10 名） 温度センサー(図 5-4） 
ア
ンビ
エント
域
 
執務空間温熱環境把握 
上下温度分布 
（0, 100, 600, 1,100, 1,700, 2,000, 
2,500, 3,000mm, 天井, 床吹出口） 
グローブ温度 
（600,1,100mm） 
T 型熱電対+Data Logger 
平面温度・湿度分布 Thermo Recorder RS-11 
気流速度・放射温度 B&K1213 
生
理
量
・心
理
量
測
定
 
全執務者執務環境属性 
被験者アンケート 
（補足資料参照） 
アンケート（20 名） 
生活背景 
測定日当日の状態 
温冷感申告 
活力度、疲労度調査 
自覚症状しらべ 
眼精疲労しらべ 
NASA-TLX  
活力度申告 
【補足】 
※1) 被験者 20 名の年齢は、以下の通り。 
  ・男性 12 名：20 歳台 1 名、30 歳台 4 名、40 歳台 4 名、50 歳台 3 名。 
  ・女性 8 名：20 歳台 2 名、30 歳台 4 名、40 歳台 1 名、50 歳台 1 名。 
※2) 被験者 8 名の年齢等の属性は、図 5-6 を参照。 
※3) 移動計測カートの概要は、図 5-7、表 5-7 を参照。 
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被験者 M 社社員 男性 12 名、女性 8 名 
調査日(2006 年) 1 日目(8/7/月) 2 日目(8/8/火) 3 日目（8/9/水） 
日平均外気温度 29.1℃ 25.4℃ 25.1℃ 
日平均外気湿度 73%RH 87%RH 89%RH 
天気概要 晴時々薄曇 雨後時々曇 雨後一時雲 
調査条件 全閉条件 全開条件 自由使用条件 
タスク吹出口条件 常時全閉 常時全開 任意 
室内設定上限温度 28℃ 
室内気流 静穏気流 
代謝量 加速度計で計測された活動量を代謝量に変換 
 
表 5-4 調査条件 
図 5-4 執務者測定機器 
着席状況調査設置風景 
加速度計（Actical） 歩数計 
図 5-3 執務者着席位置（図中、M：男性、F：女性） 
第 5 章 実オフィスにおけるタスク空調システムの性能評価 
 
 
124 
 
執務者調査は社内において業務を行っている執務者の男性 12 名、女性 8 名の計 20 名を
対象に行った。アンケート申告は、温冷感申告や不快感、気流感などの他に知的生産性に
関する評価を行った。申告は、1 日に 4 回行った。出勤後、勤務中（午前、午後各 1 回）、
退勤前に行い、3 日間連続して実施した。1 日目はタスク空調未使用状態の吹出口シャッタ
ー「全閉条件」、2 日目はタスク吹出最大風量の状態の吹出口シャッター「全開条件」、3
日目は吹出口シャッターによって吹出風量を任意に調節した状態の「自由使用条件」とし
た。アンケートの内容に関しては、2005 年調査（第 4 章 4.5.2）と同様とした。（補足資料、
タスク空調システム 被験者アンケート用紙を参照） 
表 5-5(1)および(2)に、各被験者のアンケート申告時刻を示す。 
着席調査は、既往の研究 14) で用いた算出方法を用いて、温度センサーを椅子座面に設
置して行った。20 名の執務者のうち、男性 4 名（図 5-3、M1～M4）、女性 4 名(図 5-3、F1
～F4)に加速度計（Actical 15））を手首に設置し、移動時は活動量測定による代謝量算出
を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
M1 M2 M3 M4 M5 M6 M7 M8 M9 M10 M11 M12
出勤後 7:43 9:19 8:11 7:38 8:10 8:42 8:45 9:00 8:02 8:05 8:38 8:24
勤務中（午前） 11:13 11:19 - 11:53 11:00 11:00 11:00 11:00 11:00 11:00 - -
勤務中（午後） 15:00 15:28 15:22 15:36 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00
退勤前 18:03 18:13 18:25 18:18 18:45 19:30 17:20 17:50 18:20 18:00 18:40 19:15
出勤後 7:28 8:32 8:05 7:30 7:36 8:24 7:10 8:30 7:50 8:00 8:35 8:25
勤務中（午前） - - 11:17 11:14 11:08 11:08 - 11:00 - 11:20 11:00 11:00
勤務中（午後） 15:02 15:05 15:28 15:15 15:00 15:20 - 15:00 15:00 15:00 15:00 15:00
退勤前 18:03 - 18:06 18:11 18:10 17:00 19:00 16:35 18:20 18:30 18:40 19:10
出勤後 7:36 8:30 8:09 7:47 7:35 8:24 7:08 8:25 8:05 7:58 8:14 8:26
勤務中（午前） 10:58 11:03 11:07 11:10 11:20 - 11:20 11:30 11:05 11:00 11:10 11:10
勤務中（午後） 15:26 15:23 15:20 15:13 15:05 15:20 15:10 15:15 15:00 15:25 15:30 15:00
退勤前 17:55 18:49 15:51 - 18:10 19:40 17:30 17:30 17:05 16:25 16:25 16:45
1日目
2日目
3日目
F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7 F8
出勤後 9:23 7:58 8:17 8:20 7:52 8:53 10:00 7:45
勤務中（午前） 11:10 11:16 11:05 11:25 11:00 11:00 11:45 11:00
勤務中（午後） 15:04 15:10 15:14 15:33 15:22 15:00 - 15:00
退勤前 17:18 18:05 - - 16:05 16:30 - 16:25
出勤後 8:35 7:54 7:49 8:15 8:05 8:30 8:54 7:35
勤務中（午前） 11:00 11:04 11:08 11:11 11:00 11:07 11:00 11:00
勤務中（午後） - - 15:08 15:12 15:00 15:00 15:00 15:00
退勤前 16:55 17:07 16:21 16:25 16:44 17:25 - 16:23
出勤後 - 8:23 8:03 8:15 8:10 8:33 7:08 7:40
勤務中（午前） - 11:01 11:18 11:21 11:12 - 11:00 11:15
勤務中（午後） - 15:06 15:10 15:16 - 15:20 15:00 15:00
退勤前 - 17:32 16:31 16:36 - 16:35 未記入 16:18
1日目
2日目
3日目
表 5-5(1) アンケート申告時刻（男子:M1～12） 
表 5-5(2) アンケート申告時刻（女子:F1～8） 
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5.2.3.実測結果 
①アンケート申告時刻と着席状況調査結果  
表 5-5に示すよう、各被験者のアンケート申告時刻は、各人で違いがみられ、特に出勤
後と退勤前の申告時刻はバラツキが大きい。更に、表 5-6に示すよう、勤務中においても、
申告 10 分前からの着席状況に違いが見られる。例えば F3, F4 がすべての申告前に離席せ
ず着席しているのに対して、M4, F1, F2 は、ほとんどの申告前に移動する傾向があった。
アンケート申告前にタスク空調に曝露されているか否かによって、申告結果が異なること
が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②移動距離測定 
 図 5-5 に、1 日目の各執務者の移動距離経時変化を示す。事前に調査した各執務者の歩
幅に歩数をかけて算出した。11 時から 13 時にかけて値が上昇、13 時から 14 時に急激に移
動距離が減少する傾向にある人が多くみられた。午前中では、時間毎の変化が小さく、午
後には変化が大きい執務者が多かった。(図中、n 時の数値は、n-1～n 時の間の数値を示す) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
M1 M2 M3 M4 F1 F2 F3 F4
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図 5-5 移動距離経時変化（1 日目） 
 
1 日目 2 日目 3 日目 
勤務中 
（午前） 
勤務中 
（午後） 
勤務中 
（午前） 
勤務中 
（午後） 
勤務中 
（午前） 
勤務中 
（午後） 
M1 着席 着席 ― 着席 着席 着席 
M2 着席 着席 ― 着席 着席 着席 
M3 ― 着席 着席 着席 着席 着席 
M4 離席あり 着席 離席あり 離席あり 離席あり 離席あり 
F1 離席あり 離席あり 離席あり ― ― ― 
F2 離席あり 離席あり 離席あり ― 離席あり 離席あり 
F3 着席 着席 着席 着席 着席 着席 
F4 着席 着席 着席 着席 着席 着席 
 
表 5-6 申告 10 分前からの着席状況 
各被験者の歩幅の調査結果[cm] 
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③代謝量測定  
図 5-6 に、1 日目の各執務者の代謝量経時変化を示す。値は、加速度計で得られた
Activity Counts から推定された 1 分毎のエネルギー消費量データを代謝量に換算したも
のを 1 時間平均した。測定対象とした執務者の属性を合わせて示す。(図中、n 時の数値は、
n-1～n 時の間の積算値を示す)執務者別や時間別で比較すると値に大きな差がみられ、M2
の代謝量が他の執務者と比べて大きな値となった。また、図 5-5 より、M2 や F4 は移動距
離も大きく、代謝量測定でも高い値を示していた。加速度計による Activity Counts がな
い状態（着席している状態など）は全て安静状態とみなされ、この時の代謝量は 1.08met
で全ての被験者が同一の値となっている。こうした離席・移動による代謝量の変化がアン
ケート申告を評価する際、注意すべき点として把握できた。後述する SET*の分析に用いる
測定代謝量は離席や移動の影響を考慮してアンケート申告前 30 分前からの値を平均化し
た値を用いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④温熱環境測定（プロット非表示部分はアンケート未回答時） 
 図 5-8 に各条件でのアンケート申告時刻（勤務中）の M1～M4、F1～F4 の座席が属する空
調ゾーンの床下温度、天井近傍温度（以上、BEMS データ）、座席部分の空気温度、相対湿
度（以上、移動測定カート）を示す。移動測定カートによる環境計測はアンケート申告時
に、被験者の在席位置にて計測を行った。（図 5-7、表 5-7） 
各センサー位置は、FL+1,100mm（頭部位置）を代表点とし、不在/離席時は、計測を行
わなかった。天井近傍温度は、各ゾーンとも 28℃をやや上回る温度で変化が無く安定して
いる。床下温度は、23-26℃と座席のある空調ゾーン毎に違い（ゾーン内の熱負荷偏差）が
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時刻
M1 M2 M3 M4
F1 F2 F3 F4
M1 M2 M3 M4 F1 F2 F3 F4
年齢 30歳台 40歳台 30歳台 50歳台 40歳台 40歳台 30歳台 30歳台
身長[cm] 182 165 159 164 150 157 164 153
体重[kg] 87 62 60 68 45 47 58 49
体表面積[㎡] 2.09 1.68 1.61 1.74 1.37 1.44 1.63 1.44
図 5-6 代謝量経時変化（1 日目） 
各被験者の属性（年代、身長、体重、体表面積） 
※体表面積の算定はデュポア式による。体表面積 = 身長 0.725×体重 0.425×0.007184 
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生じているが、測定カートによる座席近傍の空気温度および相対湿度は、概ね 27℃/50%で
各ケース間では大きな違いは生じていない。 
タスク空調の気流の影響に関しては、予備実験より FL+800mm 辺りで人体に到達するた
め、測定カートでは、その影響を捉えておらず、着座時の頭部近傍の熱環境を示している。 
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図 5-8 各条件における温度・湿度状態 
図 5-7 移動測定カートの外観 
表 5-7 移動測定カートの概要と可能な測定項目 
100 600 1,100 1,700
T型熱電対 ○ ○ ○ ○
T型熱電対＋アスマン通風筒 － ○ － －
相対湿度 KANOMAX高分子相対湿度計 ○ ○ － －
気流速度 KANOMAX多点式熱線風速計 ○ ○ ○ ○
全波長放射 小型全波長放射計 － ○(6面) － －
短波長放射 EKO　ML020VM － ○(6面) － －
測定項目 測定機器 測定高さ[mm]
空気温度
第 5 章 実オフィスにおけるタスク空調システムの性能評価 
 
 
128 
 
⑤タスク空調運用状況（プロット非表示部分はアンケート未回答時） 
 図 5-9 にタスク空調利用時（2、3 日目）の勤務時間中のアンケート申告時の運用状況（給
気温度、吹出気流速、開度）、図 5-10 に計測概要を示す。開度に関しては、3 日目の自由
使用条件のみ、申告時の状態を、目視により確認した。（閉鎖-25%開-50%開-75%開-全開の
5 段階の判定とした） 
タスク給気温度は、図 5-8 の床下温度のバラツキの影響により、各人で差異があり、
23-27℃となっている。また、タスク給気の吹出気流速は、全開条件開度 100%で、0.8～
1.6m/s、自由使用条件では、任意の操作により開度が小さい場合に、開口面積縮小に応じ
て気流速が小さくなるケースが見受けられる。 
図5-11に、自由使用条件でのタスク吹出口の開度の調査結果を示す。全開が全体の58%、
全閉が 27％であり、中間開度となる、25-50-75%は、15%となり、全閉を含む開度調整を行
っている被験者は、全体の約 40%であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
閉鎖
開度25%
開度50%
開度75%
全開
58%
27%
4%
7%
4%
図 5-11 タスク吹出口の開度状態 
3 日目の自由使用条件のみ、目視に
より、1 時間ごとに 25%刻みで調査し
た結果を示す。（グラフ内の   内
数値は、構成比率を示す） 
但し、不在時を除く。 
図 5-10 タスク吹出口部分の計測概要 
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図 5-9 タスク空調の運用状況 
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⑥アンケート申告-SET* 相関関係  
図 5-12 にアンケート申告と SET*の相関関係を示す。SET*は移動計測カート（図 5-7、表
5-7）で温熱環境を測定したデータを用いて算出した。また、代謝量は離席や移動の影響を
考慮してアンケート申告前30分前からの加速度計の測定値を平均化して使用した。（表5-8、
但し、申告前 30 分間着席の場合は、一般的な着座作業時の想定代謝量、1.2met とした） 
また、着衣量に関しては、着衣状態のアンケート申告の結果より着衣量を推定した。（表
5-9）一部の被験者は社指定のユニホームを着用していたため、着衣量が 1.0clo 強程度と
大きな数値となっていた。 
図 5-12-1に、全身温冷感、温熱快適性と代謝量の違い（着座作業時想定；1.2met 境界）
での分析結果を示す。SET*が 32℃を超える被験者は、M2 および F1 であり、ともに代謝量
が 1.6～1.9met と通常の着席時よりも大きくなっていることが原因である。SET*が 26℃～
30℃の範囲では代謝量による全身温冷感に顕著な差はみられず、温熱快適性では代謝量が
大きい人に不快の申告がみられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 5-12-1 アンケート申告-SET*相関関係 
(a)全身温冷感と SET*関係 
(b)温熱快適感と SET*関係 
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次に、タスク空調の有無に関しての分析結果を図 5-12-2 に示す。（全身温冷感の申告を
「暑い」から「寒い」の順に、温熱快適感の申告は「快適」から「不快」の順に全ての申
告データをソートして並べ替えて、条件別に比較したもの）全身温冷感に関しては、若干
ではあるが「どちらでもない」から「やや暖かい」の範囲で、タスク空調を用いたケース
が「どちらでもない」側寄りの申告となる傾向、逆に全開条件でタスク空調を用いたケー
スでは「やや涼しい」側の申告になる傾向が伺えた。温熱快適感に関しては、「快適」から
「やや不快」の範囲では、タスク空調を用いたケースが全開、自由使用条件の順で快適側
寄りの申告になる傾向がうかがえた。 
アンビエントゾーンの温度設定をやや高めの 27～28℃に設定した執務ゾーンにおいて、
タスク空調を併用することで、温冷感や快適感の改善傾向が若干であるが見られたこと、
更に、涼しい側の申告がタスク全開条件ではみられると同時に、自由使用条件では、被験
者の約 40%が何らかの開度調整を行っており、任意にタスク空調を調整できる選択権を活
用していることが把握できた。 
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図 5-12-2 アンケート申告の出現頻度の比較 
(b) 温熱快適感 
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条件 申告時 m1 m2 m3 m4 f1 f2 f3 f4
出勤後 0.57 1.01 0.53 0.43 1.25 0.33 0.51 0.56
勤務中（午前） 0.57 1.01 0.53 0.43 1.25 0.33 0.51 0.56
勤務中（午後） 0.57 1.01 0.53 0.43 1.25 0.33 0.51 0.56
退勤前 0.57 1.01 0.53 0.43 1.25 0.33 0.51 0.56
出勤後 0.53 0.53 0.53 0.43 0.76 0.28 0.35 0.34
勤務中（午前） 0.53 0.53 0.53 0.43 0.76 0.28 0.35 0.34
勤務中（午後） 0.53 0.53 0.53 0.43 0.76 0.28 0.35 0.34
退勤前 0.53 0.53 0.53 0.43 0.76 0.28 0.35 0.34
出勤後 0.53 0.53 0.53 0.42 - 0.28 0.50 0.57
勤務中（午前） 0.53 0.53 0.53 0.42 - 0.28 0.50 0.57
勤務中（午後） 0.53 0.53 0.53 0.42 - 0.28 0.50 0.57
退勤前 0.53 0.53 0.53 0.42 - 0.28 0.50 0.57
全閉
条件
全開
条件
自由
使用
条件
条件 申告時 m1 m2 m3 m4 f1 f2 f3 f4
出勤後 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8
勤務中（午前） 89.2 106.0 69.8 77.6 90.2 69.8 69.8 81.2
勤務中（午後） 78.6 93.9 77.4 100.1 111.2 74.0 69.8 103.8
退勤前 98.9 69.8 69.8 86.3 89.8 69.8 69.8 69.8
出勤後 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8
勤務中（午前） 69.8 69.8 73.8 69.8 69.8 93.3 69.8 100.7
勤務中（午後） 117.1 84.9 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8 69.8
退勤前 82.7 69.8 89.2 69.8 117.4 70.4 69.8 78.3
出勤後 69.8 69.8 69.8 69.8 - 69.8 69.8 69.8
勤務中（午前） 83.3 86.9 70.0 69.8 - 81.0 88.4 113.7
勤務中（午後） 73.9 105.4 73.7 69.8 - 69.8 69.8 75.5
退勤前 95.7 137.2 69.8 69.8 - 103.8 69.8 99.9
全閉
条件
全開
条件
自由
使用
条件
表 5-8 各被験者の代謝量推定結果[W] 
表 5-9 各被験者の着衣量推定結果[clo] 
※]m2,f1 の全閉条件では、社指定のユニホームを着用していたため、着衣量が大きい。 
※]加速度計による代謝量[W]測定結果。1[met]=58.15[W]として換算。 
※]網掛部分は、着席状態が継続、移動の影響が無と判断し、1.2[met]と想定した部分。 
※]”-“は、申告時不在（申告データが入手出なかった）の部分。 
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5.3.知的生産性の評価 
5.3.1.調査の目的と実験概要 
前節で行った実オフィスにおける執務者特性の調査と同時に、知的生産性に関する調査
を行い、タスク空調システムが与える影響を検討した。表 5-10 に申告内容・申告タイミン
グを示す。 
知的生産性評価は主観的評価により行った。出勤後、勤務中（午前・11:00、午後・15:00）、
退勤前の申告に共通して、自覚症状しらべ、自覚症しらべ、眼精疲労しらべ、活力申告の
申告調査を行った。退勤前の申告では、加えて NASA–TLX の申告調査を行った。なお、対象
執務者は男性、12 名、女性 8 名、合計 20 名である。（アンケートの内容に関しては、補足
資料、タスク空調システム 被験者アンケート用紙を参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.3.2.知的生産性アンケート結果 
①自覚症状しらべ 
自覚症状しらべ 16)は、疲労感を主観的に評価する手法であり、3 群 30 項目（1 群 10 項
目）で構成される。 
Ⅰ群は「眠気とだるさ」、Ⅱ群は「注意集中の困難さ」、Ⅲ群は「局在した身体の違和感」
であり、Ⅰ>Ⅲ>Ⅱが「一般型」、Ⅰ>Ⅱ>Ⅲが「精神作業・夜勤型」、Ⅲ>Ⅰ>Ⅱが「肉体作業
型」と、3 タイプに分類される。 
Ⅱ群は、作業意欲減退を中心とする心的症状についての訴えであり、総合訴え率 T が高
いと精神作業・夜勤型が生じやすく、Ⅱ群の T に対する割合（Ⅱ/T）が増加するとされて
いる。 
 
 
表 5-10 申告内容・申告タイミング 
   実施期間 
 
アンケート項目 
出勤後 勤務中 退勤前 
着衣申告 ○ ― ― 
温熱環境調査 ○ ○ ○ 
自覚症状しらべ 
自覚症しらべ 
○ ○ ○ 
眼精疲労しらべ ○ ○ ○ 
活力申告 ○ ○ ○ 
NASA - TLX ― ― ○ 
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表 5-11 に自覚症状しらべの訴え率を示す。総合訴え率 T は、全開条件の午後を除き、
勤務中の申告で低い値となる傾向が見られた。自由使用条件で勤務中の申告が顕著に低く、
タスク空調の好みに応じた使用により疲労感が軽減された可能性が考えられる。 
日平均では、全閉条件で 8.1、全開条件で 8.3、自由使用条件で 6.8 となった。Ⅰ、Ⅱ、
Ⅲ群の訴え率の順序関係は、条件間で差が見られた。全開、自由使用条件では、一般型が
主な傾向であった。 
全閉条件では、午後の申告のみ一般型で、他の時間帯は精神作業・夜勤型、肉体作業型
となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
全開 
条件 
訴え率［％］ 群間比較 Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群 総合訴え率 T 
出勤後 6.5 8.0 10.5 8.3 Ⅲ>Ⅱ>Ⅰ 
午前 7.6 2.9 7.1 5.9 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
午後 15.3 6.5 11.8 11.2 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
退勤前 8.9 6.3 8.4 7.9 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
 
自由使
用条件 
訴え率［％］ 群間比較 Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群 総合訴え率 T 
出勤後 10.0 6.3 7.9 8.1 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
午前 5.3 2.4 7.1 4.9 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
午後 9.4 0.6 7.2 5.7 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
退勤前 9.4 4.7 11.2 8.4 Ⅲ>Ⅰ>Ⅱ 
 
表 5-11 自覚症状しらべ訴え率 
全閉 
条件 
訴え率［％］ 群間比較 Ⅰ群 Ⅱ群 Ⅲ群 総合訴え率 T 
出勤後 8.5 10.5 7.5 8.8 Ⅱ>Ⅰ>Ⅲ 
午前 8.2 4.7 10.6 7.8 Ⅲ>Ⅰ>Ⅱ 
午後 8.9 5.8 7.4 7.4 Ⅰ>Ⅲ>Ⅱ 
退勤前 9.4 7.6 7.6 8.2 Ⅰ>Ⅱ=Ⅲ 
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図 5-13 にⅡ/T を示す。被験者実験 17)より、気流速度を個人の好みに合わせて調節でき
ることが、Ⅱ群の心的疲労症状および総合訴え率 T を低減させることが明らかとされてい
る。本実測では、自由使用条件における勤務中の申告にてⅡ群の訴え率低下が顕著であっ
た。Ⅱ/T は、全閉条件と比較し、タスク空調使用の条件（全開、自由使用）で低くなり、
有意な差が見られた。また、自由使用条件での数値が一番、低くなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②眼精疲労しらべ 
眼精疲労自覚症状 18)の調査項目全 20 項目のうち、一般的な調査項目 10 項目を申告に用
いた。図 5-14 に眼精疲労しらべの訴え率経時変化を示す。眼精疲労の度合いは、調査日に
より初期の状態は異なると思われるが、本実測ではタスク空調の有無（全閉と全開、全閉
と自由使用）においては、有意な差がみられなかった。 
条件ごとに時間の推移を見たところ、全開条件において訴え率が増加した。自由記述で
は、タスク空調の位置が顔の高さにある為、「気流が直接顔に当たる」、「目が乾く」と記述
をした執務者が若干名見られた。全開条件では、執務者の意思に関わらず常にタスク空調
の吹出口を全開にしなければならないため、気流（概ね 0.2～0.3m/s 程度の気流速※付図 5-1）
により目に負担を感じる執務者が存在し、申告結果に反映されたと考えられる。 
一方、同様にタスク空調を使用する条件である自由使用条件では、訴え率の増加は見ら
れず、全開と自由使用条件では有意な差が見られた。これは、執務者が自分の状態に応じ
てタスク空調により適応を図ったため、目にかかる負担を感じなかったと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-13 Ⅱ/T の経時変化 
 
0.0
0.4
0.8
1.2
1.6
出勤後 午前 午後 退勤前
Ⅱ
/T
全閉 全開 自由使用
P
全閉 → 全開 0.0113
全閉 → 自由 0.0257
全開 → 自由 0.0609
比較条件
図 5-14 眼精疲労しらべ訴え率の経時変化 
 
0
4
8
12
16
出勤後 午前 午後 退勤前
訴
え
率
[%
]
全閉 全開 自由使用
P
全閉 → 全開 0.0595
全閉 → 自由 0.0992
全開 → 自由 0.0301
比較条件
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③活力度 
活力申告は、ポジティブな心理を測定する指標である。「暇で元気なときにやりたいこ
と」20 項目に対し、申告時に○×で申告し、20 項目の単純平均で評価を行った。図 5-15
に活力申告の経時変化を示す。各条件日で初期状態にばらつきがみられ、被験者の心理面
への影響には調査日による差も考えられる。 
いずれの条件においても、活力度は出勤から退勤までの間に低下する傾向がみられた。
出勤後と退勤前における申告の変化率を見ると、全閉条件は 0.65、全開条件は 0.84、自由
使用条件は 0.88 であった。タスク空調使用の条件（全開、自由使用）で活力度低下の度合
いが小さく、タスク空調を使用することが被験者の活力度に影響を与えた可能性が考えら
れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④NASA-TLX 
NASA-TLX19)は、メンタルワークロードの主観的作業負荷評価として、実用化され広く使
われている指標であり、精神的要求、身体的要求、作業達成度、努力、不満の 6 つの尺度
項目から構成される。全項目の平均値である R-TLX（Raw TLX）で評価を行った。本研究で
は自由使用条件で設定した任意に空調を調節できる操作性が被験者に与える影響等の評価
を行うため本指標を用いた。図 5-16 に R-TLX の各条件での平均値の比較を示す。本実測で
は、自由使用条件が、他の条件より低くなり、調整が全く出来ない全開条件で数値が高く、
空調を調整できる操作性を与えることが有効に働く可能性を得た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-15 活力度の経時変化 
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図 5-16 R-TLX 
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5.4.換気効率の評価 
5.4.1.調査の目的と実測建物概要 
本節では、タスク空調システムによる執務者への換気効率の評価を行った。タスク空調
システムは、人体近傍で給気が行えるため、空調空気の含まれる新鮮な外気が呼吸域へ効
率的に到達する可能性が高い。知的生産性の向上には、換気量が影響を及ぼす 20)とも言わ
れており、本計画で導入したパーティションに設置したタスク吹出口による換気効率に関
して、実オフィスにて評価を行った。（タスク&アンビエント空調概要・ブースレイアウト
は、図 5-1,3-2 を参照） 
 
5.4.2.実測概要 
図 5-17 に平面図における測定位置を示す。実測は、2005 年 10 月 22 日（土）23 日（日）
に行った。表 5-12 に測定項目を図 5-18(a)～(d)に測定位置詳細および測定風景を示す。 
トレーサーガスには SF6を用い、散布量 3ml/s の定常発生とし、INNOVA シングルガスモ
ニタ（1303 型、1412 型）で制御を行った。散布箇所は床吹出口・タスク吹出口の 2 箇所と
した。呼吸域濃度は、サーマルマネキンを使用することで人体発熱を模擬し、鼻下 3cm の
位置 21)で INNOVA リアルタイムガスモニタ（3429 型）を用いて測定を行った。サンプリン
グ間隔は 1 秒間に 1 回とし、数分間計測を行った。同時に、タスク吹出口・呼吸域温湿度、
周辺の環境温湿度を測定した。また、風量測定器（SWF-125）を用いてタスク吹出口の風量
および床吹出口の風量を測定した。実測中、空調機は定風量（CAV 制御）で運転を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-17 平面図および測定位置（M 社 2 階） 
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測定項目 測定機器
呼吸域（マネキン鼻下3cm） INNOVA　リアルタイムガスモニタ
アンビエント域（6点） INNOVA　シングルガスモニタ
吹出風量 風量測定器(コーナー札幌　SWF-125)
吹出温湿度 ESPEC TR-11
呼吸域温湿度 ESPEC TR-12
アンビエント上下温度（0.6, 1.1, 1.7m） Thermo Recorder TR-52 （おんどとりJr）
表 5-12 測定項目と測定機器 
(b)ブース平面図・測定概要 
(a)ブース立面図・測定概要 
図 5-18 測定位置詳細（A ブース部分）および測定風景 
(d)測定風景 
[mm] 
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5.4.3.測定条件 
 表 5-13に測定条件を示す。また、図 5-19 にトレーサーガス（SF6）散布位置および測定
位置を示す。測定条件はタスク吹出口風量・床吹出口風量、吹出口角度、ガス散布場所の
異なる条件を設定した。 
SF6をタスク吹出口より散布する条件で、タスク吹出口を全開、半開とし、風向を人体方
向、0°、45°とした。SF6 を床吹出口より散布する条件では、タスク吹出口を全開、全閉
とし、風向を人体方向とした。タスク吹出風量と床吹出風量を変えることで、全 17 条件と
した。また、各測定条件において、タスク吹出口の風量、床吹出口の風量およびトレーサ
ーガス（SF6）散布量の測定を行なった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5-13 換気効率測定条件（吹出風量は測定値） 
条件 トレーサーガス散布位置
タスク吹出口
設定 風向
タスク吹出口
風量[m 3/h]
床吹出口風
量 [m3/h]
T_1 人体方向
T_2 0°
T_3 45°
T_4 半開 人体方向 20
T_5 全開 33
T_6 半開 16
T_7 人体方向
T_8 0°
T_9 45°
T_10 半開 人体方向 15
F_1 全開 40
F_2 全閉 5
F_3 全閉（養生） 0
F_4 全開 33
F_5 全閉
F_6 全開 29
F_7 全閉 0
40
29
床 人体方向
タスク
全開
全開
人体方向
107
87
73
107
87
73
0
図 5-19 トレーサーガス（SF6）発生位置および測定位置 
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5.4.4.測定結果 
①タスク散布条件・呼吸域濃度変化 
図 5-20 に条件 T_1～T_4 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床風量 107m3/h×2 つ、タス
ク風量 全開 40m3/h・半開 20m3/h）を示す。また、図中に示す平均濃度と標準偏差は、実
測開始 4 分後から実測終了時（12～22 分、網がけ部分、以下、図 5-25 まで共通）までの
値である。T_1 条件（全開_人体方向）では SF6は 80～120ppm であり、変動幅は小さく呼吸
域に安定した新鮮空気を給気できることが確認された。 
T_2 条件（全開_0°）では SF6は 0～40ppm 前後、T_3 条件（全開_45°）では、40ppm 前
後であった。これは、風向が人体方向でなく、呼吸域に届く割合は少なかったためと考え
られる。 
また、比較的タスク風量も大きいため、アンビエント域に拡散された可能性も考えられ
る。T_4 条件（半開_人体方向）では変動幅が大きく、1～160ppm であった。これは、タス
ク風量が小さく、吹出気流が偏流を起こし、呼吸域に到達する風量にバラツキが生じたた
め SF6濃度が不均一になったものと考えられる。 
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図 5-20 呼吸域濃度変化（タスク散布条件 T_1～T_4） 
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図 5-21 に条件 T_5～T_6 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床風量 87m3/h×2 つ、タス
ク風量 全開 33m3/h・半開 16m3/h）を示す。図 5-22 に条件 T_7～T_10 の呼吸域濃度変化
（空調制御条件；床風量 73m3/h×2 つ、タスク風量全開 29m3/h・半開 15m3/h）を示す。 
 T_5 条件、T_7 条件（全開_人体方向）では SF6は約 100～150ppm 前後であり、変動幅は
比較的小さく、呼吸域に安定した新鮮空気を給気できることが確認された。 
T_8 条件（全開_0°）、T_9 条件（全開_45°）、T_6 条件（半開_人体方向）では 1～150ppm
前後であり、T_10 条件（半開_人体方向）では 1～250ppm 前後と変動幅が大きくなった。   
T_6 条件および T_10 条件ではタスク風量が小さいため、前述したように偏流が生じ、呼
吸域に到達する濃度が不均一であったためと考えられる。 
また、T_8 条件、T_9 条件においては、パーティションなどの影響により、タスク域に
SF6が溜まっていた可能性も考えられる。 
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図 5-21 呼吸域濃度変化（タスク散布条件 T_5～T_6） 
図 5-22 呼吸域濃度変化（タスク散布条件 T_7～T_10） 
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②床散布条件・呼吸域濃度変化 
 図 5-23に条件 F_1～F_3 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床風量 107m3/h×2 つ、タス
ク風量 全開 40m3/h）を示す。条件 F_3 において吹出口を養生としているのは、吹出口を
全閉にしても若干風量がもれていたため、養生テープを貼り、完全に風量が漏れないよう
にした条件である。条件 F_1～F_3 において、呼吸域で SF6はほとんど計測されなかった。
座席直近の床吹出口からの影響は直接的ではなく吹出された空気が十分拡散されているこ
とが確認された。 
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図 5-23 呼吸域濃度変化（床散布条件 F_1～F_3） 
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図 5-24 に条件 F_4～F_5 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床風量 87m3/h×2 つ、タス
ク風量 全開 33m3/h）を、図 5-25 に条件 F_6～F_7 の呼吸域濃度変化（空調制御条件；床
風量 73m3/h×2 つ、タスク風量 全開 29m3/h）を示す。 
F_4 条件、F_6 条件（タスク吹出口全開）では、SF6は 2～4ppm 計測されたが、F_5 条件、
F_7 条件（タスク吹出口全閉）では SF6は 4～8ppm 計測された。タスク風量が小さくなるほ
ど、フロア（床）吹出しからの影響が大きくなる傾向にあるが、フロア（床）から吹出さ
れた空気が十分拡散されていることが確認された。 
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図 5-24 呼吸域濃度変化（床散布条件 F_4～F_5） 
図 5-25 呼吸域濃度変化（床散布条件 F_6～F_7） 
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5.4.5.換気効率の評価 
既往の研究より、A.K. Melikov らは 22),23)、異なる吹出口 Air Terminal Device（以下
ATD）を用いた実験室実験を行っている。 
図 5-26 に ATD 概要図および測定風景を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
呼吸するサーマルマネキンを用い、アンビエント域を SF6 一定濃度、タスク空調（ATD）
を全外気として、呼吸の濃度を測定している。 
式(5-1）より、εp（personal exposure effectiveness：タスク吹出しによる換気効率）
を算出し、ATD（注：本実測ではタスク吹出し口と床吹出し口）から吹出した空気がどの程
度呼吸域へ寄与しているかを評価している。 
 
             ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(5-1) 
 
 
 
 
 
本実測では、A.K. Melikov らの実験と異なり、タスク吹出しにトレーサーガスを注入し
て実測を行ったため以下の仮定により、εpを算出し、タスク空調から吹出した空気がどの
程度呼吸域へ到達しているかを求めた。 
①タスク空調の吹出濃度（式(5-1)では、Cpv に相当）は、式(5-2)により、SF6 注入量とタ
スク吹出風量より算出する。 
 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・式(5-2) 
 
 
 
 
PVI
II
P
cc
cc
−
−
=
0,
0,ε
：PV(personalized ventilation)なしの呼吸空気の汚染濃度[ppm] 
：呼吸空気の汚染濃度 [ppm] 
: PV（personalized ventilation）空気の汚染濃度 [ppm] 
Ic
Ic 0,
PVc
PV
PV Q
mC =
m：SF6注入量 [cm3/h] 
QPV：風量計によるタスク吹出風量 [m3/h] 
図 5-26 ATD 概要図および測定風景 22], 23] 
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②実測中のタスクなしの呼吸空気の SF6室内濃度 0 ppm とする。すなわち、CI,O を 0 とす
る。以上、式(5-1)から式(5-3)を得る。 
 
 
・・・・・・・・・・・・・式(5-3) 
 
また、各条件の平均濃度は、比較的安定したデータが取得できた散布終了 4 分前から 1
分前までの 3 分平均として算出した。 
表 5-14 にタスク散布条件・床散布条件測定結果および吹出口・呼吸域温湿度測定結果
を示す。図 5-27 に A.K. Melikov らによる実験との比較を示す。 
T_1 条件（全開_人体方向）において平均濃度は 114ppm となり、タスク気流が呼吸域に
到達する割合であるεpは、0.38 となった。T_5 条件、T_7 条件（全開_人体方向）では、
それぞれ 0.38 となった。また、T_4 条件、T_6 条件、T_10 条件（半開_人体方向）は、そ
れぞれ 0.10、0.15、0.17 となった。 
これは、A.K. Melikov らにより実験室で行われた、正面より吹出すタスク空調使用時（PEM）
の値と近い値である。T_2 条件（全開_0°）においては呼吸域にタスク気流がほとんど到
達しておらず、εp は 0.03 であった。T_3 条件（全開_45°）においては 0.12 であり、1
割程度到達することが確認された。タスク&アンビエント空調の吹出風向を適切に調節する
ことで、居住者に新鮮空気を給気できることが確認された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
条件
タスク
吹出口
状態
風向
吹出濃度
C PV
[ppm]
平均濃度
C I
[ppm]
吹出温度
[℃]
吹出湿度
[%]
呼吸域
温度
[℃]
呼吸域
湿度
[%]
アンビエン
ト温度
[℃]
ε p
T_1 全開 人体 40 （ 11.1 ） 298 114 21.3 66 23.4 54 23.4 0.38
T_2 全開 0° 40 （ 11.1 ） 298 8 21.2 67 25.8 47 23.4 0.03
T_3 全開 45° 40 （ 11.1 ） 298 35 21.2 66 24.2 51 23.3 0.12
T_4 半開 人体 20 （ 5.6 ） 590 59 22.9 44 26.0 33 23.4 0.10
T_5 全開 人体 33 （ 9.2 ） 355 134 22.4 44 24.5 35 23.6 0.38
T_6 半開 人体 16 （ 4.4 ） 737 114 23.1 44 24.9 36 23.6 0.15
T_7 全開 人体 29 （ 8.1 ） 404 153 22.8 36 25.1 30 23.9 0.38
T_8 全開 0° 29 （ 8.1 ） 404 51 23.0 37 27.1 28 24.1 0.13
T_9 全開 45° 29 （ 8.1 ） 404 93 23.6 36 26.6 29 24.4 0.23
T_10 半開 人体 15 （ 4.2 ） 786 135 23.3 39 25.7 31 23.7 0.17
F_1 全開 人体 40 （ 11.1 ） 55 0 22.0 63 24.0 52 24.1 0.00
F_2 全閉 人体 5 （ 1.4 ） 55 0 22.9 59 25.7 47 23.6 0.00
F_3 全閉 人体 0 （ 0.0 ） 55 0 - - 26.0 46 23.6 0.01
F_4 全開 人体 33 （ 9.2 ） 68 0 22.3 46 24.3 36 23.6 0.00
F_5 全閉 人体 0 （ 0.0 ） 68 5 - - 26.4 33 23.5 0.07
F_6 全開 人体 29 （ 8.1 ） 80 3 22.7 37 25.0 30 23.7 0.04
F_7 全閉 人体 0 （ 0.0 ） 80 5 - - 26.9 28 23.8 0.07
タスク吹出口風量
[m3/h]([lit/sec])
PV
I
PV
I
PVI
II
P C
C
C
C
CC
CC
=
−
−
=
−
−
=
0
0
0,
0,ε
表 5-14 測定結果および吹出口・呼吸域温湿度測定結果 
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5.5.考察 
1)執務者の行動特性 
今回の調査では、１日目にタスク吹出口全閉、2 日目に全開、3 日目に自由使用条件と
して調査を行ったが、被験者の在席および離席のタイミングが各々人により、また、調査
日により条件が異なる状況であった。特にタスク空調の効果の評価を行う 2 日目および 3
日目には、離席した状態から着席直後の状況もアンケートには反映される形となり、実験
室実験で想定するような予め決められた条件とはやや異なり、実際に執務を行っている
様々な条件下での情報の収集ができたと思われる。むしろ、こうした事務室での多種多様
な行動特性は、本調査からも把握できたように、各人の代謝量にも、大きな差異を生じさ
せる結果となり、温調を目的としたタスク空調における任意の風量調整等は不可欠な機能
があることが、より一層、明確になった。（自由使用条件下では、約 40%の割合で被験者は、
全閉状態も含め、風量調整機能を利用していた。） 
 
2)知的生産性 
 疲労度を評価する自覚症状しらべによるアンケート結果から、タスク空調の自由使用条
件のケースが、全般的・平均的に訴え率が低くなる傾向となった。一方でタスク空調を全
開で使用したケースは、むしろ訴え率は高くなる部分も見られ、風量調整が行えるという、
執務者に選択権を与えることが、疲労軽減にも影響するといった傾向が読み取れた。 
同様に、眼精疲労しらべや活力度の日変化、R-TLX による複数の評価でも、自由使用条
件では有利な傾向を示した。ただし、いずれも平均的な結果によるものであり、個人個人
の多様な行動特性に対して、個々の状況でタスク空調が有用に働いたかの検証には至って
おらず、今後は、個人を対象とした評価を行う必要があると思われた。また、実測期間が
図 5-27 A.K. Melikov らによる実験との比較 
：全開_0° 
：全開_45° 
：全開_人体方向 
：半開_人体方向 
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限定されていたため、外部環境の違いや休日前後の曜日の違いの影響に関しては、十分な
検討を行うに至っておらず、これら条件を加味した評価も必要であることが課題として挙
げられる。 
 
3)換気効率 
知的生産性の向上に影響を与えるといわれている換気効率に関して、実際の執務空間で
も、既往の実験室実験と同様の結果を得ることができた。従来技術である加圧式床吹出空
調システムを用いた本タスク空調システムにより、人体呼吸域へタスク吹出口からの給気
が適正な状態で到達していることが示された。 
本タスク空調システムでは、タスク吹出口からの給気量は、在席者個人が任意で、且つ、
主に温調を目的に調整する、自由使用条件での有意性が期待できるため、呼吸域での換気
効率も供給される給気風量により違った値をとることが予想される。さらに、床下空調機
からの給気に関しては、還気と外気が混合された状態でなされることから呼吸域へ到達可
能な新鮮外気量は、個人の使用条件とも合わせて、異なってくることが予想される。知的
生産性との相関関係を評価するためには、更に、本研究で評価を行った換気の量的側面に
加えて、外気到達（混合）量など、換気の質的側面の評価も今後は必要である。 
且つ、温調主体で制御される空調システムに対し、換気効率等の空気質向上の視点から、
ゾーン全体を対象にした従来の CO2 制御に替わる新しい制御方式の開発等が実用的には課
題として挙げられる。 
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5.6.結論 
既往の技術である床吹出空調システムを利用して、家具であるパーティションから吹き
出すタスク空調システムを導入した実オフィスビルにおいて、タスク空調導入による効果
の調査を実施し、以下の知見を得た。 
 
① タスク空調の効果の評価を行う際、その結果に影響を及ぼすと考えられる被験者のワー
クプレイス内における行動特性の調査を行った。被験者の移動距離調査および加速度計
を使用して代謝量測定を行い、両者の相関性が高いことを明らかにした。被験者らは、
勤務中は移動と着席を繰り返しており、移動直後の着席状態での温熱感等の評価には、
移動による代謝量の変化も加味しなければならないことが分かった。SET*が 26℃～30℃
の範囲では代謝量による全身温冷感に顕著な差はみられないが、温熱快適性では代謝量
が大きい人に不快の申告がみられた。 
② アンケート申告結果から、アンビエントゾーンの温度設定をやや高めの 27～28℃に設
定した執務ゾーンにおいて、タスク空調を併用することで、温冷感や快適感の改善傾向
が若干であるが見られたこと、更に、涼しい側の申告がタスク全開条件ではみられると
こと、自由使用条件では、被験者の約 40%が何らかの開度調整を行っており、任意にタス
ク空調を調整できる選択性が有効であることなどが示された。 
③ タスク空調システムが導入された実オフィスにおける知的生産性に関係する各種のア
ンケート調査を行った。その結果、以下が明らかになった。タスク空調の風量調整を自
由使用条件とした場合に、他の条件に比べ、自覚症状しらべのⅡ群心的疲労症状および
総合訴え率の低減がみられた。また、眼精疲労訴え率は、全開条件で訴え率が増加した
が、自由使用条件では訴え率の増加が見られなかった。活力度低下の度合いは、タスク
空調使用の条件（全開、自由使用）で小さかった。 
④ これらの結果から、クールビズ推奨の 28℃オフィスで、タスク空調を使用して風量や
風向を自由に調節できることは、疲労感の緩和や活力度の維持といった執務者の心理量
に影響を与えることが明らかになった。 
⑤ タスク空調システムが導入された実オフィスにおけるタスク空調特性を把握するため
に換気実測を行い、タスク空調が執務者の呼吸域の空気質に与える影響を検証した。タ
スク空調の風向を人体方向とした条件において、A.K. Melikov らにより実験室で行われ
た、正面より吹出すタスク空調使用時（PEM）の値と近い値となり、実験室実験と同等の
性能を持つことを示した。 
⑥ SF6を用いた実験により、座席直近の床吹出口からの給気は、タスク域には直接供給さ
れず、床吹出口からの給気は執務空間全体に十分拡散されていることが確認された。す
なわちタスク空調の吹出風向を適切に調節することで、居住者に新鮮空気を効率よく給
気できることを示した。 
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付-1 タスク給気の顔面部分の気流速について 
 付図 5-1 に、別途着席時を想定して行ったサーマルマネキンを用いた人体部位別の気流
速の実測結果を示す。人体方向、開口率 100%で顎部分は約 0.1m/s、胸部で 0.4m/s とな
った。着座時の姿勢によるが、前かがみでの執務作業を想定した場合、胸部での気流速
の影響が考えられ、顔面近傍で、開口率 100%（タスク全開時）で概ね 0.2～0.3m/s とい
ったオーダと推定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付図 5-1 各部位気流速度分布 
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6.1.各章の総括 
以下、本論文の総括を行う。 
「第 1 章 序論」では、本研究が対象とするオフィス建築・ワークプレイスとその空調シ
ステムを対象に、社会的背景、関連する技術動向等の状況の整理を行い以下の 3 つの視点
から背景や課題の整理を行った。 
  ①知的生産性とオフィス建築 
  ②情報化とオフィス建築 
  ③地球環境保全とオフィス建築 
 これら 3 つの視点より、新しい形態を有するオフィス建築・ワークプレイスの創造、さ
らにはこうした形態・空間における多様な機能の装備（室内環境・知的生産性、情報化、
省エネルギー・地球環境配慮、事業継続計画など）が可能な環境調整システムの開発が不
可欠となってきている社会的背景を把握・確認した。 
 一方で本研究が対象とするオフィスにおける空調システムに関して、その動向を以下の
3 つの視点から行った。 
  ①集約から分散へ 
  ②多機能・コンパクトな空調機の実用化 
  ③機能分化・パーソナル化を目指す最近のインテリア空調システム 
  
これらの社会的背景、空調システムの動向を踏まえ、アンビエント空調およびタスク空
調双方の状況から本研究の目的および論文構成を以下のように示した。 
先ず、アンビエント空調として汎用的な空調方式である単一ダクト変風量方式を取り上
げ、｢内部発熱の偏在化推定と室内熱環境・エネルギー消費への影響の検討｣および｢内部発
熱の偏在化に対応した空調システム改善提案の検討｣に関して、主にアンビエント空調側の
視点でシミュレーションによるケーススタディを通して性能評価を行う。 
次に、新たな試みとしてタスク&アンビエント空調方式を全面的に導入されたオフィス
建築を取り上げて、｢汎用性に配慮したタスク空調システムの設計概要と基本性能の検証｣
および｢実オフィスにおけるタスク空調システムの性能評価｣に関して、主にタスク空調側
の視点から建物での実測調査により得られたデータを基にタスク空調の性能評価を行う。 
 これらを取りまとめ、アンビエント空調およびタスク空調の双方の視点より、空調シス
テムに求められる室内環境の適正化と省エネルギー推進の両立に寄与できる設計上の知見
得て、設計上の留意点および設計指針を取纏めることを研究目的とすることとした。 
 
「第 2 章 内部発熱の偏在化推定と室内熱環境・エネルギー消費への影響の検討」では、
アンビエント空調に関して、オフィスビルで普及してきた省エネ運用により、内部負荷の
発生状況の変化や偏在化がすすんでいる状況に鑑み、本研究では熱源システムに対し、あ
まり検討が行われていない 2 次側の空調システムを対象に負荷偏在化対応による室内熱環
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境の適正化および省エネルギー推進の可能性に関して、シミュレーションによりその効果
の定量的把握を行うとともに設計指針の提案を行うことを目的に検討を行った。先ず、本
章の背景として、内部発熱の発生状況に関する既往の研究の状況を示した。あるまとまっ
た範囲での平均的な発生量の実測評価は行っているものの、特に2次側である空調機やVAV、
制気口等、更に小さなスケールを対象とした調査・分析はほとんど行われておらず、末端
での内部発熱の偏在化の状況は十分に把握されていない状況にあることを示した。 
こうした背景から本章では、既往の実測や調査から得られた内部発熱の発生状況の情報
を基にワークプレイスにおける内部発熱の偏在化推定と汎用的な空調方式である単一ダク
ト変風量方式を対象に室内熱環境および空調エネルギー消費への影響に関してシミュレー
ションによる検討を行い、その特徴の定量的把握を行った。 
本章で得られた知見を以下に示す。 
① 既往の研究からスパンスケールでのモデル化により、執務者在不在に基づく内部発熱の
発生状況を推定し、在不在で大きな偏差が生じることを示した。 
② 執務者の在不在の発生パターンから内部発熱の偏在化の状況を再現し、発生パターン数
分の PMV、PPD の発生頻度を評価する手法を提案し、偏在化が室内熱環境に与える影響の
評価方法を示した。 
③ 完全拡散条件においても、在席人員が小さくなると、室内熱環境が悪化する頻度が高く
なる。32 人在席（在席率 50%）で 10%が奨励範囲外であったものが、16 人（在席率 25%）
では 40%が奨励範囲外となる等、偏在化が室内熱環境に与える影響を定量的に示した。 
④ スパンスケールでの偏在化を考慮した半拡散条件の場合（拡散係数 R=0.5、0.0）、在席
人員が大きな場合でも室内熱環境が悪化する傾向に進み、在席人数の違いによる熱環境
への影響差が小さくなる傾向にあることを示した。 
⑤ 在席人数が少なく給気温度が高めとなる場合、特に在席人数が少ないほど、室内熱環境
が大きく悪化する傾向にあり、夏期、外気が高湿の場合は、予冷コイルによる除湿等を
確実に行うことが熱環境の適正化には必須であることを示した。 
⑥ 空調機給気風量に余裕があったとしても、末端の制気口では、負荷の偏在化により最小
～最大風量の要求があり、着目するスケールで必要な風量（設備容量）が異なることを
示した。 
⑦ 在席人数が少ない場合、空気搬送にかかるエネルギーの占める割合が高くなり、この部
分で省エネルギー対策を行うことが有効であることを示した。 
 
「第 3 章 内部発熱の偏在化に対応した空調システム改善提案の検討」では、引き続き、
アンビエント空調に対して内部発熱の偏在化が進むワークプレイスを対象に、第 2 章で得
られた内部発熱の偏在化により生じる影響を鑑み、これら偏在化に強い空調システムの構
築に向けて汎用的な空調方式である単一ダクト変風量方式を対象に改善手法の各種提案と
その効果に関して検討を行った。 
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本章で得られた知見を以下に示す。 
① 負荷偏在化により、特に負荷が少ない不在スパンやゾーンの影響で給気温度差が確保で
きないため、給気温度が上昇し、結果、除湿効果が落ちることが予想される。適正に外
気の除湿が出来るシステムを組むことが望ましい。その上で、負荷の偏在化に対応でき
る手法を導入すべき考えを示した。 
② ワークプレイスでは内部発熱は主に在席人数に比例する傾向が予想されるため、在席人
数に比例した給気温度決定時の重み付けは、室内熱環境面で、半拡散条件での偏在化へ
の対応として効果が期待できる（但し、搬送エネルギー減は期待できない。）ことを示し
た。 
③ 一方で、可変風量装置（VAV）の最小風量設定は、不在スパンや不在ゾーンでの無駄な
送風による搬送動力増にも影響していることから、在不在で給気の ON/OFF を行う等の風
量制御上の工夫は室内熱環境および省エネルギーの両面で効果が期待できることを明ら
かにした。 
④ また、風量制御のレンジを拡大する工夫は、制御範囲が広がるため、偏在化への改善が
期待できる。但し、風量制御レンジを減方向に拡大する工夫は、半拡散条件では給気温
度差が常に確保できるため在席人数が少ない場合に給気風量が極端に小さくなり、負荷
が大きいスパンで室内環境が悪化する危険がある。また、風量制御を低負荷領域でもリ
ニアに行うに当たり、空気質や絞った状態での騒音問題など熱環境や省エネルギー以外
の分野で実用化に向けては課題が残る。風量制御レンジを増方向に拡大する工夫は、在
席人数が大きくなると風量増傾向となり、搬送エネルギーの増大に繋がるデメリットが
あることを示した。 
⑤ VAV ゾーン内スパン間での偏差が生じ、完全拡散にならない場合は、在席人数でその偏
差を給気温度補正の際に反映させるか、スパン単位で給気の停止を行うことが、偏在化
対応としては効果的となることを示した。 
⑥ 空調機から VAV、制気口へとスケールが小さくなるほど、床面積当たりの給気風量設計
原単位を大きくする（逆の表現では、対象スケールが大きくなるほど絞る）、“末広がり
型”の容量設定は内部発熱の偏在化に対応しつつ、部分負荷制御の効率化（搬送系の省
エネルギー推進）を進めること出来る手法であることを示した。 
 
「第 4 章 汎用性に配慮したタスク空調システムの設計概要と基本性能の検証」では、よ
り小さな空間スケールでの偏在化対応に着目して、実際の計画において導入されたタスク&
アンビエント空調システムを題材に、その設計概要と基本性能の検証を行った。 
先ず、本章の背景としてパーソナル化を進展させて個人を対象に“快適性”を維持する
“タスク空調”と、それ以外のゾーンは“省エネルギー性”を重視する“アンビエント空
調”を組み合わせ、より効率化を図ったタスク&アンビエント空調方式への期待が高まって
おり、様々な方式が考案され、基礎的な研究も進んでいることを述べた。 
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次に、空調機サイズや機械室スペース、吹出口のレイアウト計画などの建築計画への影
響も極めて大きく、こうした条件に配慮した上で、実現可能な実務的な側面からタスク&
アンビエント空調方式を検討することも必要であり、実際の建物への導入を前提とした各
種研究や開発、そして実際に導入したシステムの特徴や効果などの情報を蓄積することも
重要な課題といえることを示した。本章で得られた知見を以下に示す。 
① 加圧式床吹出空調システムの床下と室内の差圧を駆動力として利用して、パーティショ
ンに設置したタスク吹出口から給気を行う、レイアウト変更へ対応可能な実用的なタス
ク空調を考案した。合わせてタスク吹出口での風量調整や風向調整機能を有する仕組み
を示した。 
② モックアップを用いた性能試験を行い、タスク吹出口に必要な給気風量および風量の可
変性、風向可変性等の性能を確認し、設計意図を満足していることを確認した。タスク
吹出口一個当たりの給気風量に関しては、床下と室内差圧 10-15Pa において最大
25-35m3/h の確保が可能であり、風量調整のためのスライドシャターの開口面積を調整す
ることで、最小 5-8 m3/h まで絞ることが可能なことを確認した。また、風向調整に関し
ては、ガイドベーンを操作することで 0～45 度の範囲で風向調整が可能であり、着席位
置での必要気流速、0.3～0.4m/s の気流を得ることが出来ることを示した。 
③ 実オフィスに導入した本タスク空調システムに関して、サーマルマネキンを用いた性能
評価を行った。前述したモックアップによる性能試験と同様の実験を行い、タスク吹出
口での風量調整機能や風向可変性が概ね再現されていることを確認した。また、人体各
部位の等価温度 Teq の評価を行い、他部位が概ね Teq=28℃に対し、タスク空調により気
流を受ける頭部では、Teq=25℃と局所的な冷却がなされていることを明らかにした。 
④ また、実オフィスにおいて、実際に執務を行っている在室者 8 名による被験者実験を行
い、温熱快適性および生産性に関するアンケート調査を行った。全身温冷感に関しては、
タスク空調の有無では、女性被験者でタスク有に対し、1 名ではあるが涼しい側の申告を、
また環境快適感に関してもタスク有に対し、快適側の申告を行うケースが見られた。男
性に関しては、タスク空調の有無での差異は確認できなかった。全般的に、アンケート
記入時の着席時間にバラツキがあったこと、時刻を決めてのアンケートは離席や不在な
どで確実なサンプルが得られない場合が想定され、実オフィスでの評価を進めるに当た
り配慮すべき課題を明らかになした。 
 
「第 5章 実オフィスにおけるタスク空調システムの性能評価」では、第 4章に引き続き、
実際の執務者を 20 名と拡大して行ったタスク空調方式の評価に影響を及ぼす執務時の行
動調査、温熱環境調査、知的生産性への影響および換気効率に関する詳細な性能検証の結
果について述べた。 
本章で得られた知見を以下に示す。 
① タスク空調の効果の評価を行う際、その結果に影響を及ぼすと考えられる被験者のワー
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クプレイス内における行動特性の調査を行った。被験者の移動距離調査および加速度計
を使用して代謝量測定を行い、両者の相関性が高いことを明らかにした。被験者らは、
勤務中は移動と着席を繰り返しており、移動直後の着席状態での温熱感等の評価には、
移動による代謝量の変化も加味しなければならないことが分かった。SET*が 26℃～30℃
の範囲では代謝量による全身温冷感に顕著な差はみられないが、温熱快適性では代謝量
が大きい人に不快の申告がみられた。 
② アンケート申告結果から、アンビエントゾーンの温度設定をやや高めの 27～28℃に設
定した執務ゾーンにおいて、タスク空調を併用することで、温冷感や快適感の改善傾向
が若干であるが見られたこと、更に、涼しい側の申告がタスク全開条件ではみられると
こと、自由使用条件では、被験者の約 40%が何らかの開度調整を行っており、任意にタス
ク空調を調整できる選択性が有効であることなどが示された。 
③ タスク空調システムが導入された実オフィスにおける知的生産性に関係する各種のア
ンケート調査を行った。その結果、以下が明らかになった。タスク空調の風量調整を自
由使用条件とした場合に、他の条件に比べ、自覚症状しらべのⅡ群心的疲労症状および
総合訴え率の低減がみられた。また、眼精疲労訴え率は、全開条件で訴え率が増加した
が、自由使用条件では訴え率の増加が見られなかった。活力度低下の度合いは、タスク
空調使用の条件（全開、自由使用）で小さかった。 
④ これらの結果から、クールビズ推奨の 28℃オフィスで、タスク空調を使用して風量や
風向を自由に調節できることは、疲労感の緩和や活力度の維持といった執務者の心理量
に影響を与えることが明らかになった。 
⑤ タスク空調システムが導入された実オフィスにおけるタスク空調特性を把握するため
に換気実測を行い、タスク空調が執務者の呼吸域の空気質に与える影響を検証した。タ
スク空調の風向を人体方向とした条件において、A.K. Melikov らにより実験室で行われ
た、正面より吹出すタスク空調使用時（PEM）の値と近い値となり、実験室実験と同等の
性能を持つことを示した。 
⑥ SF6を用いた実験により、座席直近の床吹出口からの給気は、タスク域には直接供給さ
れず、床吹出口からの給気は執務空間全体に十分拡散されていることが確認された。す
なわちタスク空調の吹出風向を適切に調節することで、居住者に新鮮空気を効率よく給
気できることを示した。 
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6.2.設計上の留意点および設計指針の提案・今後の課題 
以下、本研究で得られた知見より見出される偏在化を考慮した空調設備の普及・実現に
向けた設計上の留意点および設計指針を示す。 
「アンビエント空調」に関しては、現状、内部発熱の偏在化への対応が遅れている状況
を鑑み、既存建物でも採用事例が多い汎用性が高い単一ダクト変風量方式を想定した場合
の各種ケーススタディの結果から導き出される設計上の留意点および設計指針を示す。（表
6-1） 
 
No 適用範囲 制限 設計上の留意点および設計指針 備考 
① 単 一 ダ ク ト
VAV 空 調
方式以外に
も適用可 
従来、潜熱負荷が大きなホール等や床吹き出し空調等の特
殊用途にて、除湿制御が積極的に導入されてきたが、偏在
化が進んだ状況でも、除湿制御が不可欠であり、予冷コイル
方式やコイルバイパス、外気処理機との組み合わせ等、除湿
が確実に行われるシステムを採用することが望ましい。 
給気温度が上昇（冷
え過ぎ防止）し、除湿
機能が弱まると室内
湿度も上昇し、室内
熱環境がより悪化す
る方向に進むため、
除湿制御が必要とな
る。 
② 単 一 ダ ク ト
VAV 空 調
方式に限定 
複数の VAV からの情報で給気温度が決定される際、人感セ
ンサー等と連携して VAV ゾーンの在席人数に応じた重み付
けを行うこと、特に不在ゾーンでは、重みを 0 として給気を停
止する工夫を空調制御に導入することが望ましい。 
従来の設計では、給
気温度決定の際の重
み付けは VAV が受
け持つ空調面積や定
格風量、VIP ゾーン
優先などに準拠して
設定。 
③ 単 一 ダ ク ト
VAV 空 調
方式に限定 
VAV ゾーンのスケールより小さなスパンスケールでの偏在化
（本研究で用いた拡散係数が 1 未満の場合）へ対応する場
合、不在スパン毎に給気停止が出来るよう、制気口毎に開閉
機構を備え、人感センサー等と連携してより細かなスケール
で給気風量の調整を行うことが望ましい。 
在席人数が少なくな
ると偏在化による影
響が大きくなるが、不
在となるスパン数も増
えてくるので、給気閉
鎖の効果は大きくな
り、期待が持てる。 
④ 単 一 ダ ク ト
VAV 空 調
方式以外に
も適用可 
偏在化が進んだ状態では、大元の空調機での給気風量に
余裕があっても、制気口や VAV では風量不足となる頻度
が、末端の機器ほど且つ、在席人数が少ないほど大きくな
る。従って、空調風量の設定を末端の機器ほど大きく設計す
る、「末広がり」の容量設定を行うことが熱環境の適正化には
有効である。加えて、大元の空調機では、定格風量を絞り、
システム全体としてバランスを取れば、搬送動力の低減も可
能となる。 
従来の設計セオリー
で あ る 全 て の 機 器
で、同等の風量原単
位による設計でなく
床面積あたりの計画
風 量 を 、 制 気 口
>VAV>AHU と末端に
行くほど大きく設定す
る「末広がり」に変化
をつけて設計を行うこ
とが偏在化対応とし
ては望ましい。 
 ①、④に示す設計指針は、必ずしも単一ダクト VAV 空調方式のみに適用される内容にと
どまらず、空調機（変風量制御および給気温度可変制御）を採用する中央熱源方式の 2 次
側の設計に共通する内容である。 
 
表 6-1 アンビエント空調に必要な設計上の留意点および設計指針 
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次に、アンビエント空調をベースとしつつ、より小さなスケールでの偏在化対応として
期待される「タスク空調」に関しては、床吹き出し空調と連携し、机上のパーティション
に設置されたタスク吹出口より給気を行う本研究で取り上げたシステムの性能評価から得
られた知見を基に導き出される、設計上の留意点および設計指針を示す。（表 6-2） 
 
 
No 適用範囲 制限 設計上の留意点および設計指針 備考 
① タ ス ク 空 調
全般 
タスク空調の設計条件として、着衣量、代謝量に幅をもたせた
設計予条件設定とし、タスク吹出口等に必要となる性能・仕様
を検討することが望ましい。（例えば、着衣量：0.3～1.1clo、代
謝量：1.2～2.1met、男女で差をつける等） 
男女差やユニホー
ムの有無を含め実
際の WP における
執務者の着衣量お
よび代謝量の多様
性を考慮すべき。 
② 対 流 式 タ ス
ク空調※1) 
机上のパーティション位置（概ね着座位置より1m以内）に対流
式タスク吹出口を設置する場合、人体位置で必要といわれる
気流速 0.4[m/s]程度を確保するためには、タスク吹出口で吹
き出し気流速 1.0[m/s]程度とすることが望ましい。 
人体位置は、タスク
吹出口に正対する
と想定。 
③ 対 流 式 タ ス
ク空調 
タスク吹出口からの給気に関しては、任意に風量を可変、
風向を可変（特に、着座位置、人体方向へ向けられる機能）
できる機能が必須であり、在席者が自由に開閉調整が出来
る操作権限を与えることが望ましい。 
自由条件での知的
生産性評価等の結
果が有利であるこ
とから、操作権限
を与えることが重
要。 
④ 対 流 式 タ ス
ク空調（アン
ビ エ ン ト 連
携）※2) 
内部発熱の偏在化により、非等温気流による冷却効果は弱ま
るため、アンビエント空調と連携したタスク空調を設計する場
合、実質的なタスク吹出口での給気温度差は、△2～3[deg]程
度を想定することが望ましい。 
アンビエント空調側
の検討より、内部発
熱の偏在化により
給気温度が高めと
なるため。 
⑤ 対 流 式 タ ス
ク空調（アン
ビ エ ン ト 連
携） 
タスク吹出口からの給気により、人体呼吸域への外気到達
の効率が高く保たれることから空気質が良好な環境の提
供が可能となる。従ってアンビエント空調と連携し、外気
導入による換気効率向上も視野に入れたシステム検討を
行うことが望ましい。 
従来のアンビエント
空調での CO2 制御
に代わる、タスク空
調による個々人の
空気質の維持を意
図した CO2 制御の
開発が課題。 
※1) タスク吹出口からの気流による効果を得る方式（第 5 章、表 5-1 参照） 
※2) タスク吹出口への給気をアンビエント空調から行う方式（第 4、5 章で示した床吹き出空調との連携
したシステム等を示す） 
 
①は、熱環境評価における個々人の多様性、いわゆるヒューマンファクターに関する具
体的な設計条件の設定範囲に関わる内容で、従来、ピンポイントの設計条件であったもの
を改める必要があり、タスク空調全般に関連する内容である。また、②、③は、対流式タ
スク空調全般で提案できる内容であり、④、⑤はアンビエント空調と連携し、アンビエン
表 6-2 タスク空調に必要な設計上の留意点および設計指針 
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ト空調側も含め、設計を行う際、注意が必要な内容といえる。 
次に、こうした設計上の留意点および設計指針を受けて、実際の設計を行う際の技術開発要
素を空間スケール及び空調システムとの関連性を踏まえて整理を行う。 
図 6-1 に技術開発要素の概要図を示す。アンビエント空調を構成する空調機、VAV、制気口
からタスク空調を担うタスク吹き出し口まで、その技術開発要素は多岐にわたっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
項目 対象システム・機器・器具 技術開発要素の概要 
① 末 広 が り の 容量設定 
制気口、VAV、
AHU（全体） 
制気口風量＞VAV 風量＞AHU 風量、且つコストも
含んだ適正な設計原単位の設定 
② 不在ｽﾊﾟﾝ・ゾーンの給気停止 制気口 
不在時閉鎖を可能とする人感センサー連動等の閉
鎖機構を有する制気口の開発 
③ VAV 風量制御範囲の改善 VAV 
偏在化対応の風量増側の対応。風量制御範囲が
30～150%以上となるような過流量型 VAV の実現 
④ 空調機開発 AHU 
低負荷時の除湿機能の確保、末端のタスク吹出口と
連携できる外気供給システム、ピーク対応のための
大温度差対応※)、②に対応する小風量対応（給気
バイパス等）技術の開発（※：既往技術） 
⑤ 給気温度リセット制御の改善 VAV、AHU 
内部発熱の偏在化を反映した給気温度重み付け等
の工夫（投票式給気温度決定時に在室人員数を反
映させる等）及び省エネ対応としての給気温度下限
制限等の制御ソフトの開発 
⑥ タスク空調器具の開発 タスク吹出口 
アンビエント空調との連携を前提とした、ほぼ等温気
流でのタスク空調性能の確保、風向可変・風量可変
性能等の操作権付加したタスク吹出口の開発。換気
効率に着目したアンビエント空調連携技術の開発 
 
 
図 6-1 偏在化を考慮した空調システム構築に必要な技術開発要素の事例 
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今後の展望としてアンビエント空調に関しては、単一ダクト VAV 空調方式のみを対象に
改善提案、設計指針の検討を行ったが、本研究でも取り上げている床吹き出し空調方式や
その他の汎用的な方式においても同様の設計指針の提案を目指したい。但し、いずれの方
式においても空調機での給気温度の決定法および末端での給気風量の決定法の 2 つの条件
がパラメータとなることから、表 6-1、6-2 で示した①～④の指針と重複すると予想でき
る。（床吹き出し空調方式においても、在席人員が多いゾーンやスパンでの熱環境改善を
重視する給気温度決定、不在部分で床吹口を閉鎖する風量制御、床吹口風量原単位＞空調
機風量原単位となる「末広がり」の容量設定等の基本的考え方は、同様になる） 
一方、タスク空調に関しては、まだまだ、実用化が進んでいない状況にあると言って良
い。これは、一つにタスク吹出口の導入によるコストアップが大きな要因と考えられる。  
本研究で示したタスク空調は、アンビエント空調である汎用的な床吹き出し空調をベー
スとして、空調機容量や制御システムも特にタスク空調による追加は不要であり、唯一、
パーティションに専用のタスク吹出口を設置することのみで実現可能な汎用を備えたシ
ステムである。特に、リノベーションやテナント入れ替えなどパーティションのＦＭ（フ
ァシリティマネジメント）を行う機会は、新築の設計より格段に多いことからも、新築工
事以外での適用の機会も大きい。如何に汎用システムの延長線上でシンプルにタスクシス
テムを構築し、新築以外の改修設計も視野に入れて、導入の可能性がより高くなる魅力あ
るシステムを提案することが重要と考える。 
二つ目の要因は、タスク空調の性能に関する情報の不足にあると考えられる。本研究で
も示した通り、移動と着席を繰り返す執務者の行動パターンに見られるように、アンケー
ト調査や環境調査を実オフィスで行うことの難易度が高いこと、加えて、業種や業態によ
り行動パターンも異なることが予想され、汎用的な設計条件を定めにくく、設計条件が個
別案件毎になってしまうことなど、現時点では問題が多い。より多くのタスク空調の事例
から性能検証の結果等の情報が蓄積され、設計指針やマニュアルの整備を進めることが重
要と考える。 
最後に、アンビエント空調とタスク空調を含めた空調システム全体の設計指針の整備が
必要になる。より空間スケールの大きなアンビエント空調で先ずは、偏在化に出来るだけ
対応して、ゾーンやスパン単位で室内環境の適正化、省エネを進めた上で、最小スケール
に対するタスク空調を導入、個々人の偏在化に対処する階層的アプローチの設計理念に基
づくことがより重要性を帯びてくる。具体的にどの程度までアンビエント空調で偏在化に
対処するかで、タスク空調の守備範囲も影響を受けるし、エネルギー消費の評価もアンビ
エント＋タスク全体で最適化を図るべきであり、全体システムに関する設計指針の重要性
は高い。 
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ワークプレイスの多様化、更にはそこで働くワーカーのワークスタイルの多様化の流れ
を受けて、そこで発生する空調負荷（内部発熱）の状況も変化しており、空調設備設計の
分野においても、こうした「多様性=Diversity」を考慮した考えに基づく設計手法の開発、
機器・システムの開発が望まれる状況にある。 
本研究がこうした空調設計技術の進展に少しでも貢献でき、ZEB（Zero Energy Building）
を始めとするより環境品質が高く且つ環境負荷の小さな建築物の実現に繋がることを願う。 
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補足資料 
■タスク空調システム 被験者アンケート用紙 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1/6 
タスク全閉 
タスク全開 
タスク調整 
出勤後 
勤務中 AM 
勤務中 PM 
退勤前 
※以下、3 モードより選択 
※以下、4 モードより選択 
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【補足】 
1)自覚症状しらべ・眼精疲労しらべ 
自覚症状しらべ 1970 年度版の申告項目を主とし、自覚症しらべ 2002 年度版より本実験
に関係すると思われる項目を選び、アンケート項目に加えた。また、眼精疲労自覚症状の
調査項目全 20 項目のうち、一般的な調査項目 10 項目を申告に用いた。本来自覚症しらべ
は 5 段階評価、視覚疲労自覚症状は 4 段階評価であるが、本実験では○×での形式で申告
を行った。また、自覚症状しらべの申告の本来の形式と変わらないよう、自覚症状しらべ
と自覚症しらべ及び視覚疲労自覚症状の申告項目を上段、下段と別けた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2)活力申告 
活力申告は、あらかじめ対象執務者に「暇で元気なときにやりたい事」をそれぞれ 20
項目上げてもらい、実測期間中のアンケート回答時にその項目をやりたいかどうかを、○
×で申告する形式とした。評価は 20 項目の単純平均で、0 を最小、100 を最大とした。 
活力度 ＝ 対象集団ののべ人数項目）項目の数（
対象集団の総申告数
×20
×100 
 
 
 
 
 
 
 
 
項目 ○× 項目 ○× 項目 ○× 
頭がおもい  考えがまとまらない  頭がいたい  
全身がだるい  話をするのがいやになる  肩がこる  
足がだるい  いらいらする  腰が痛い  
あくびがでる  気がちる  いき苦しい  
頭がぼんやりする  物事に熱心になれない  口がかわく  
ねむい  ちょっとしたことが思い出せない  声がかすれる  
目がつかれる  することに間違いが多くなる  めまいがする  
動作がぎこちなくなる  物事が気にかかる  まぶたや筋肉がぴくぴくする  
足もとがたよりない  きちんとしていられない  手足がふるえる  
横になりたい  根気がなくなる  気分がわるい  
やる気がとぼしい  目がしょぼつく  遠くのものに焦点があわせづらい  
不安な感じがする  目がいたい  近くのものに焦点があわせづらい  
ゆううつな気分だ  目がかわく  ものがすぐにはっきりと見えない  
おちつかない気分だ  ものがぼやける  ものをじっと見つめるのがきつい  
腕がだるい  目がチカチカする  ものがまぶしく見える  
手や指がいたい  まばたきが多い    
 
付表-1 自覚症状しらべ・自覚症しらべ・眼精疲労申告内容 
項目 ○× 項目 ○× 
子供と遊ぶ  本屋で新刊本探し  
家族旅行  釣り  
資格取得・活用のための学習  荷物選別・破棄  
ショッピング  家の掃除  
ドライブ  読書  
スキー  スキューバダイビング  
映画鑑賞  美術館めぐり  
観劇  テニス  
人間ドッグに入る  散髪  
美味しいものを食べに行く  友人宅訪問  
 
付表-2 活力申告記入例 
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3)NASA-TLX 
 NASA-TLX（National Aeronautics and Space Administration Task Load Index）は、ア
メリカで一般的に用いられているメンタルワークロードの主観的な評価手法であり、三宅
らが翻訳したものを用いた。本研究では、NASA-TLX の全項目における平均値である
R-TLX(Raw TXL)により評価を行った。R-TLX は 6 項目の単純平均で、0 を最小、100 を最大
とした。なお、R-TLX の申告結果は作業の内容に影響を受けやすいが、環境の違いによる
結果は出にくいと言われている。 
 
記入
例 
精神的負担
が小さい 
精神的負担 
大きい 
身体的負担
が小さい 
身体的負担
が大きい 
時間にゆと
りがある 
時間に 
追われる 
楽にできる 努力を要する 
達成度が高い 達成度が低い 
不満が少ない 不満が多い 
付図-1 NASA-TLX 申告内容 
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熱環境・エネルギー消費への影響の検
討 
空気調和・衛生工学
会論文集 
No.221, 
pp.1-10 
2015.8 柳井 崇 
永田 明寛 
4* 汎用性に配慮したタスク空調システムの
設計概要と基本性能の検証 
日本建築学会環境系
論文集 
第 700 号 ，
pp. 525-534 
2014.6 柳井 崇 
秋元 孝之 
5* 実オフィスにおけるタスク空調システムの
性能評価 
日本建築学会環境系
論文集 
第 699 号 ，
pp. 419-428 
2014.5 柳井 崇 
秋元 孝之 
6 エネルギー価格と環境税がマイクログリッ
ドのエネルギー設備設計に及ぼす影響 
日本機械学會論文集 b 編,Vol.76, 
No.763,  
PP.409-411 
2010.3 坂東 茂 
幸田 栄一 
笹嶋 賢一 
柳井 崇 
木下 守弘 
沼田 茂生 
緒方 隆雄 
徳本 勉 
浅野 浩志 
7 分散型エネルギーシステムの面的な活
用による街区のサステナビリティ向上に
関する研究 
日本建築学会技術報
告集 
Vol.14,No.28,  
PP.497-502 
2008.10 工月 良太 
村上 周三 
佐土原 聡  
市川 徹 
青笹 健 
長谷川 巌 
柳井 崇 
元 アンナ 
三井所 清史 
8* The Evaluation of Thermal Performance 
㏌ The Sustainable Office Building With 
Environmental Adjustable Systems 
The 2008 World 
Sustainable Building 
Conference、
Melbourne 
The Proceedings 
of the World 
Conference SB08 
pp.1003-1010 
2008.9 Takashi. Yanai 
Masato. Sasaki 
Takashi. Akimoto 
9 CASBEE-改修ツールの概要 : 建築物
総合環境性能評価システムの開発 その
4 
日本建築学会技術報
告集 
No.23,  
PP.259-264 
2006.6 佐藤 正章 
村上 周三 
高井 啓明  
伊香賀 俊治 
半澤 久 
柳井 崇 
遠藤 純子 
吉澤 伸記 
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10* The practical example of the air 
conditioning load reduction method 
integrated with the building 
environmental design 
The 2005 World 
Sustainable Building 
Conference、Tokyo 
The Proceedings 
of the World 
Conference SB05 
pp.625-632 
2005.9 Takashi. YANAI 
Masato. SASAKI 
11 ダブルスキンを有する建物における熱性
能 シ ミ ュ レ ー ショ ン の 検 討 事 例 （ Peer 
reviewed by IBPSA Japan） 
Technical Papers of 
Annual Meeting of 
IBPSA-Japan 
IBPSA-Japan 
講 演 論 文 集
（2005） 
pp.109-117 
2005.1 柳井 崇 
佐々木 真人 
奧山 博康 
大西 由哲 
 
２．国際会議 
No. 論文名 掲載誌 巻，号，頁 発行年 著者名 
1* Evaluation of work place environment and 
energy consumption in office for creative 
work 
CLIMA 2010, The 
10th REHVA 
WORLD CONGRESS 
(Antalya,Turkey ) 
Building and 
Environment 
45 (2010) 
pp.45–50 
2010.5 Masato. Sasaki 
Takashi. Yanai 
Takashi. Akimoto  
Shinichi. Tanabe 
2* The field measurement of the Sustainable 
Office building with the environmental 
adjustable systems. 
ISHVAC2007
（Beijing） 
PROCEEDINGS OF 
THE 5TH 
INTERNATIONAL 
SYMPOSIUM ON 
HEATING, 
VENTILATING AND 
AIR CONDITIONING 
VOLS I AND 
II pp.21-28 
2007.9 Takashi. Yanai 
Masato. Sasaki 
Takashi. Akimoto 
3* Workers' Behavior and Thermal 
Sensation in Task-conditioned Office 
Clima 2007, 
WellBeing Indoors 
(Helsinki, Finland) 
Proceedings of Clima 
2007 WellBeing 
Indoors 
INDEX:A01P
1317 
2007.6 Sinya. Nagareda,  
Takashi. Akimoto  
Shinichi. Tanabe  
Takashi. Yanai  
Masato. Sasaki  
Daisuke. 
Shinozuka  
Yuichi. Nakagawa  
Yuichi. Kurosaki 
4* The Field Measurement of the 
Sustainable Office Building with the 
Environmental Adjustable Systems,  
Clima 2007, 
WellBeing Indoors 
(Helsinki, Finland) 
Proceedings of Clima 
2007 WellBeing 
Indoors 
INDEX:B04L
1310 
2007.6 Masato. Sasaki  
Takashi. Yanai  
Takashi. Akimoto 
5* Personalized HVAC System in a 
Sustainable Office Building - Building 
Design Concept and HVAC System 
Performance, 
HB 2006, healthy 
buildings (Lisbon, 
Portugal) 
Vol.
Ⅳ.191-194 
2006.6 Masato. Sasaki  
Takashi. Yanai  
Takashi. Akimoto  
Takeshi. Genma 
Hideyuki. Amai 
Shinichi. Tanabe 
6* Personalized HVAC System in a 
Sustainable Office Building - Field 
Measurement of Productivity and Air 
Change Effectiveness 
HB 2006, healthy 
buildings (Lisbon, 
Portugal) 
Vol.
Ⅰ.265-270 
2006.6 Takashi. Akimoto 
Masato. Sasaki  
Takashi. Yanai 
Takeshi. Genma 
Hideyuki. Amai 
Shinichi. Tanabe 
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３．口頭発表 
No. 論文名 掲載誌 巻，号，頁 発行年 著者名 
1 建築物の総合環境性能評価手法
CASBEE に関する研究(その 117) : 
(仮)CASBEE テナントオフィスの開発 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
2014(環境工学 I),  
PP.1103-1104 
2014.9 佐藤 正章 
村上 周三 
林 立也 
遠藤 純子 
大黒 雅之 
小柳 秀光 
柳井 崇 
小山 暢朗 
2 建築エネルギー・環境シミュレーションツ
ール BEST の開発 : 第 45 報 改正省エ
ネ基準対応ツールによる省エネルギー性
能の感度解析 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
2014(環境工学
II),  
PP.1249-1250 
2014.9 品川 浩一 
小林 達也 
柳井 崇 
石野 久彌 
村上 周三 
3 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設
備システムの運用実績 
（第１８報）竣工後６年以降におけるデー
タ遠隔収集システムの蓄積データの活用 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 26 年,  
PP.225-228 
2014.8 池田 昌弘 
嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
田中 毅 
相澤 直樹 
4 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設
備システムの運用実績 
（第 17 報）全館負荷の年間頻度解析 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 26 年,  
PP.181-184 
2014.8 嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
池田 昌弘 
田中 毅 
相澤 直樹 
5* 内部発熱の偏在化を考慮した空調設備
設計法に関する研究（第 1 報）ワークプレ
イスにおける内部発熱の偏在化のケース
スタディ 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 26 年,  
PP.177-180 
2014.8 柳井崇 
品川浩一 
永田明寛 
6* 内部発熱の偏在化を考慮した空調設備
設計法に関する研究（第 2 報）内部発熱
の偏在化による室内環境およびエネルギ
ー消費 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 26 年,  
PP.181-184 
2014.8 品川浩一 
川津行弘 
柳井崇 
永田明寛 
7 建築エネルギー・環境シミュレーションツ
ール BEST の開発 : 第 39 報 空調設備
の機器特性の整備状況と今後の課題 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
2013(環境工学
II),  
PP.1239-1240 
2013.8 品川 浩一 
村上 村上 
石野 久彌 
柳井 崇 
藤居 達郎 
8 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
（その 112）BEST 開発の現状とその具体
例 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 25 年,  
PP.1-4 
2013.8 石野 久彌 
村上 周三 
坂本 雄三 
二宮 秀與 
大塚 雅之 
郡 公子 
長井 達夫 
秋元 孝之 
柳原 隆司 
牧村 功 
野原 文男 
柳井 崇 
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9 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設
備システムの運用実績 
（第１６報）竣工後６年以降のデータ遠隔
収集システムの導入結果 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 25 年,  
PP.325-328 
2013.8 池田 昌弘 
嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
田中 毅 
相澤 直樹 
10 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設
備システムの運用実績 
（第 15 報）テナント電力消費実態 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 25 年,  
PP.321-324 
2013.8 嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
池田 昌弘 
田中 毅 
相澤 直樹 
11 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 13 報) 節電期
間のエネルギー消費実態 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 24 年,  
PP.1551-1554 
2012.8 嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
池田 昌弘 
田中 毅 
相澤 直樹 
12 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 111) : 吸収式冷凍機・ヒートポンプ
の新規モデルの特性 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 24 年, 
PP.1395-1398 
2012.8 小川 聡嗣 
藤居 達郎 
工月 良太 
石崎 修司 
品川 浩開 
柳井 崇 
村上 周三 
石野 久彌 
 
13 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 110) : 電動式冷凍機の新規モデル
の特性 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 24 年,  
PP.1391-1394 
2012.8 藤居 達郎 
澤田 佳也 
井場 功 
菊地 昭治 
中村 康志 
品川 浩一 
柳井 崇 
村上 周三 
石野 久彌 
14 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 109) : 機器特性の整備状況と定式
化手法の検討 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 24 年,  
PP.1387-1390 
2012.8 品川 浩一 
村上 周三 
石野 久彌 
柳井 崇 
藤居 達郎 
阿部 裕司 
伊藤 祥一 
15 
 
外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 94) : BEST の現状とその特徴 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 24 年,  
PP.1327-1330 
2012.8 石野 久彌 
村上 周三 
坂本 雄三 
二宮 秀奥 
大塚 雅之 
郡 公子 
長井 達夫 
秋元 孝之 
柳原 隆司 
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牧村 功 
野原 文男 
柳井 崇 
16 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 12 報)フィード
フォワード制御によるペリメータ空調機の
省エネチューニング試行 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 23 年,  
PP.581-584 
2011.8 池田 昌弘 
嶋田 泰平 
相澤 直樹 
柳井 崇 
清水 環 
三浦 宏久 
田中 毅 
17 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 11 報)ピーク時
のエネルギー消費実態 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 23 年,  
PP.577-580 
2011.8 嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
池田 昌弘 
田中 毅 
相澤 直樹 
18 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開
発 : (その 90) 新規採用熱源機器の特
性 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 23 年,  
PP.1723-1726 
2011.8 藤居 達郎 
村上 周三 
石野 久彌 
柳井 崇 
19 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開
発 : (その 89) 水熱源ヒートポンプパッケ
ージ空調機のモデル化と試算例 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 23 年,  
PP.1719-1722 
2011.8 品川 浩一 
村上 周三 
石野 久彌 
柳井 崇 
20 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開
発 : (その 88) 機器特性の整備状況と今
後の課題 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 23 年,  
PP.1715-1718 
2011.8 柳井 崇 
村上 周三 
石野 久彌 
品川 浩一 
藤居 達郎 
阿部 裕司 
伊藤 祥一 
21 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開
発 : (その 78) BEST プログラムの全体概
要と開発状況 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 23 年,  
PP.1675-1678 
2011.8 石野 久彌 
村上 周三 
坂本 雄三 
大塚 雅之 
郡 公子 
長井 達夫 
秋元 孝之 
牧村 功 
野原 文男 
柳井 崇 
22 知的生産性に関する研究 その 9 : 性
別、パフォーマンス、Behavior等の環境要
素との関係に関する考察(プロダクティビ
ティ,環境工学 II) 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学 II 
PP.1135-1136 
2011.7 高橋 幹雄 
野崎 尚子 
田辺 新一 
西原 直枝 
柳井 崇 
多和田 友美 
加藤 信介 
伊藤 一秀 
23 知的生産性に関する研究 その 8 : 職業
別認知能力バランスおよびパフォーマン
ス評価ツールの検討 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1133-1134 
2011.7 西原 直枝 
田辺 新一 
柳井 崇 
多和田 友美 
高橋 幹雄 
研究業績一覧 
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野崎 尚子 
加藤 信介 
伊藤 一秀 
24 知的生産性に関する研究 その 7 : 適
性・能力に応じた知的生産性評価の枠組
みと Web アンケート概要 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 1131-1132 
2011.7 多和田 友美 
柳井 崇 
田辺 新一 
西原 直枝 
高橋 幹雄 
野崎 尚子 
加藤 信介 
伊藤 一秀 
25 ライフサイクルエネルギーマネージメント
のための空調システムシミュレーション開
発 : (第 31 報)運用段階におけるライフサ
イクルエネルギーマネージメントの試行(2) 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 22 年,  
PP.593-596 
2010.8 
 
北本 都美 
高井 裕紀 
柳井 崇 
品川 浩一 
杉原 義文 
丹羽 英治 
奥宮 正哉 
26 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 10 報)空調自
動制御系における運用実績 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 22 年,  
PP.1371-1374 
2010.8 
 
池田 昌弘 
柳井 崇 
嶋田 泰平 
三浦 宏久 
清水 環 
田中 毅 
相澤 直樹 
27 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 9 報)専用部の
エネルギー消費実態 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 22 年,  
PP.1367-1370 
2010.8 嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
池田 昌弘 
田中 毅 
相澤 直樹 
28 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 73) : 冷暖同時型ビル用マルチエア
コンの機器特性 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 22 年,  
PP.2571-2574 
2010.8 品川 浩一 
村上 周三 
石野 久彌 
柳井 崇 
29 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 72) : 冷却塔の機器特性 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 22 年,  
PP.2567-2570 
2010.8 伊藤 祥一 
村上 周三 
石野 久彌 
助飛羅 力 
植田 俊克 
伊東 民雄 
菊池 宏成 
柳井 崇 
30 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 62) : BEST プログラムの特徴と今後
の展望 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 22 年,  
PP.2527-2530 
2010.8 石野 久彌 
村上 周三 
坂本 雄三 
大塚 雅之 
郡 公子 
長井 達夫 
秋元 孝之 
牧村 功 
野原 文男 
柳井 崇 
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31 建築物の総合環境性能評価手法
CASBEE に関する研究(その 98) : 
CASBEE-新築(2010 年版)の低炭素化対
応に関する改定概要 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP. 1025-1026 
2010.7 佐藤 正章 
村上 周三 
伊香賀 俊治 
高井 啓明 
柳井 崇 
林 立也 
遠藤 純子 
32 都心部における複数地冷地区のエネル
ギー面的利用に関する研究 : 第 4 報:清
掃工場からの蒸気を受け入れた場合の経
済性評価と課題の整理 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.717-718 
2010.7 笹嶋 賢一 
柳井 崇 
坂東 茂 
緒方 隆雄 
清 幹広 
沼田 茂生 
33 都心部における複数地冷地区のエネル
ギー面的利用に関する研究 : 第 3 報:清
掃工場からの蒸気を受け入れた場合の省
エネ性・環境性評価 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.715-716 
2010.7 緒方 隆雄 
清 幹広 
坂東 茂 
柳井 崇 
笹嶋 賢一 
沼田 茂生 
34 知的生産性に関する研究 その 5 : 室内
環境質に関する知的生産性評価手法 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.33-34 
2010.7 西原 直枝 
田辺 新一 
柳井 崇 
35 創造的活動を主体とするオフィスの執務
環境評価 : その 8 エネルギー消費特性
の分析 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1327-1328 
2010.7 佐々木 真人 
柳井 崇 
36 都心部における複数地域冷暖房地区の
エネルギー面的利用に関する研究報告 
第１報 複数地域冷暖房地区のマイクロ
グリッド化における事業性検討スキームの
開発 
日本エネルギー学
会誌 
89(7), 
PP.658-664 
2010 坂東 茂 
松崎 勝久 
浅野 浩志 
柳井 崇 
笹嶋 賢一 
木下 守弘 
沼田 茂生 
徳本 勉 
緒方 隆雄 
37 潜熱・顕熱分離空調を利用したタスク空
調に関する研究(空調システムの新しい展
開-潜熱・顕熱分離空調 II) 
熱工学コンファレン
ス講演論文集 
2009,  
PP.71-72 
2009.11 佐々木 真人 
柳井 崇 
秋元 孝之 
38 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 8 報)空調自動
制御系における運用実績 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.477-480 
2009.8 池田 昌弘 
柳井 崇 
嶋田 泰平 
三浦 宏久 
清水 環 
田中 毅 
相澤 直樹 
39 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 7 報)コア時間
のエネルギー消費実態 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.473-476 
2009.8 嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
池田 昌弘 
田中 毅 
相澤 直樹 
40 知的創造活動を支えるオフィスの執務環
境評価 : (第 4 報)運用における環境改善
とエネルギー実績 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.21-24 
2009.8 佐々木 真人 
岩瀬 基彦 
中川 優一 
星 清慈 
研究業績一覧 
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山本 倫代 
柳井 崇 
秋元 孝之 
田辺 新一 
41 都心再開発地区の地域冷暖房施設に関
する調査研究 : (第 2 報)熱源機器別エネ
ルギー消費量と今後の削減ポテンシャル
の予測 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.1439-1442 
2009.8 笹嶋 賢一 
柳井 崇 
塚本 宏恰 
高橋 潤年 
42 都心再開発地区の地域冷暖房施設に関
する調査研究 : (第 1 報)竣工後 9 年間の
各種エネルギー消費量推移と削減手法 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.1435-1438 
2009.8 塚本 宏恰 
笹嶋 賢一 
柳井 崇 
竹原 令雄 
43 基準階を有するオフィスビルにおける空
調消費エネルギーの簡易把握に関する
調査 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.1127-1130 
2009.8 本田 公宏 
柳井 崇 
44 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 61) : 建築・個別式空調計算の
BESTEST による検証 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.727-730 
2009.8 平林 啓介 
村上 周三 
石野 久彌 
郡 公子 
菅長 正光 
柳井 崇 
45* 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 52) : ポンプ・ファン・空調機器の特
性 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.691-694 
2009.8 品川 浩一 
村上 周三 
石野 久彌 
阿部 裕司 
伊藤 祥一 
柳井 崇 
46 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 51) : 熱源機器とパッケージ空調機
の機器特性 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.687-690 
2009.8 藤居 達郎 
村上 周三 
石野 久彌 
柳井 崇 
47 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 50) : ビル用マルチのテンプレートと
単線接続による簡易入力と計算 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.683-686 
2009.8 菅長 正光 
村上 周三 
石野 久彌 
長井 達夫 
二宮 博史 
柳井 崇 
菰田 英晴 
48 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 49) : 空調シミュレーションにおける
プログラム間比較 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.679-682 
2009.8 長井 達夫 
菰田 英晴 
村上 周三 
石野 久彌 
二宮 博史 
菅長 正光 
柳井 崇 
49 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 39) : 2009 年版の進展概要と今後の
展望 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.639-642 
2009.8 石野 久彌 
村上 周三 
坂本 雄三 
大塚 雅之 
郡 公子 
長井 達夫 
秋元 孝之 
牧村 功 
野原 文男 
柳井 崇 
研究業績一覧 
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50 ライフサイクルエネルギーマネージメント
のための空調システムシミュレーション開
発 : (第 24 報)既存機器特性の実用的設
定方法の検討 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.2283-2286 
2009.8 上谷 勝洋 
太田 信 
柳井 崇 
佐藤 正章 
丹羽 英治 
奥宮 正哉 
51 建築熱性能解析のための BEST シミュレ
ーション : (第 2 報)パッケージ空調機を利
用する戸建て住宅の熱特性解析 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 21 年,  
PP.2003-2006 
2009.8 郡 公子 
石野 久彌 
清水 達也 
柳井 崇 
菅長 正光 
52 エリア間エネルギー融通制約がマイクログ
リッドの事業性に及ぼす影響について
(6-5 エネルギー面的利用,Session 6 省
エネルギー,研究発表) 
日本エネルギー学
会大会講演要旨集 
(18),  
PP.372-373 
2009.7 坂東 茂 
幸田 栄一 
笹嶋 賢一 
柳井 崇 
木下 守弘 
沼田 茂生 
徳本 勉 
緒方 隆雄 
浅野 浩志 
53 創造的活動を主体とするオフィスの執務
環境評価 : その 4 執務環境改善と執務
者申告調査 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 1037-1038 
2009.7 佐々木 真人 
山本 倫代 
中川 優一 
柳井 崇 
岩瀬 基彦 
星 清慈 
秋元 孝之 
田辺 新一 
54* 建築エネルギー・環境シミュレーションツ
ール BEST の開発 : 第 19 報 ポンプ・送
風機の機器特性の定式化 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 993-994 
2009.7 品川 浩一 
村上 周三 
石野 久彌 
阿部 裕司 
柳井 崇 
55 非住宅(民生業務部門)建築物の環境関
連データベース構築に関する研究 その
36 : DECC データベースの既存建築物用
途別エネルギー消費量の格付けへの活
用 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.1163-1164 
2009.7 林 立也 
伊香賀 俊治 
柳井 崇 
56 建築物の総合環境性能評価手法
CASBEE に関する研究(その 87) : 
CASBEE-既存[簡易版]/改修[簡易版]に
おけるエネルギー消費の評価方法につい
て 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.1049-1050 
2009.7 柳井 崇 
坂本 雄三 
57 都心部における複数地冷地区のエネル
ギー面的利用に関する研究 : 第 2 報:経
済性及び省エネルギー性・環境性評価 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.783-784 
2009.7 笹嶋 賢一 
柳井 崇 
坂東 茂 
緒方 隆雄 
清 幹広 
沼田 茂生 
58 都心部における複数地冷地区のエネル
ギー面的利用に関する研究 : 第 1 報:検
討対象エリア設定と最適設計計画 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.781-782 
2009.7 緒方 隆雄 
清 幹広 
坂東 茂 
柳井 崇 
笹島 賢一 
沼田 茂生 
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59 エネルギー価格と環境税がマイクログリッ
ドのエネルギー設備設計に及ぼす影響
(OS4 省エネルギー・小型分散電源・コジ
ェネ技術) 
動力・エネルギー技
術の最前線講演論
文集 
シンポジウム 
2009(14),  
PP.337-340 
2009.6 坂東 茂 
幸田 栄一 
笹嶋 賢一 
柳井 崇 
木下 守弘 
沼田 茂生 
徳本 勉 
緒方 隆雄 
浅野 浩志 
60 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 6 報) 空調自
動制御系における運用実績 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 20 年,  
PP.569-572 
2008.8 池田 昌弘 
柳井 崇 
嶋田 泰平 
三浦 宏久 
清水 環 
田中 毅 
相澤 直樹 
61 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 5 報) 年間エネ
ルギー利用実態 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 20 年,  
PP.565-568 
2008.8 嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
池田 昌弘 
田中 毅 
相澤 直樹 
62 テナントオフィスビルにおける給湯消費エ
ネルギーの実態調査 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 20 年,  
PP.561-564 
2008.8 本田 公宏 
柳井 崇 
63 超高層オフィスビルの環境性能に関する
調査研究 : (第 3 報) 省エネルギー運用
の評価検討 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 20 年,  
PP.533-536 
2008.8 柳井 崇 
笹嶋 賢一 
塚本 宏怡 
若松 潤一 
阿部 靖 
64 超高層オフィスビルの環境性能に関する
調査研究 : (第 2 報) 竣工後 8 年間のエ
ネルギー・資源消費の動向 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 20 年,  
PP.529-532 
2008.8 笹嶋 賢一 
柳井 崇 
若松 潤一 
阿部 靖 
65 超高層オフィスビルの環境性能に関する
調査研究 : (第 1 報) 竣工後 8 年間の室
内環境評価 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 20 年, 
PP.525-528 
 若松 潤一 
阿部 靖 
柳井 崇 
66 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 30) : 空調ケーススタディ 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 20 年,  
PP.1121-1124 
2008.8 菅長 正光 
村上 周三 
石野 久彌 
長井 達夫 
二宮 博史 
柳井 崇 
菰田 英晴 
67 知的創造活動を支えるオフィスの執務環
境評価 : (第 2 報) 滞在空間の環境評価
と作業効率の定量的評価 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 20 年,  
PP.2011-2014 
2008.8 星 清慈 
山本 倫代 
三村 良輔 
柳井 崇 
佐々木 真人 
中川 優一 
秋元 孝之 
田辺 新一 
68 知的創造活動を支えるオフィスの執務環
境評価 : (第 1 報) 建物概要と移転前後
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
平成 20 年,  
PP.2007-2010 
2008.8 佐々木 真人 
柳井 崇 
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比較検証 演論文集 中川 優一 
星 清慈 
山本 倫代 
三村 良輔 
秋元 孝之 
田辺 新一 
69 個別分散型パッケージ空調システムの性
能評価 : (その 1) 事務所ビルにおける性
能評価方法検討と COP 分析 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 20 年,  
PP.1747-1750 
2008.8 渡邊 浩之 
柳井 崇 
加藤 良夫 
大島 昇 
菊池 宏成 
前山 昭 
70 複数地冷地区のマイクログリッド化におけ
る事業性の検討((1)分散型エネルギーシ
ステム,Session 6 省エネルギー) 
日本エネルギー学
会大会講演要旨集 
(17),  
PP.284-285 
2008.8 坂東 茂 
松崎 勝久 
浅野 浩志 
柳井 崇 
笹嶋 賢一 
木下 守弘 
沼田 茂生 
徳本 勉 
緒方 隆雄 
71 建築エネルギー・環境シミュレーションツ
ール BEST の開発 : 第 8 報 空調システ
ムのケーススタディ 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1041-1042 
2008.7 松村 一誠 
村上 周三 
石野 久彌 
野原 文男 
長井 達夫 
菅長 正光 
菰田 英晴 
二宮 博史 
柳井 崇 
72 創造的活動を主体とするオフィスの執務
環境評価 : その1 対象施設の建物概要
と調査計画概要 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1137-1138 
2008.7 佐々木 真人 
柳井 崇 
中川 優一 
山本 倫代 
三村 良輔 
星 清慈 
流田 慎也 
秋元 孝之 
田辺 新一 
松永 宙 
中村 隆 
73 分散型エネルギーシステムの面的利用に
よる街区のサステナビリティ向上に関する
研究 その 7 : 事例研究 3 新規開発型・
既設地域冷暖房活用型における導入モ
デル 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.775-776 
2008.7 笹嶋 賢一 
村上 周三 
清 幹弘 
柳井 崇 
長谷川 巌 
三井所 清史 
74 建築物の総合環境性能評価手法
CASBEE に関する研究 その 74 : 
CASBEE-新築および既存における運用
時の CO2 排出量の計算方法について 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.1081-1082 
2008.7 柳井 崇 
坂本 雄三 
伊香賀 俊治 
佐藤 正章 
75 ライフサイクルエネルギーマネージメント
のための空調システムシミュレーション開
発 : (第 14 報) モデル庁舎における適用
例(1)企画・設計段階 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.677-680 
2007.8 奥宮 正哉 
柳井 崇 
丹羽 英治 
三浦 克弘 
研究業績一覧 
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杉原 義文 
尹 奎英 
伊藤 誠恭 
志保井 隆 
時田 繁 
76* 非等温気流タスク空調に関する研究 : 
その 8 タスク空調を導入した執務空間に
おける着席状況および呼吸域到達率 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.181-184 
2007.8 三村 良輔 
秋元 孝之 
田辺 新一 
柳井 崇 
佐々木 真人 
篠塚 大輔 
田島 昌樹 
黒崎 優一 
中川 優一 
77 臨海都心部に建つ TA ビルにおける設備
システムの運用実績 : (第 1 報) 導入設
備概要と初年度運用実績 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.1471-1474 
2007.8 嶋田 泰平 
柳井 崇 
三浦 宏久 
清水 環 
池田 昌弘 
田中 毅 
相澤 直樹 
78 既存街区におけるコージェネレーションシ
ステム導入によるエネルギーの面的利用
に関する研究 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.883-886 
2007.8 本田 公宏 
柳井 崇 
竹内 由実 
本間 立 
79 寒冷地に建つアトリウムとダブルスキンフ
ァザードを持つ複合施設の環境性能評
価 : 第 2 報 ダブルスキンファサードの日
射遮蔽性能・熱収支 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.2253-2256 
2007.8 山本 佳嗣 
北原 知冶 
柳井 崇 
田辺 新一 
久保木 真俊 
鈴木 宏昌 
大王丸 健太 
80 寒冷地に建つアトリウムとダブルスキンフ
ァザードを持つ複合施設の環境性能評
価 : 第 1 報 環境・設備計画概要と
BEMS データを用いた省エネ効果の検証 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.2249-2252 
2007.8 北原 知冶 
山本 佳嗣 
柳井 崇 
田辺 新一 
久保木 真俊 
鈴木 宏昌 
大王丸 健太 
81 外皮・躯体と設備・機器の総合工ネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 18) : 個別式空調システムの計算法 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.2037-2040 
2007.8 柳井 崇 
村上 周三 
石野 久彌 
助飛羅 力 
82 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 16) : 空調システムのシミュレーショ
ン手法 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.2029-2032 
2007.8 長井 達夫 
村上 周三 
石野 久彌 
野原 文男 
二宮 博史 
助飛羅 力 
柳井 崇 
83 外皮・躯体と設備・機器の総合エネルギ
ーシミュレーションツール「BEST」の開発
(その 7) : ソフトウェアテスト手法 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.1993-1996 
2007.8 丹羽 勝巳 
村上 周三 
石野 久彌 
郡 公子 
柳井 崇 
研究業績一覧 
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小池 正浩 
瀧澤 博 
84 テナントオフィスの負荷特性とペアダクト
空調システムの最適運用方法に関する研
究 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.1837-1840 
2007.8 竹迫 雅史 
本田 公宏 
柳井 崇 
85 躯体蓄熱と夜間換気を導入した建物の熱
性能に関する研究 : (第 3 報)運用時にお
ける熱的環境とエネルギー消費特性 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 19 年,  
PP.1821-1824 
2007.8 若松 潤一 
阿部 靖 
佐々木 真人 
柳井 崇 
86 寒冷地に建つアトリウムとダブルスキンフ
ァサードを持つ複合施設の環境性能評
価 : その5. BEMSデータの解析による環
境負荷削減効果の検証 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 345-1346 
2007.7 山本 佳嗣 
大王丸 健太 
久保木 真俊 
鈴木 宏昌 
北原 知治 
柳井 崇 
安宅 智洋 
田辺 新一 
87 寒冷地に建つアトリウムとダブルスキンフ
ァサードを持つ複合施設の環境性能評
価 : その 4. ダブルスキンファサードの熱
収支 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 1343-1344 
2007.7 鈴木 宏昌 
大王丸 健太 
久保木 真俊 
北原 知治 
山本 佳嗣 
柳井 崇 
安宅 智洋 
田辺 新一 
88 寒冷地に建つアトリウムとダブルスキンフ
ァザードを持つ複合施設の環境性能評
価 : その 3 ダブルスキンファサードの熱
性能評価 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 1341-1342 
2007.7 大王丸 健太 
鈴木 宏昌 
久保木 真俊 
北原 知治 
山本 佳嗣 
柳井 崇 
安宅 智洋 
田辺 新一 
89 寒冷地に建つアトリウムとダブルスキンフ
ァザードを持つ複合施設の環境性能評
価 : その 2. アトリウム空間の温熱環境
調査 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 1339-1340 
2007.7 久保木 真俊 
大王丸 健太 
鈴木 宏昌 
山本 佳嗣 
北原 知治 
柳井 崇 
安宅 智洋 
田辺 新一 
90 寒冷地に建つアトリウムとダブルスキンフ
ァザードを持つ複合施設の環境性能評
価 : その 1 建築計画概要と環境配慮・
省エネルギー計画の概要 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1337-1338 
2007.7 北原 知治 
久保木 真俊 
鈴木 宏昌 
大王丸 健太 
安宅 智洋 
山本 佳嗣 
柳井 崇 
田辺 新一 
91* タスク・アンビエント空調システムに関する
研究 (その 33) : タスク空調システムが導
入された実オフィスにおける知的生産性
評価 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1185-1186 
2007.7 流田 慎也 
黒崎 優一 
中川 優一 
三村 良輔 
篠塚 大輔 
佐々木 真人 
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柳井 崇 
秋元 孝之 
田辺 新一 
92* タスク・アンビエント空調システムに関する
研究 (その 32) : タスク空調システムが導
入された実オフィスの実測概要及び執務
者特性 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1183-1184 
2007.7 黒崎 優一 
流田 慎也 
中川 優一 
三村 良輔 
篠塚 大輔 
佐々木 真人 
柳井 崇 
秋元 孝之 
田辺 新一 
93 ボイドスラブを用いた躯体蓄熱空調システ
ムの性能に関する実測検証 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1109-1112 
2007.7 佐々木 真人 
柳井 崇 
若松 潤一 
94 既存街区におけるコージェネレーションシ
ステム導入によるエネルギーの面的利用
に関する研究 : その 2 2006 年における
実績の評価とガスエンジンシステムとの比
較シミュレーション 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.909-910 
2007.7 本田 公宏 
柳井 崇 
竹内 由実 
本間 立 
95 既存街区におけるコージェネレーションシ
ステム導入によるエネルギーの面的利用
に関する研究 : その 1 導入した CGS の
概要と 2006 年における実績 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP. 907-908 
2007.7 本田 公宏 
柳井 崇 
竹内 由実 
本間 立 
96 分散型エネルギーシステムの面的利用に
よる街区のサステナビリティ向上に関する
研究(その 4) : 事例研究 2:都心区におけ
る導入ポテンシャル 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.895-896 
2007.7 元 アンナ 
佐土原 聡 
村上 周三 
青笹 健 
長谷川 巌 
柳井 崇 
三井所 清史 
97 分散型エネルギーシステムの面的利用に
よる街区のサステナビリティ向上に関する
研究(その 3) : 事例研究 1 : 街区レベル
の導入モデル 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.893-894 
2007.7 青笹 健 
村上 周三 
清 幹広 
長谷川 巌 
柳井 崇 
三井所 清史 
98 視環境評価に基づくブラインド制御に関
する研究 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1513-1516 
2006.9 伊藤 大輔 ,  
岩田 利枝 
岩佐 義久 
佐々木 真人 
柳井 崇 
99 超高層オフィスビルの排水管における尿
石付着状況に関する調査報告 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.793-796 
2006.9 若松 潤一 
阿部 靖 
柳井 崇 
100* 非等温気流タスク空調に関する研究 : 
その 7 タスク空調を導入した執務空間に
おける熱的快適性及び知的生産性 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1949-1952 
2006.9 秋元 孝之 
田辺 新一 
柳井 崇 
佐々木 真人 
源馬 健史 
天井 秀行 
黒崎 優一 
流田 慎也 
101* 非等温気流タスク空調に関する研究 : 
その 6 タスク空調を導入した執務空間に
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
平成 18 年,  
PP.1945-1948 
2006.9 秋元 孝之 
田辺 新一 
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おける温熱環境及び被験者実験概要 演論文集 柳井 崇 
佐々木 真人 
源馬 健史 
天井 秀行 
黒崎 優一 
流田 慎也 
102* 非等温気流タスク空調に関する研究 : 
その 5 タスク空調を導入した執務空間に
おける気流特性及び換気効率 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1941-1944 
2006.9 秋元 孝之 
田辺 新一 
柳井 崇 
佐々木 真人 
田島 昌樹 
源馬 健史 
天井 秀行 
黒崎 優一 
流田 慎也 
103 ライフサイクルエネルギーマネージメント
のための空調システムシミュレーション開
発 : (第 7 報)ライフサイクルの各段階にお
けるシミュレーションの適用と試算例 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1893-1896 
2006.9 奥宮 正哉 
丹羽 英治 
杉原 義文 
吉永 美香 
伊藤 誠恭 
柳井 崇 
104 都心部に建つ高層オフィスビルに導入し
た環境配慮手法と運用実績の評価に関
する研究 : (第 5 報)実用的 BEMS の運用
試行実績 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1789-1792 
2006.9 渡瀬 恵梨子 
竹迫 雅史 
本田 公宏 
柳井 崇 
105 都心部に建つ高層オフィスビルに導入し
た環境配慮手法と運用実績の評価に関
する研究 : (第 4 報)オフィスにおける空調
消費エネルギーの実態調査〜室内環境
と熱負荷、エネルギー消費特性〜 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1785-1788 
2006.9 竹迫 雅史 
渡瀬 恵梨子 
本田 公宏 
柳井 崇 
106 都心部に建つ高層オフィスビルに導入し
た環境配慮手法と運用実績の評価に関
する研究 : (第 3 報)オフィスにおける空調
消費エネルギーの実態調査〜空調シス
テムの概要と運用実績・評価〜 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1781-1784 
2006.9 本田 公宏 
柳井 崇 
竹迫 雅史 
渡瀬 恵梨子 
107 都心部に建つ高層オフィスビルに導入し
た環境配慮手法と運用実績の評価に関
する研究 : (第 2 報)エネルギー・水資源
循環システムの計画概要と初年度運用実
績〜水資源の循環利用の計画概要と給
水消費量の分析〜 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1777-1780 
2006.9 堀場 容平 
本田 公宏 
柳井 崇 
松橋 聖将 
108 都心部に建つ高層オフィスビルに導入し
た環境配慮手法と運用実績の評価に関
する研究 : (第 1 報)エネルギー・水資源
の循環システム概要と初年度運用実績〜
CGS-DHC の熱エネルギーネットワークの
概要と運用実績〜 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1773-1776 
2006.9 柳井 崇 
本田 公宏 
竹内 由実 
本間 立 
109 多層型ダブルスキンの環境応答性能に
関する実測検証 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 18 年,  
PP.1709-1712 
2006.9 佐々木 真人 
柳井 崇 
堀 慶朗 
110* 環境配慮型オフィスに導入したタスク空調
システムの換気性能 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1065-1068 
2006.7 秋元 孝之 
佐々木 真人 
柳井 崇 
田島 昌樹 
天井 秀行 
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源馬 健史 
田辺 新一 
111 ガラス建築における応答型ダブルスキン
の性能に関する実測報告 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 1045-1048 
2006.7 柳井 崇 
佐々木 真人 
堀 慶朗 
112 ガラス建築におけるオフィス空調計画事
例と空調エネルギー消費の実態調査 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1041-1044 
2006.7 本田 公宏 
柳井 崇 
竹迫 雅史 
渡瀬 恵梨子 
113* タスク・アンビエント空調システムに関する
研究 (その 29) : 実オフィスに導入された
タスク空調システムの温熱快適性及び知
的生産性の評価 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1023-1024 
2006.7 黒崎 優一 
源馬 健史 
天井 秀行 
流田 慎也 
佐々木 真人 
柳井 崇 
秋元 孝之 
田辺 新一 
114* タスク・アンビエント空調システムに関する
研究 (その 28) : 実オフィスに導入された
タスク空調システムの特性 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1021-1022 
2006.7 流田 慎也 
黒崎 優一 
天井 秀行 
源馬 健史 
佐々木 真人 
柳井 崇 
秋元 孝之 
田辺 新一 
115 ブラインド制御と視環境 : その 2 ブライ
ンドを通した景観の見え方 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.297-298 
2006.7 岩田 利枝 
伊藤 大輔 
岩佐 義久 
佐々木 真人 
柳井 崇 
116 ブラインド制御と視環境 : その 1 不快グ
レアに基づいたオフセット角の決定 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP. 295-296 
2006.7 伊藤 大輔 
佐々木 真人 
岩田 利枝 
柳井 崇 
岩佐 義久 
117 大規模建物における実用的 BEMS の開
発に関する研究 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1119-1122 
2005.7 本田 公宏 
柳井 崇 
小笠原 昌宏 
竹迫 雅史 
渡瀬 恵梨子 
118 建築物の総合環境性能評価手法
CASBEE に関する研究 (その 37) : 
CASBEE-改修におけるエネルギー消費
の評価方法と BEE_<ES>について 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP. 1023-1024 
2005.7 柳井 崇 
坂本 雄三 
中嶋 まどか 
生田目 早苗 
119 超高層オフィスビルのエネルギー消費特
性に関する実測研究 : (第 2 報) 重回帰
分析による基準エネルギー消費の予測と
評価 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 17 年,  
PP.689-692 
2005.7 若松 潤一 
柳井 崇 
120 躯体蓄熱と夜間換気を導入した建物の熱
性能に関する研究 : (第 2 報) 中間期お
よび夏期の効果予測検証 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 17 年, 
PP.285-288 
2005.7 佐々木 真人 
柳井 崇 
奥山 博康 
大西 由哲 
121 躯体蓄熱と夜間換気を導入した建物の熱
性能に関する研究 : (第 1 報) 建物・シス
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
平成 17 年,  
PP.281-284 
2005.7 柳井 崇 
佐々木 真人 
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テム及びシミュレーションモデルの概要 演論文集 奥山 博康 
大西 由哲 
122 実用的 BEMS の開発に関する研究と大規
模建物における導入事例 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 17 年,  
PP.1945-1948 
2005.7 本田 公宏 
柳井 崇 
小笠原 昌宏 
竹迫 雅史 
渡瀬 恵梨子 
123 超高層オフィスビルのエネルギー消費特
性に関する実測研究 : 5 年間のエネルギ
ー消費量及び機器運転状況の分析 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 16 年,  
PP.245-248 
2004.8 柳井 崇 
若松 潤一 
岡本 一治 
124 床吹出し空調方式の研究 : (第 25 報)ノン
リーク型空調二重床 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 16 年,  
PP.1179-1182 
2004.8 平山 昌宏 
佐藤 信孝 
柳井 崇 
125 ダブルスキンを有する建物における熱性
能シミュレーションの検討事例 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 16 年,  
PP.1135-1138 
2004.8 柳井 崇 
佐々木 真人 
本田 公宏 
奥山 博康 
大西 由哲 
126 空調システムの性能検証に関する研究 : 
性能検証の考え方と施工段階における性
能予測について 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 16 年,  
PP.839-842 
2004.8 本田 公宏 
柳井 崇 
127* パーティション吹出を利用したタスク空調
システムに関する研究 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 16 年,  
PP.1731-1734 
2004.8 佐々木 真人 
柳井 崇 
岩佐 義久 
鈴木 正美 
128 ダブルスキンを有する建物における熱性
能シミュレーションの検討事例 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 231-234 
2004.7 本田 公宏 
柳井 崇 
佐々木 真人 
奥山 博康 
大西 由哲 
129* パーティション吹出を利用したタスク空調
システムに関する研究 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.1479-1482 
2004.7 佐々木 真人 
柳井 崇 
岩佐 義久 
鈴木 正美 
 
130 建築物の総合環境性能評価手法
CASBEE に関する研究(その 25) : 
CASBEE:既存におけるエネルギー消費
の評価 事例による試算(その 2) 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP. 1115-1116 
2004.7 生田目 早苗 
坂本 雄三 
柳井 崇 
131 建築物の総合環境性能評価手法
CASBEE に関する研究(その 24) : 
CASBEE:既存におけるエネルギー消費
の評価 事例による試算(その 1) 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.1113-1114 
2004.7 中嶋 まどか 
坂本 雄三 
柳井 崇 
132 建築物の総合環境性能評価手法
CASBEE に関する研究(その 23) : 
CASBEE:既存におけるエネルギー消費
の評価方法について 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.1111-1112 
2004.7 柳井 崇 
坂本 雄三 
133 空調を対象とする省エネルギー基準に関
する研究 : (第 1 報)ポイント法による建築
外皮の仕様基準の策定 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 15 年,  
PP.293-296 
2003.8 松尾 陽 
坂本 雄三 
石野 久彌 
石川 幸雄 
近藤 純一 
中谷 義宣 
林 英明 
柳井 崇 
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134 超高層オフィスビルにおける省エネルギ
ー運用に関する研究 : (第 3 報)加湿冷却
による省エネルギー性の検討 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 15 年,  
PP.1025-1028 
2003.8 本田 公宏 
柳井 崇 
岡本 一治 
若松 潤一 
135 超高層オフィスビルにおける省エネルギ
ー運用に関する研究 : (第2 報)VAVの制
御調整による搬送動力の低減効果 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 15 年,  
PP.1021-1024 
2003.8 岡本 一治 
柳井 崇 
村山 俊尚 
若松 潤一 
136 超高層オフィスビルにおける省エネルギ
ー運用に関する研究 : (第 1 報)低温送風
運用における省エネルギー性の検討 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 15 年,  
PP.1017-1020 
2003.8 佐藤 信孝 
柳井 崇 
岡本 一治 
若松 潤一 
137 建築物の総合環境性能評価手法に関す
る研究 (その 12) : 用途拡大に対応した
エネルギー消費の評価方法について 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP. 997-998 
2003.7 柳井 崇 
坂本 雄三 
138 建築物の総合環境性能評価手法に関す
る研究 (その 5) : エネルギー消費に関わ
る環境負荷の評価 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP.1051-1052 
2002.6 柳井 崇 
坂本 雄三 
139 超高層オフィスビルにおける自然換気シ
ステムの導入事例 : (その 2)換気回路網
モデルによる建物内気流特性の評価 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 13 年,  
PP.505-508 
2001.8 若松 潤一 
柳井 崇 
140 超高層オフィスビルにおける自然換気シ
ステムの導入事例 : (その 1)システム概要
と実測結果報告 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 13 年,  
PP.501-504 
2001.8 柳井 崇 
若松 潤一 
141 Green Building Challenge 2000 : その 3 
GBTool による大規模オフィスビル群の評
価 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-1, 環境工学 I, 
PP. 969-970 
2001.7 加藤 良夫 
佐藤 信孝 
柳井 崇 
142 超高層オフィスビルのエネルギー消費特
性に関する調査・研究 : その 3 コジェネ
レーションシステムの概要と運転実績 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 12 年,  
PP.325-328 
2000.8 染川 信行 
佐藤 信孝 
柳井 崇 
大澤 明廣 
143 超高層オフィスビルのエネルギー消費特
性に関する調査・研究 : その 2 ペアダク
ト空調システムの運用寛態および分析 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 12 年,  
PP.321-324 
2000.8 若松 潤一 
柳井 崇 
佐藤 信孝 
大澤 明廣 
144 超高層オフィスビルのエネルギー消費特
性に関する調査・研究 : その 1 エネル
ギー消費量の実態と分析 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 12 年,  
PP.317-320 
2000.8 柳井 崇 
佐藤 信孝 
大澤 明廣 
若松 潤一 
145 蓄熱電気ヒーターを用いたペリメータ暖房
システムの開溌 第 3 報 実建物の冬期実
測による温熱環境の報告 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 12 年,  
PP.261-264 
2000.8 大澤 明廣 
佐藤 信孝 
柳井 崇 
久本 浩子 
竹井 宏 
若松 潤一 
146 ウェットスクリーンを用いた防排煙システム
の概要と性能評価 : 超高層オフィスビル
における設計事例 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 12 年,  
PP.653-656 
2000.8 村岡 宏 
大澤 明広 
佐藤 信孝 
柳井 崇 
中島 秀男 
岡本 一治 
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147 BEMSにおけるオペレータ支援システムに
関する研究 : その 3 システムの実効性
の検討と考察 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 12 年,  
PP.1393-1396 
2000.8 石川 英樹 
竹井 宏 
焼山 誠 
宮崎 友昭 
柳井 崇 
148 空調システム動作検証ツールの概要と実
施例 : (続報)動作検証ツールの運用と検
証実績報告 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 12 年,  
PP.1389-1392 
2000.8 村山 俊尚 
柳井 崇 
佐藤信孝 
149 超高層オフィスビルのエネルギー消費特
性に関する調査・研究 その 1 エネルギ
ー消費量の実態と分析 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
2000(1),  
PP.317-320 
2000.8 柳井 崇 
佐藤 信孝 
大澤 明廣 
若松 潤一 
150 超高層オフスビルの加圧防排煙システム
に関する設計事例 : 耐火スクリーンを用
いた防排煙システムの概要と性能評価 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
A-2, 防火,海洋,
情報システム技
術 2000,  
PP.217-218 
2000.7 大澤 明廣 
村岡 宏 
佐藤 信孝 
柳井 崇 
中島 秀男 
岡本 一治 
151 超高層オフィスビルにおける床吹出し空
調の運転実績調査 : その 1. 1999 年夏
期の運転実績 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP.919-920 
2000.7 竹井 宏 
大澤 明廣 
平山 昌宏 
柳井 崇 
佐藤 信孝 
152 超高層オフィスビルのエネルギー消費特
性に関する調査・研究 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 201-202 
2000.7 柳井 崇 
佐藤 信孝 
大澤 明廣 
若松 潤一 
153 BEMSにおけるオペレータ支援システムに
関する研究 : その 2 運用プロセスを考
慮した保全業務情報管理システムの適用
事例 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 11 年,  
PP.693-696 
1999.8 石川 英樹 
竹井 宏 
焼山 誠 
宮崎 友昭 
柳井 崇 
154 BEMSにおけるオペレータ支援システムに
関する研究 : その 1.設計意図のビル運
用管理への反映方法について 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 11 年,  
PP.689-692 
1999.8 竹井 宏 
焼山 誠 
石川 英樹 
宮崎 友昭 
柳井 崇 
155 空調システム動作検証ツールの概要と実
施例 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 11 年,  
PP.1701-1704 
1999.8 村山 俊尚 
柳井 崇 
佐藤 信孝 
156 蓄熱電気ヒータを用いたペリメータ暖房シ
ステムの開発 : 第 2 報 実建物における
冬期実測の報告 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 11 年,  
PP.1233-1236 
1999.8 岡本 一治 
佐藤 信孝 
柳井 崇 
大澤 明廣 
広瀬 正敏 
伊藤 愼一 
157 BEMSにおけるオペレータ支援システムに
関する研究 : その 1. 設計意図のビル運
用管理への反映方法について 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D-2, 環境工学
II, 
PP. 945-946 
1999.7 竹井 宏 
焼山 誠 
宮崎 友昭 
柳井 崇 
158 蓄熱電気ヒータを用いたペリメータ暖房シ
ステムのシミュレーションスタディ 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 10 年,  
PP.473-476 
1998.7 柳井 崇 
佐藤 信孝 
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159 蓄熱電気ヒータを用いたペリメータ暖房シ
ステムの開発 : テストセルによる熱性能
の把握 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
平成 10 年,  
PP.469-472 
1998.7 小野寺 信人 
柳井 崇 
小林 仁三 
佐藤 信孝 
大澤 明廣 
伊藤 愼一 
160 熱環境の異なる空間を持つ建物内の室
間相互換気の室温,負荷への影響に関す
る検討 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
(昭和 62 年),  
PP.469-472 
1987.10 伊藤 直明 
石野 久彌 
柳井 崇 
161 コンクリート系パッシブソーラーハウスの熱
性能に関する実測解析 : その 4 補助暖
房使用時の建物性能について 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
(昭和 61 年),  
PP.349-352 
1986.10 伊藤 直明 
梅干野 晁 
鹿又 信一 
土屋 喬雄 
永峰 章 
柳井 崇 
162 コンクリート系パッシブソーラーハウスの熱
性能に関する実測解析 : その 3 赤外線
放射カメラの熱画像による解析 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
(昭和 61 年),  
PP.345-348 
1986.10 梅干野 晁 
土屋 喬雄 
鹿又 信一 
伊藤 直明 
永峰 章 
柳井 崇 
163 コンクリート系パッシブソーラーハウスの熱
性能に関する実測解析 : その 2 冬季非
暖房時における実測結果 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
(昭和 61 年),  
PP.341-344 
1986.10 伊藤 直明 
梅干野 晁 
鹿又 信一 
土屋 喬雄 
永峰 章 
柳井 崇 
164 コンクリート系パッシブソーラーハウスの熱
性能に閲する実測解析 : その 1 概要と
夏期実測結果 
空気調和・衛生工
学会学術講演会講
演論文集 
(昭和 61 年),  
PP.337-340 
1986.10 永峰 章 
土屋 喬雄 
鹿又 信一 
伊藤 直明 
梅干野 晁 
柳井 崇 
165 太陽熱利用による北室の冬期熱環境改
善に関する研究 
日本建築学会大会
学術講演梗概集 
D, 環境工学 
1986,  
PP.789-790 
1986.7 伊藤 直明 
柳井 崇 
 
４．研究レポート等 
No. 論文名 掲載誌 巻，号，頁 発行年 著者名 
1 2.2.2.省エネルギー・環境配慮 建築士定期講習テキスト
／公益財団法人建築技
術教育普及センター 
PP.Ⅱ63-Ⅱ82 2015.4 柳井 崇 
2 第 2 章 環境・設備、 
2-2 環境建築と環境ソリューション 
インテリアプランナー更新
講習テキスト／公益財団
法人建築技術教育普及
センター 
PP.38-43 2015.3 柳井 崇 
3 眺望と省エネルギーを両立する壁 : 
ダブルスキン (特集 壁) 
Re : Building 
maintenance & 
management 
36(1), 
PP. 40-43 
2014.7 柳井 崇 
 
4* オフィスの環境多様性とパーソナル化 
～知的生産性を高める環境づくり～ 
ユニバーサルデザイン／
㈱総合資格 
35 号 
PP.31-33 
2014.7 柳井 崇 
5 エネルギー・環境の見える化 
 (主集 建築設備の世界を知る : 入
Structure : Journal of 
Japan structural 
(128),  
PP.38-41,11 
2013.10 
 
柳井 崇 
 
研究業績一覧 
 
 
研究業績一覧-21 
 
門から最新の設備技術まで) -- (最新
の設備技術) 
Consultants Association 
6* 外気利用とパーソナル空調 (特集 省
エネルギーのための外気利用) 
空気調和・衛生工学 87(8),  
PP.683-689 
2013.8 柳井 崇 
7 当社における環境エンジニアリングの
系譜と今後の展望 
建築設備と配管工事 
50 周年記念号 
Vol.51 No.5 
PP.16-17 
2013.4 柳井 崇 
8 省エネルギー建築物を推進するため
の道筋 
建築設備&昇降機 (101),  
PP.25-30 
2013.1 柳井 崇 
9 建築物の管理・運用における可視化
技術について 
ビルと環境／(材)ビル管
理教育センター 
135 号 
PP.6-12 
2012.12 柳井 崇 
10 環境・エネルギーコース 3.1.建築外
皮性能 
建築士法第 22 条の 4 に
基づくすべての建築士の
ための総合研修テキスト
／社団法人日本建築士
会連合 
PP.22-29 2012.1 柳井 崇 
11 第 1 編建築設備設計技術  
第 9 節 換気設備の設計 
一級建築士講習テキスト
／公益財団法人建築技
術教育普及センター 
PP.122-134 2011.3 柳井 崇 
12 建築における可視化の重要性 空気調和・衛生工学 85(2),  
PP. 85-90 
2011.2 柳井 崇 
品川 浩一 
13 建築物の環境評価の見える化 冷凍 85(998), 
PP.956-960 
2010.12 柳井 崇 
 
14 設計事務所の CO2 削減への取組み : 
(1)環境建築の実現と環境ソリューショ
ンの展開 
空気調和・衛生工学 84(11),  
PP.915-920 
2010.11 柳井 崇 
 
15* 中規模本社ビルにおけるタスク・アン
ビエント空調の実施・検証 
空気調和・衛生工学 84(8), 
PP.643-650 
2010.8 柳井 崇 
佐々木 真人 
16 日産先進技術開発センターの環境設
備計画 
空気調和・衛生工学 84(7), 
PP.541-546 
2010.7 佐々木 真人 
中川 優一 
山本 倫代 
柳井 崇 
松永 宙 
中村 隆 
若狭 保夫 
田代 均 
大木 俊雄 
秋元 孝之 
佐々木 康陽 
本田 一博 
17* オフィス家具と一体化したタスクアンド
アンビエント空調の設計事例 
 (特集 次世代の室内環境--快適性
と安全性を求めて(1)) 
BE 建築設備 61(5), 
PP.19-26 
2010.4 柳井 崇 
 
18 2．3．建築と建築設備 空気調和・衛生工学便覧 
第 14 版 計画・施工・維
持管理編／空気調和･衛
生工学会 
PP.26-38 2010.2 柳井 崇 
19 1 章 建築的特徴と動向 建築設備集成オフィス／
オーム社 
PP.1-30 2010.2 柳井 崇 
20 建築外皮 (特集 住宅・建築物の省エ
ネルギー法改正) 
 (非住宅建築物に関する改正のポイ
ント) 
IBEC 30(1),  
PP.12-16 
2009.5 石野 久彌 
柳井 崇 
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21 第 6 章 新しい窓、 
第 14 章 負荷とシステムと室内環境 
徹底マスター熱負荷のし
くみ／オーム社 
PP.52-63 
PP.132-145 
2009.3 柳井 崇 
22 座談会 これからの BEST  
(特集 The BEST Program の概要と今
後の展望) 
IBEC 29(5),  
PP.76-91 
2009.1 石野 久彌 
長井 達夫 
柳井 崇  
23 BEST の機器特性 
 (特集 The BEST Program の概要と
今後の展望) 
IBEC 29(5),  
PP.44-49 
2009.1 柳井 崇 
藤居 達郎 
助飛羅 力 
24 空調システムのシミュレーション法 空気調和・衛生工学 82(11),  
PP.945-952 
2008.11 長井 達夫 
二宮 博史 
菅長 正光  
柳井 崇 
25 建築と一体化・融合化を図る設備技
術の展開と設計事例 
 (特集 これからのエンジニアリング・
次の一手(2)) 
BE 建築設備 59(10),  
PP.16-21 
2008.10 柳井 崇 
26 赤坂インターシティにおける環境・設
備計画 
空気調和・衛生工学 82(7),  
PP.568-569 
2008.7 本田 公宏 
柳井 崇 
27 いわて県民情報交流センター"アイー
ナ"の環境・設備計画 
空気調和・衛生工学 82(7),  
PP.564-565 
2008.7 北原 知治 
柳井 崇 
宮越 毅彦 
田辺 新一 
28 国土交通大臣賞 商業・サービスビル
部門 岩手県民情報交流センター ア
イーナ 
 (特集 「第 2 回サステナブル建築賞」
受賞作品紹介)  
IBEC 29(1),  
PP.18-23 
2008.5 北原 知治 
柳井 崇 
山本 佳嗣 
29* 国土交通大臣賞 事務所ビル部門 マ
ブチモーター本社棟 
 (特集 「第 2 回サステナブル建築賞」
受賞作品紹介 
IBEC 29(1),  
PP.12-17 
2008.5 大坪 泰 
柳井 崇 
佐々木 真人 
30 赤坂インターシティにおける実施事例
と運用実績 (特集 熱供給事業とエネ
ルギーの面的利用を考える(3)) 
クリーンエネルギー 16(12),  
PP.35-40 
2007.12 柳井 崇 
本田 公宏 
31* マブチモーター本社棟の空調設備計
画 
空気調和・衛生工学 81(9),  
PP.767-772 
2007.9 柳井 崇 
佐々木 真人 
秋元 孝之 
岩佐 義久 
32* COOL BIZ 対応事例と今後の空調設
備の設計タスク空調を導入したオープ
ンオフィスの空調システムの計画事例 
空気調和・衛生工学 80(7),  
PP.501-510 
2006.7 柳井 崇 
佐々木 真人 
33 大規模修繕等における PAL 計算法に
ついて 
 (特集 住宅・建築物の省エネルギー
基準の改正) -- (建築編) 
IBEC 27(1),  
PP.50-53 
2006.5 石野 久彌 
柳井 崇 
34 マブチモーター本社棟 (ガラス建築 
特集) -- (先進事例 オフィスビル) 
建築設備士 37(5),  
PP.61-64 
2005.5 佐々木 真人 
柳井 崇 
35 新建築・新設備 赤坂インターシティ BE 建築設備 56(5),  
PP.10-13 
2005.5 本田 公宏 
岡地 宏明 
柳井 崇 
36 高層オフィスビルにおける排水再利用
システム (設備講座・環境と省エネル
ギー(21)水環境) 
BE 建築設備 56(4),  
PP.54-59 
2005.4 本田 公宏 
柳井 崇 
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37* パーティション吹出を利用したタスク空
調システムに関する研究 
設計工学 40(3),  
PP.121-126 
2005.3 佐々木 真人 
柳井 崇 
38 エネルギー効率の評価 空気調和・衛生工学 78(11),  
PP.1011-1020 
2004.11 坂本 雄三 
柳井 崇 
39 ペリーメーターにおける空調システム
とペリメーターレス方式  
(特集 ガラス建築の設計手法) -- (窓
まわりと環境調整技術) 
建築技術 (653),  
PP.168-173 
2004.6 柳井 崇 
村尾 元朗 
40 品川駅東口地区 A 街区のインフラ概
要について(品川駅東口地区 A 街区
のエネルギー供給計画とシステムの概
要)  
(特集 最近の東京における大規模開
発の概要とインフラ設備(その 3)主に
品川駅東口地区を中心に) 
BE 建築設備 54(5),  
PP.32-38 
2003.5 柳井 崇 
 
41 超高層建築の空調設備 空気調和・衛生工学 77(3),  
PP.191-202 
2003.3 柳井 崇 
42 エネルギー消費に関わる環境性能の
評価 (特集 建築物の環境性能評価)  
 (建築物の環境性能評価:CASBEE) 
IBEC 23(5),  
PP.15-18 
2003.1 坂本 雄三 
柳井 崇 
43 品川インターシティ 空気調和・衛生工学 75(11),  
PP.961-974 
2001.11 佐藤 信孝 
柳井 崇 
大澤 明廣 
竹井 宏 
岡本 一治 
若松 潤一 
44 窓と室内環境・設備計画 空気調和・衛生工学 75(10),  
PP.859-864 
2001.10 柳井 崇 
 
45 座談会 
"21 世紀のライフスタイルと設備技術
の展望と課題" 
空気調和・衛生工学 75(1),  
PP.11-25 
2001.1 射場本 忠彦 
池田 利幸 
柴田 克彦 
武政 祐一 
中村 慎 
永野 紳一郎 
平賀 典子 
三浦 邦広 
柳井 崇 
46 負荷低減技術の現状 - 最近の設計
事例と効果 
空気調和・衛生工学 74(12),  
PP.1089-1091 
2000.12 塚本 宏怡 
柳井 崇 
47 品川インターシティ BE 建築設備 50(1),  
PP.4-12 
1999.1 佐藤 信孝 
柳井 崇 
染川 信行 
48 品川インターシティ 建築設備士 31(1),  
PP.2-10 
1999.1 佐藤 信孝 
菱沼 正美 
柳井 崇 
49 審査委員会奨励賞(事務所ビル部門) 
高崎信用金庫新本店 
 (特集 第7 回「環境・省エネルギー建
築賞」受賞作品紹介) 
IBEC 19(1),  
PP.42-45 
1998.5 柳井 崇 
50 ダブルスキンを利用したペリメータ空
調システムの実施例 -高崎信用金庫
新本店における実測報告 
空気調和・衛生工学 71(4),  
PP.331-339 
1997.4 石丸 勝三 
柳井 崇 
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